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● ごあいさつ ●
ɹ�0�� 年度の日本経済、世界経済のճ復に合わͤて良な展開となり·したɻ企業࠷高益を
新し、設備投資上向いてい·すɻ·た、؇やかながら賃金上ঢし、消費を支えてい·すɻߋ
ɹ一方、経済課題引き続きଘ在してい·すɻґ然として企業収益の৳び΄どに賃金が上がͬ
ていないのがその一ͭͰすɻഎ景に、労働需給のタイト感がڧ·ͬているにかかわらͣ、૬
対的に賃金の非ਖ਼規労働者の労働人口に対する比率が減ͬていない͜とや女性や高齢者の活༂
がなお途上Ͱ͋る͜となどが͛ڍらΕ·すɻ·た、雇用が、生産性が૬対的に高い製造業雇用か
ら生産性が૬対的にいサービス業にシフトしている͜と指ఠ͞Εてい·すɻ
ɹ͜のよ͏なঢ়況に͋ͬて、政働き方改革を進Ίてい·すɻ長時間労働のੋਖ਼などを通͡て
事と生活のバランスを図るととに、ਖ਼規・非ਖ਼規労働者間の格差ੋਖ਼や生産性向上などを通
͡て内需活性化を図るのͰ͋り·すɻ
ɹRIETI 、政策シンクタンクとして経済産業社会政策の形成に資する理論的・実証的な研究を
行し、エビデンスに基づく政策ఏ言を行ͬており·すɻ同時に、その成果をシンポジウムやセミ
ナー、WeC などを通͡て活発にఏڙしてい·すɻそして、�0�� 年 4 ݄より、「世界の中Ͱ日本の
とするୈࢹΈを育てていく」、「革新を生Έ出す国になる」、「人口減をりӽえる」をڧ 4 期中
期標期間をスタートͤ͞·したɻ
ɹ� 年にたる �0�� 年度Ͱ、経済金融、人的資本、通商政策、生産性などの分Ͱଟくの研
究論文を発දし、シンポジウムやセミナー、ワークショップ「情報技術と新しいグローバル化」、

「クロスϘーダー M&A」、「EWidence BBsed PoMicZ MBLinH」や働き方改革などに関するのをଟ
数開࠵し·したɻ
ɹ内֎経済େきく変化しており、グローバルな動きがりͭͭ͋り·すɻ·た、AI 時代を
ܴえて人材高度化ͬたなしとなͬている中Ͱ、RIETI ࠓ年政策シンクタンクとして、タイ
ムリーͰ෯い研究成果とその成果の発৴に力して·いり·すɻ

�0�� 年 � ݄ɹ理事長ɹ中島 厚志

ɹRIETI 、経済及び産業に関する知識と理ղの૿進を図り、զが国の経済産業政策の立Ҋにݙߩ
する͜とを指してい·すɻ特に、�0�� 年 4 ݄から࢝·ͬたୈ 4 期中期標期間Ͱ、少子高齢
化に͏人口減のਂࠁ化、技術革新がたらすୈ̐࣍産業革໋、経済連携のਂ化やグローバルな
ルール形成競争の進展といͬた経済社会のܹٸな「地֪変動」にؑΈ、
 ᶗ . 世界の中Ͱ日本のڧΈを育てていく
 ᶘ . 革新を生Έ出す国になる
 ᶙ . 人口減をりӽえる
ɹとい͏ � ͭの中心的テーマを͛ܝ、ᶃ産業・人材・財政・国際経済等の͞·͟·な政策分の
૬࡞ޓ用をղき໌かし、ᶄଟ༷化・ෳࡶ化する経済社会の課題の実態と本質をᖰり出し、効果的
なॲ方ᝦをఏڙするたΊに、エビデンスに基づく高度ઐ的かͭ「分ԣஅ的」なௐࠪ・研究を
推進し、政策ఏ言を発৴してい·すɻ
ɹ·た，ࠓ年度の 4 ݄に、EBPM の推進チームを立ͪ上͛·したɻۙ年関心を集Ίる EBPM 
政の方に͛ܝらΕており、RIETI Ͱࠓ年度からの活動に向けてઐの研究һをܴえೖΕる
など、準備を進Ίて·いり·したɻその一環としてࡢ年開࠵したシンポジウムେ変な会Ͱ、
日本において EBPM のඞ要性の高·りをڧく実感してい·すɻRIETI として、ޙࠓ·す·す
ॏ要性を૿す EBPM の発展にد与していく決意Ͱすɻ
ɹ国際的な経済政策研究シンクタンクとして、RIETI のڧΈͰ͋る � ͭの特 ʕ
٬観的な研究を実施Ͱきる独立行政法人の特長を生かし、政・ଘの政策にറらΕͣに中立的ط ⁞ 
  とアカデミアの྆方の観から、新たな政策形成にͭながるよ͏なインパクトの͋る政策ఏ 
  言を行͏͜とがͰきる
   内֎のトップリサーチャーやେ学、産業界などの෯いӳ知を݁集したネットワークを基ૅに、
  ଟذにわたる研究分を融合したԣஅ的な研究を実施する͜とがͰきる
  他にྨを見ないデータベース等を活用したエビデンスをఏڙする͜とにより、きΊࡉやかに政
  策立Ҋにݙߩする͜とがͰきる ʕ
 ɹをे分に生かし、ޙࠓ、研究を進Ίて·いり·すɻ

�0�� 年 � ݄ɹॴ長ɹ矢野 誠
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2017 年度は、RIETI 第 4 期中期計画（2016 〜 2019 年度）の 2年目にあたりました。この第 4期中期計画では、自のڧみ
である研究ネットワークを活用し、RIETI は多༷化・ෳࡶ化した内外のॾ課題へエビデンスに基づく対応策をఏ言し経済産業政
策へد与することをミッションとしています。2017 年度は、このミッションを念಄に置いた 9つの研究プログラムを中心とす
る研究体制の下、活発な研究を行い、また、AI 関連研究プロジェクトのように、課題が多ذにわたりながらも相ޓに関連してい
る研究対については、分野横断的に研究を実施しました。過ڈ 16年間の成果を発展的に継ঝし、引き続き「知のプラットフォー
ム」としての機能を高めるため、国内外の民間研究機関の研究者や企業の実務者等との人材交流等を通じた連携を深めるとともに、
成果の発信を活発に行いました。以下では、2017年度のRIETI の研究・発信活動について͝介いたします。

(※文中肩書きは当時のもの )

���� ͷ׆ಈ֓ཁ

ಈ׆ڀݚ  �
　̕つの研究プログラムに基づく研究活動及び͜Εらの野
にとͲ·らないྖ域ෳ߹野についての研究活動（「特ఆ
研究」）を行い·したɻ

ɹ政策ニーズを౿·えた研究とするたΊ、研究プロジェク
トの組成ஈ階から政策ہとの意見交換を行ͬてい·すɻ
と理事長、෭ॴ長を含む研究者が新政策にہに、政策ߋ
かかる論にͭいて意見交換等を実施し、研究プロジェク
トのを超える形Ͱઐ的な知見をఏڙし·したɻ
ɹ·た、研究内༰の質を高ΊるたΊ、研究ॴ内のΈならͣ
国内֎のઐ家や政策ہを交えてٞ論をਂΊる͜とにॏ
をஔいてい·すɻ۩体的に、研究プロジェクト立ͪ上
͛時に、ブレインストーミングワークショップ（BSWS）

2017 年度	研究プログラム プログラムディレクター 下の研究プロࡿ
ジェクト数

ᶗ マクロ経済と少子高齢化 小林	慶一郎	FF 8

ᶘ 貿易投資 冨浦	英一	FF 7

ᶙ 地域経済 浜口	伸明	FF 11

ᶚ 	イノベーション	 長岡	貞男	FF 8

ᶛ 産業フロンティア 大橋	弘	FF 12

ᶜ 産業・企業生産性向上 深尾	京司	FF 5

ᶝ 人的資本 鶴	光太郎	FF 7

ᶞ 	法と経済 矢野	誠	所長・CRO（代行） 3

ᶟ 政策史・政策評価 武田	晴人	FF 4

SP 特定研究（プログラムにଐさない） 4
研究プロジェクト数	合計　　　		69

を開࠵し、研究計画Ҋにͭいてݕ౼を行い、࠷ऴஈ階Ͱ、
論文素Ҋ成時にݕ౼会を開࠵し、参Ճ者が意見交換やٞ
論を行͏͜ととしてい·すɻ͜の΄か、国内֎の研究者を
টきワークショップ等を開࠵し、ઐ的なٞ論をਂΊてい
·すɻ
ɹ研究成果として、理論的、分析的、実証的な研究論文（ディ
スカッション・ペーパー：DP）を �4� 本、現在直໘して
いる༷ʑな政策課題にڧい関連性を持ͭタイムリーな論文

（ポリシー・ディスカッション・ペーパー：PDP）を �� 本、
計 ��� 本を公දし·したɻ研究成果をより良く政策立Ҋに
݁びͭけていくたΊ、ディスカッション・ペーパーにਵ
して、分析݁果を౿·えͭͭ、政策的含意をهड़した「ノ
ンテクニカルサマリー」を࡞成・公දし、研究論文の政策
的意ٛを分かりやすく伝えるよ͏Ίてい·すɻ
ɹ国際的評価にͭながるࠪಡきӳ文学術ࢽ等へのࡌܝ及
びઐॻ੶の収݅数 4� 本、世界的に権Җの͋る経済
ઐࢽトップ � にೖる JournBM oG PoMiticBM EconoNZ にܝ
༧定の論文ࡌ � 本͋り、RIETI の学術研究ਫ準の高͞が
評価͞Ε·したɻ
ɹ·た、h 中小企業നॻʱにおいて、ଟ༷な人材の活用等人
的資本プログラムにおける研究成果や中小企業の生産性や
起業活動にかかわる研究成果が、h 通商നॻʱͰ、間接貿
易のׂにかかる研究成果や中国関係の研究成果が引用͞
Εるなど、ଟ数のനॻ、৹ٞ会資料等に研究成果が活用͞
Ε·したɻ貿易データベース（RIETI-TID）、日本産業生産
性データベース（JIP データベース）、都ಓݝผ産業生産
性データベース（R-JIP データベース）等 RIETI がఏڙす
るデータベース活用͞Ε·したɻ
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̎  ൃ৴׆ಈ
ɹ࠷新の研究成果を活用しͭͭ、国内֎の༗識者をটᡈし
てॏ要な政策課題を౼ٞする場として、公開のシンポジウ
ム、セミナー等を �� ճ開࠵し·したɻ

  （1）成Ռී及

ɹ各プロジェクトの研究成果をく世に問い、ٞ論を活性
化するたΊ、�0�� 年度、情報技術とグローバル化、地方
創生、EBPM といͬたテーマͰシンポジウム、セミナーを
開࠵し·したɻ

RIETI 国際シンポジウム

ใ技術と新しいグローバル化：アジア経済の現ࡏ
と未来
2017 年 8月 1日

ɹ本シンポジウムͰ、લ日から開͞࠵Εたୈ 4 ճ AsiB 
KLEMS コンファレンスの成果を取りࠐむ形Ͱ、લ半Ͱ
ハ ー バ ー ド େ 学 の デ ー ル・ ジ ョ ル ή ン ソ ン（DBMe 
JorHenson）教तと欧州経済政策研究センター（CEPR）の
リチャード・Ϙールドウィン（RichBrd BBMdXin）ॴ長が、
アベノミクスୈ � を中心とする日本の成長戦略および IT
と新しいグローバル化がたらす経済格差の世界的なେ収
Ꮡ（GreBt ConWerHence）にͭいて、そΕͧΕߨԋし·したɻ
�、半のパネルディスカッションͰޙ ໊の参Ճ者が、グ
ローバル化と生産性の観からアジア経済の現ঢ়を分析し、
そのະ来にͭいてٞ論を交わし·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17080101/info.html

北陸 AJEC・経済産業研究所・アジア経済研究所・福井県立大学	
共同シンポジウム

北陸地方創生と国際化・イノベーション～世界経済
の成長をいかにして地域経済に取り込むか～
2017 年 11月 30日

ɹRIETI、ジェトロ・アジア経済研究ॴ、Ҫݝ立େ学、
 AJEC  �0�� 年から、「地方創生と国際化・イノベー
ション」に関する共同研究を実施してき·したɻその݁果、
の企業地方の中Ͱ国際化率が高いにかかわらͣ、
そのメリットが比較的ڗड͞Εていない͜とが分かり·し
たɻ本シンポジウムͰ、世界経済の成長を経済に取
りࠐむたΊに、地方の現ঢ়と課題を໌らかにした上Ͱ、国
際化とイノベーションの推進に向けて取るきアクション
にͭいて、ଟ方໘から୳り·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17113001/info.html

RIETI	EBPMシンポジウム

エビデンスに基づく政策立案を推進するために
2017 年 12月 19日

ɹIoT のٸな進展により、େなデータが積͞Εてい
くなか、EBPM（EWidence-CBsed PoMicZ MBLinH ʗ証ڌに
基づく政策立Ҋ）への関心が高·ͬてい·すɻ欧米Ͱそ
の活用が活発化する一方、日本における EBPM の推進、
�0�� 年 � ݄によ͏やく政レベルͰ意思決定が͞Εるな
ど、େ෯に立ͪΕてい·すɻRIETI Ͱ、�0�� 年度から
EBPM 推進チームを発し、͜Ε·Ͱの学術的なࢹͰの
EBPM 研究にՃえ、政策に直݁した EBPM のڧ化を図る༧
定Ͱすɻ本シンポジウムͰ、国内֎の実ྫを介しながら、
日本Ͱの普及、活用を進ΊるたΊにど͏すΕいいのか
にͭいて、各機関のઐ家が意見を交わし·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17121901/info.html
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第 19回 RIETI ハイライトセミナー	

大きな不確実さを抱える経済・市場の現状と展望
－政策不確実性指標をもとに
伊藤	新	(RIETI 研究員 )
深尾	光洋	(RIETIシニアリサーチアドバイザー	/	武蔵野大学経済学部	教授)
2017 年 7月 11日
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17071101/info.html

  （2）国際化業

ɹRIETI 世界の͞·͟·な研究機関・国際機関との交流
によͬて、グローバルかͭタイムリーな課題にͭいて国際
連携を行͏く取り組ΜͰい·すɻ国際通貨基金（IMF）と、
�0�� 年 � ݄に本෦からエコノミスト � ໊をটᡈして、長
期成長と長期ఀとい͏世界経済が๊える課題にͭいて
ワークショップを開࠵し·したɻ�00� 年より、Ϥーロッパ
の代ද的な研究機関Ͱ͋る Centre Gor EconoNic PoMicZ 
ReseBrch (CEPR) と研究交流を積ۃ的に展開し、�0�� 年
݄̎に Science Bnd InnoWBtion と題した国際ワーク
ショップをロンドンにて開࠵し·したɻ�0�� 年から、
RIETI のコラム等を CEPR が運営している政策ポータルサ
イトͰ͋る VoYEU.orH にࡌܝするととに、経済ナショナ
リズムや、金融の民主化にͭいてなどタイムリーな VoYEU.
orH のコラムを RIETI ウェブサイトに転ࡌするなど૬ܝޓ
��をかͬてい·すɻ（�0ࡌ 年度の૬ࡌܝޓ実 4� ݅）
ɹ新しい保護主ٛの下Ͱの貿易問題とい͏関心の高いテー
マにͭいて、経済研究Ӄ（TIER）、ؖ国産業研究Ӄ

（KIET）とそΕͧΕのઐ家が集ͬて �0 ݄にؖ国において
ワークショップを開࠵し、͞らに、オーストラリア国立େ
学߽日研究センター（ANU AJRC）と、TPP�� ॺ໊から �
ि間とい͏時ٓをಘたタイミングͰ、日本と߽州が͜͏し
た保護主ٛの高·りの中Ͱアジアଠ平༸地域のリーダーを
どのよ͏に指していくかにͭいてシンポジウムを開࠵し
·したɻ
ɹその他、ւ֎の研究機関からの研究һडೖ、ւ֎の研究
者等を交えた国際シンポジウムや国際ワークショップを開
するなどの国際連携を行い·したɻ࠵

2017 年 10月 19日
TIER-RIETI-KIET	ワークショップ

RIETI-ANUシンポジウム

日本と豪州―不確実性の時代にアジア太平洋地域
のリーダーを目指して
2018 年 3月 15日

ɹTPP と RCEP 交渉のॏ要なメンバーͰ͋り、グローバル
な経済システムをकる立場Ͱར害が一கしている྆国、
どのよ͏な戦略によͬて、オープンかͭルールにとづい
た貿易投資システムを୲保する͜とがͰきるかʁɹ͜͏し
た問題ೝ識の下、·た TPP�� のॺ໊がな͞Εた直ޙに開࠵
͞Εた本シンポジウムͰ、日߽関係のઐ家としてオー
ストラリア国立େ学の知日のઐ家と RIETI 研究者にՃ
え、日߽において通商政策を୲͏װ෦等が一ಊに会し、ア
ジアଠ平༸地域における質の高い貿易投資ルール策定に向
けて、日߽がリーダーシップを取ͬて戦略的に進Ίる方法
にͭいてٞ論し·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18031501/info.html
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  （3）経済産業লとの連ܞ

ɹ�0�� 年度、ୈ 4 産業革໋などॏ要政策テーマにͭい࣍
て、経済産業লの政策ہとシンポジウムを共࠵し·したɻ

METI-RIETI 政策シンポジウム

新産業構造ビジョン―新たな経済社会システム構築
に向けた日本の戦略と課題―
2017 年 8月 23日

ɹ経済産業ল �0�� 年 � ݄、Internet oG ThinHs（IoT）、
ビッグデータ、人工知能（AI）、ロϘットに代ද͞Εる技術
革新によͬて͋らΏる構造的課題にチャレンジし、経済成
長にͭな͛、より๛かな社会を実現するたΊ、「新産業構造
ビジョン」を策定し、その中Ͱ、中長期的なロードマップ
と۩体的戦略を取り·とΊ·したɻ本シンポジウムͰ、
新たな経済社会システムの構築に向けた日本の戦略と課題
をந出するととに、競争力֫ಘに向けた危機意識のৢ成
を図る͜とを的とし、RIETI のઐ家や、ビジョンを࡞
成した新産業構造෦会メンバーらが意見を交わし·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17082301/info.html

METI-RIETI 政策シンポジウム

クロスボーダー M&A：海外企業買収における課題
とその克服に向けて
2017 年 11月 29日

ɹ日本企業がւ֎企業をങ収するクロスϘーダー M&A が
ۙ年活発化している͜とをडけ、経済産業ল �0�� 年 � ݄、

「զが国企業によるւ֎ M&A 研究会」を設ஔし·したɻ本
シンポジウムͰ、研究会におけるݕ౼と、RIETI が取り
組ΜͰいるプロジェクト「企業統治分析のフロンティア」
の成果を౿·え、学識経ݧ者や実務家らが意見を交わし·
したɻ基ௐߨԋͰ、ٶౡӳত RIETI ファカルティフェロー
がւ֎ M&A による自社の成長ストーリーをඳくॏ要性を

指ఠし、Ӭकॏ৴日本ి産ג式会社代ද取క会長݉社長
（CEO）自的な成長をͬたւ֎ M&A の展開がॏ要Ͱ
͋るとड़·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17112901/info.html

METI	JPO-RIETI 国際シンポジウム

標準必須特許を巡る紛争解決に向けて 
-Licensing 5G SEPs-
2018 年 3月 13日

ɹ標準ඞਢ特許（SEP）が用͞Εている通৴技術の分
Ͱ、IoT や �G（ୈ̑世代移動通৴システム）の時代をܴえ、
ライセンス交渉が異業種間Ͱ行わΕるよ͏になり、ルー
ルや料率の考え方などのҧいなど、新たな課題がݦ在化し
てきてい·すɻ
ɹRIETI Ͱ、標準ඞਢ特許を८るฆ争の止・円滑なղ
決を図るたΊのガイドラインの策定を進Ίている特許ிと
共にシンポジウムを開࠵、RIETI の長Ԭః男、ླሡ文の
྆ファカルティフェロー、司法関係者、実務家など国内֎
の༗識者が一ಊに会し、SEP を८る༷ʑなॏ要論にͭい
て、報ࠂ・౼ٞを行い·したɻ
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18031301/info.html
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  （4）BBL ηϛφー（Brown Bag Lunch Seminar）

ɹRIETI Ͱ、ன食時に、IMF、OECD 等の国際機関や欧
州のற日େ、産業技術૯合研究ॴの研究者、企業経営者
等をࢣߨにܴえ、͞Εた国政બޙڍの欧州情勢やサー
ビス産業の生産性の向上等、RIETI の研究成果にཹ·らͣ、
研究や各লிの政策立Ҋに資するଟ༷なテーマにͭいてタ
イムリーに �� ճ実施し、政策実務者、アカデミア、ジャー
ナリスト等の参Ճొ者とのディスカッションの場をఏڙ
し·したɻ（P.�0 BBL セミナー参র）

原Ҽと݁Ռの経済学
中室 牧子
（慶應義塾大学総合政策学部	准教授	兼	政策・メディア研究科委員）
2017年 4月 6日

Energy Markets: What to do when 
forecasting is useless
ロバート・S・ピンダイク
（マサチューセッツ工科大学スローン経営大学院	教授）
2017年 5月 17日

Brexit: Recent Developments--The EEA Option
カール・バウデンバッハー
（欧州自由貿易連合（EFTA）裁判所	長官）
2017年 8月 30日

連邦議会選挙後のドイツ―政治・経済政策の方向性
ヴォルフガング・ティーフェンゼー
( テューリンゲン州	経済・科学・デジタル社会大臣 )
ハンス・カール・フォン・ヴェアテルン
( 駐日ドイツ連邦共和国	大使 )
2017 年 10月 3日

外経済とۚ༥政策：ۚ利いつ·Ͱ続くのか
門間 一夫
（みずほ総合研究所株式会社	エグゼクティブエコノミスト）
2017年 10月 4日

外৯産業の持続的成長に向けて
菊地 唯夫
（ロイヤルホールディングス株式会社	代表取締役会長（兼）CEO）
2017年 12月 13日

フランスの欧州改革への新たな意志
ローラン・ピック（駐日フランス大使）
2018年 2月 7日
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働き方のஉ女不平等　
ཧと実ূੳ
�Ұஉ（7'）�ஶޱࢁ

Macro-Econophysics: 
New Studies on Economic 
Networks and Synchroni[ation
"0:"."�)JEFBLJɹ	''
�'6+*8"3"�:PTIJ�
*,&%"�:VJDIJ�*:&50.*�)JSPTIJ�
406."�8BUBSV�:04)*,"8"�)JSPTIJ�	''
�ஶ

北陸地方創生と国際化・
イノベーション
ؙ�๛ೋ、ޱ�৳໌（1%ŋ''）、
�ฤஶ࣏୩�૱、നຢ�ल۽

中小企業が IoT をͬてみた　
Ͱ֫ಘしたޡࡨ行ࢼ IoT のಋೖノウハウ
Ұ（4'）、Ҫ্�༤հ�ฤஶߊ�ຊؠ

日本の人ࣄを科学する　
ҼՌ推に基づくデータ活用
େ�ल༤（''）�ஶ

෮ڵのۭ間経済学　
人口ݮগ時代の地域再生
౻ా�ণٱ、ޱ�৳໌（1%ŋ''）、
�Յେ�ஶࢁُ

地方創生のための地域ۚ༥
関のׂػ
ۚ༥հػの࣭向上を目指して
Ո�৴ળ（''）ฤஶ

  （5）ग़版

ɹ�0�� 年度、RIETI の研究成果のとり·とΊとして � 行͞Ε·したɻ（P.�4 出൛物参র）ץの本が
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「RIETI Highlight」ࢽใ（6）  

ɹRIETI の 主 ͩ ͬ た 活 動 を  介 す る  報  RIETI」ࢽ
)iHhMiHht」をץقͰ発行し、特ผ߸（ӳ語൛）を �0�� 年
の年ॳに発行し·したɻຖ߸、時ٓをಘたテーマを「特集」
として介しており、ୈ̐࣍産業革໋、EBPM、情報技術
がたらす経済成長、日本企業のグローバル展開、などを
取り上͛·したɻ·た特ผ߸Ͱ、�0�� 年度の RIETI の
活動を、特に代ද的なプロジェクトや研究成果、内֎のஶ
໊な研究者がొஃしたシンポジウムやセミナーを取り上͛
介し·したɻ（P.�� 各種報資料参র）

  （7）ウェϒサイト

ɹRIETI のウェブサイト、日本語、ӳ語、中国語の � カ
国語Ͱ構成͞Εており、スマートフΥン等の携ଳ情報端
からのアクセスに対応したデザインになͬてい·すɻシ
ンポジウムやセミナーの͝Ҋ内、新しく発ද͞Εた研究論
文やノンテクニカルサマリー、フェローのコラム、世界の
༗力な研究者によるコラム「世界のࢹから」など、RIETI
の活動の࠷新情報をஞࡌܝ࣍してい·すɻ
ɹ�0�� 年度にಡ者の関心が高かͬたテーマとして、IoT、
働き方改革、生産性向上、EBPM などが͛ڍらΕ·すɻ·
た情報発৴ツールのଟ༷化に対応し研究成果の積ۃ的な発
৴を行͏たΊ、FBceCooL によるコンテンツ配৴や、指定
した政策カテゴリー͝とに新ண情報を短文メールͰおಧけ
する「新ண情報配৴サービス」など、タイムリーな情報ఏ
サービスを行ͬてい·すɻ（P.�� ウェブサイト参র）ڙ

（൛ޠຊ）߸ץق

ಛผ߸（ӳޠ൛）

ΣϒαΠト�IUUQT���XXX�SJFUJ�HP�KQ�KQ�

ӳޠ൛ 'BDFCPPL�IUUQT���XXX��GBDFCPPL�DPN��FO�3*&5*
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˔ ˔ ˔ ˔ プロδェクトリストڀݚ 

プログラムᶗ		ϚクロࡁܦͱগྸߴࢠԽ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
Ⅰ-1 తアϓϩʔνࢥ࣏૯߹తੳɿϛΫϩ、ϚΫϩ、͚ͨʹࡁܦ 小林	慶一郎	FF 12
Ⅰ-2 গྸߴࢠԽ͕ਐ͢ߦΔதͰͷࡒ、ࣾձอোࡦ 北尾	早霧	FF 12
Ⅰ-3 Լͷࡒۚ༥ࡦͷ͋Γํ 藤原	一平	FF 12
Ⅰ-4 ҝସϨʔトͱࡍࠃ௨՟ 小川	英治	FF 13
Ⅰ-5 ຊͱதࠃʹ͓͚Δհۀ࢈ޢͷߋͳΔൃలʹؔ͢Δࡁܦੳ 殷	婷	F 13
Ⅰ-6 ΤϏσϯεʹͮ͘جҩྍʹཱͨ͠٭ҩྍඅదਖ਼Խࡦ݈ܦ߁Ӧͷ͋Γํͷ୳ٻ 縄田	和満	FF 13
Ⅰ-7 &BTU�"TJBO�1SPEVDUJPO�/FUXPSLT�5SBEF�&YDIBOHF�3BUFT�BOE�(MPCBM�*NCBMBODFT�	27':
 THORBECKE,	Willem,	SF 14
Ⅰ-8 &BTU�"TJBO�1SPEVDUJPO�/FUXPSLT�5SBEF�&YDIBOHF�3BUFT�BOE�(MPCBM�*NCBMBODFT�	29':
 THORBECKE,	Willem,	SF 14

プログラムᶘ		қࢿ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
Ⅱ-1 σδλルࡁܦʹ͓͚Δۀاͷάϩʔόルߦಈʹؔ͢Δ࣮ূੳ 冨浦	英一	FF 16
Ⅱ-2 ྲྀಈԽ͢Δຊࡁܦʹ͓͚ΔۀاͷࠃܦӦͱࡍࠃԽʹؔ͢Δڀݚ 張	紅詠	F 16
Ⅱ-3 άϩʔόルͳؒۀاωットϫʔΫͱؔ࿈ࡦʹؔ͢Δڀݚ 戸堂	康之	FF 17
Ⅱ-4 қࣗ༝ԽࡦͷޮՌʹؔ͢Δڀݚɿ90年Ҏ߱ͷຊʹؔ͢ΔϛΫϩσʔλΛ༻͍ͨੳ 浦田	秀次郎	FF 17
Ⅱ-5 ΦフγϣアϦϯάͷੳ 石川	城太	FF 17
Ⅱ-6 ୈ）ڀݚγεςϜͷ૯߹తࢿ௨ɾࡍࠃݱ *** （ظ 川瀬	剛志	FF 17
Ⅱ-7 ୈ）ڀݚγεςϜͷ૯߹తࢿ௨ɾࡍࠃݱ （ظ7* 川瀬	剛志	FF 18

プログラムᶙ		Ҭࡁܦ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶙ-1 ਓݮޱগԼʹ͓͚ΔҬࡁܦͷ҆ఆతൃలͷڀݚ 浜口	伸明	FF 20
ᶙ-2 ৫ؒωットϫʔΫͷμΠφϛΫεͱཧۭؒ 齊藤	有希子	SF 20
ᶙ-3 ஙߏͷۭؒύλʔϯͱཁҼੳͷͨΊͷ࣮ূͷੵूࡁܦ 森	知也	FF 21
ᶙ-4 ੑޮՌͱվֵͷํࡒɾࡁܦ੫ͷ࢈ࢿఆݻ 佐藤	主光	FF 21
ᶙ-5 ίϯύΫトγςΟʹؔ͢Δ࣮ূڀݚ 近藤	恵介	F 22
ᶙ-6 ҬߏࡁܦੳͷਐԽͱํੜͷద༻ 中村	良平	FF 22
ᶙ-7 ΠϊベʔγϣϯΛੜΈग़͢ҬߏͱࢢͷਐԽ 中村	良平	FF 22
ᶙ-8 ࢢγεςϜʹ͓͚Δқͱ࿑ಇࢢʹؔ͢Δۭؒࡁܦੳ 田渕	隆俊	FF 22
ᶙ-9 ࢢͷ׆ࡁܦಈͱҬؒͷ׆ࡁܦಈʹؔ͢Δۭؒࡁܦੳ 田渕	隆俊	FF 23
ᶙ-10 ํੜʹ͚ͯҬۚ༥ʹظ͞ΕΔׂʵҬࡁܦͰͷޏ༻ͷ࣭͢ݙߩʹ্ΔͨΊͷۚ༥Λͯ͠ࢦʵ 家森	信善	FF 23
ᶙ-11 ҬࡁܦͱҬ࿈ܞͷ֩ͱͯ͠ͷҬۚ༥ؔػͷׂ 家森	信善	FF 24

プログラムᶚ		Πϊϕーショϯ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶚ-1 ڀݚͷΠϊベʔγϣϯྗͱͦͷ੍Πϯフϥͷۀ࢈ 長岡	貞男	FF 25
ᶚ-2 ΠϊベʔγϣϯࡦͷフϩϯςΟアɿϚΠΫϩσʔλ͔ΒͷΤϏσϯε 長岡	貞男	FF 25
ᶚ-3 ٕज़ࣝͷྲྀಈੑͱΠϊベʔγϣϯɾύフΥʔϚϯε 山内	勇	RAs 26
ᶚ-4 ਓ͕ࣾձʹ༩͑ΔΠϯύΫトͷߟɿจཧ࿈ܨͷࢹ͔Β 中馬	宏之	FF 26
ᶚ-5 *P5 ʹΑΔੜֵ໋ੑ࢈ 岩本	晃一	SF 26
ᶚ-6 ڀݚΔ࣮ূؔ͢ʹ༺׆ੜ͢Δσʔλͷཧͱൃ͍͓ͯʹۀا 渡部	俊也	FF 27
ᶚ-7 *P5 ͷਐలͱΠϊベʔγϣϯΤίγεςϜʹؔ͢Δ࣮ূڀݚ 元橋	一之	FF 27
ᶚ-8 ϋΠςΫελʔトアッϓͷͱ 本庄	裕司	FF 28

プログラムᶛ		ۀ࢈フロϯςΟΞ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶛ-1 ڀݚࡦ൫తج৫ʹؔ͢Δۀ࢈ 大橋	弘	FF 29
ᶛ-2 ిྗγεςϜվֵʹ͓͚Δࢢͱࡦͷڀݚ 田中	誠	FF 29
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ᶛ-3 ϚΫϩɾϓルʔσϯγϟルɾϙϦγʔཱ֬ͷͨΊͷࡁܦωットϫʔΫͷղੳͱେنγϛϡϨʔγϣϯ 青山	秀明	FF 30
ᶛ-4 ࢢͷࡁܦɾファΠφϯεੳ 大橋	和彦	FF 30
ᶛ-5 ࡁܦओମؒͷඇରশੑͱࡁܦ 吉川	洋	FF 31
ᶛ-6 ձڀݚಈμΠφϛΫεߦۀا༥ɾۚۀا 植杉	威一郎	FF 31
ᶛ-7 ඪ։ൃͱࢦੳͷͨΊͷ৽ۀ࢈ &#1.ੳɿαʔϏεۀΛத৺ʹ 小西	葉子	SF 31
ᶛ-8 άϩʔόルԽɾΠϊベʔγϣϯͱڝ૪ࡦ 川濵	昇	FF 32
ᶛ-9 ੜࠩ֨ੑ࢈ͱڝۀ࢈૪ྗ 野村	浩二	FF 32
ᶛ-10 ຊͷࢥ࢙ͱۀͷߏվֵ 山下	一仁		SF 32
ᶛ-11 ਓ͕ࡁܦʹ༩͑ΔӨڀݚڹ 馬奈木	俊介	FF 32
ᶛ-12 ਓͷϚΫϩɾϛΫϩࡁܦಈଶʹ༩͑ΔӨڹͱॾ՝ͷରԠͷੳ 馬奈木	俊介	FF 33

プログラムᶜ		ۀا・ۀ࢈ੜ্ੑ࢈
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー	 載ทܝ
ᶜ-1 ౦アδアۀ࢈ੜੑ࢈ 深尾	京司	FF 35
ᶜ-2 ʹؔ͢ΔϛΫϩ࣮ূੳۀ࢈ͱۀا 細野	薫	FF 36
ᶜ-3 ੜ্ੑ࢈ڀݚࢿ 宮川	努	FF 36
ᶜ-4 Ҭผɾۀ࢈ผੜੑ࢈ੳͱҬؒۀ 徳井	丞次	FF 36
ᶜ-5 ҩྍɾڭҭαʔϏεۀ࢈ͷݯࢿͷվળͱੜ্ੑ࢈ʹؔ͢Δੳ 乾	友彦	FF 36

プログラムᶝ		ਓతࢿຊ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶝ -1 ࿑ಇࢢ੍վֵ 鶴	光太郎	FF 38
ᶝ -2 ຊͷ࿑ಇࢢͷసʕશһࢀՃܕͷ࿑ಇࢢΛͯ͠ࢦʕ 川口	大司	FF 38
ᶝ -3 ຊۀاͷਓ׆ࡐ༻ͱྗ։ൃͷมԽ 樋口	美雄	FF 39
ᶝ -4 ಇ͖ํվֵͱ݈ܦ߁Ӧʹؔ͢Δڀݚ 山本	勲	FF 39
ᶝ -5 ਓతݯࢿ༗ޮ׆༻ͷͨΊͷޏ༻γεςϜมֵ 大湾	秀雄	FF 39
ᶝ -6 ຊࡁܦͷͱੜ্ੑ࢈ͷͨΊͷૅجతڀݚ 西村	和雄	FF 40
ᶝ -7 ຊॅࡏͷ֎ࠃਓͷब࿑、ҠॅͱՈఉʹؔ͢Δ࣮ূڀݚɹ 劉	洋	F 40

プログラムᶞ		๏ͱࡁܦ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶞ -1 ඪ४ԽͱࡒԽʕઓུͱࡦ 鈴木	將文	FF 41
ᶞ -2 ੳͷフϩϯςΟア࣏౷ۀا 宮島	英昭	FF 42
ᶞ -3 ڀݚΔΤϏσϯεベʔεϙϦγʔؔ͢ʹֶࡁܦͷ࣭ͷ๏ͱࢢ 古川	雄一	FF 42

プログラムᶟ		࢙ࡦ・ࡦධՁ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
ᶟ -1 ڀݚత࢙ͷྺࡦۀ࢈ 武田	晴人	FF 43
ᶟ -2 ڀݚաఔͷѲͱੳʹؔ͢Δ࣏ٞఆॻΛ८Δژ 牧原	出	FF 43
ᶟ -3 తධՁ࢙ͷྺࡦۀ࢈ 岡崎	哲二	FF 44
ᶟ -4 ຊʹ͓͚ΔΤϏσϯεʹͮ͘جࡦͷਪਐ 山口	一男	VF 44

スϖシャルプロジェクト41		ಛఆڀݚ
プロジェクトタイトル プロジェクトリーダー 載ทܝ
SP-1 ௐࠪಈࡍࠃΛ८ΔۀࣄݮมಈԼͰͷԹࣨޮՌΨεީؾ 戒能	一成	F 45
SP-2 3*&5* σʔλඋɾ׆༻ 五十里	寛	SF 45
SP-3 ڀݚஙʹؔ͢Δௐࠪߏ࠶ͷࣗ༝ओٛతվֵͱαʔυηΫλʔͷຽؔ 後	房雄	FF 46
SP-4 ࣾձอোͷதظ՝ͷରԠʹؔ͢Δڀݚ 小塩	隆士	FF 46

˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔
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ᶗ� �
経済成長に向けた૯߹的ੳ：ϛクロ、
Ϛクロ、政治ࢥ的アプローチ
プロジェクトリーダー
小ྛ ܚ一郎 FF
活動期間：2017年 12月 11日〜 2019年 11月 30日

プロジェクト概要
ɹ日本の経済成長を高ΊるたΊの成長戦略（アベノミクス
のୈࡾの）に関連するॾテーマにͭいて、ミクロ、マクロ、
政治思想のそΕͧΕの໘から૯合的に研究を進Ίるɻ
ɹミクロ໘Ͱ、企業統治の͋り方が生産性に影響すると
のԾઆのと、投資家と企業との関係（インベストメント
チェーン）の改革によͬて、༗効なエクイティガバナンス
を実現する͜とを構想するɻ
ɹマクロͰ、欧米においてٸに高·る長期ఀ論

（SecuMBr stBHnBtion hZpothesis）をマクロ経済理論的ख法
により分析し、զが国および欧米ॾ国の経済成長の長期的
な将来経࿏にͭいての含意を୳るɻ
ɹ政治思想にͭいて、世代間を超える時間࣠Ͱの政治的
意思決定を政治学のフレームワークͰ考するɻ
 

ᶗ� �
গ子ྸߴ化が進行する中Ͱの財政、社会
อো政策
プロジェクトリーダー
北尾 ૣໄ FF
活動期間：2016年 6月 20日〜 2018年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ少子高齢化がٸに進行する中Ͱ、財政および社会保障
制度の見直しආけらΕないɻ本プロジェクトͰライフ
サイクルにおけるミクロ個人の意思決定をベースとしたマ
クロ経済モデルを構築し、少子高齢化が進む経済における
制度改革の影響を計量分析するɻޙࠓ༧測͞Εる人口構造
の変化を౿·えた上Ͱ·しい社会保障および財政政策の
͋り方を展し、ミクロデータや制度のৄࡉをモデルに組
Έࠐむ͜とにより政策のҧいによるマクロ経済および個人
のް生への影響をਫ਼៛に分析する͜とを標とするɻ
 

ᶗ� �
成長下の財政ۚ༥政策の͋り方
プロジェクトリーダー
藤原 一平 FF
活動期間：2016年 9月 5日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹリーマン証券のഁに代ද͞Εる国際的な金融危機Ҏ߱、

プログラム

ᶗ ϚクロࡁܦͱগྸߴࢠԽ
プログラムディレクター

小ྛ ܚ一郎

長期的な成長の持続が世界経済の共通の課題となる中、我が国は他国に先ۦけてܹٸな少子高齢化に直໘している。
我が国の経済活力を維持し、今後の世界経済の発展に貢献する政策ఏ言に資する研究を展開する。۩体的には、ア
ジア地域のバスケット通貨の役割など制度インフラの検討、国際金融と世界経済動向、長期デフレのメカニズムな
どを分析する。また、包括的高齢者パネルデータの分析、社会保障と税制を一体とした改革の方向性、景気回復・
財政再ݐへ向けての政策ఏ言などに関する多໘的かつ統合的な研究を行う。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔
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ᶗ
先進各国Ͱ、成長およびインフレのঢ়況が続いてい
るɻ͞らに、長期にわたる成長の݁果、伝統的な政策ख
ஈの༨地ݶりなく小͞なのとなりͭͭ͋るɻ
ɹ本プロジェクトͰ、·ͣ、成長下Ͱ政策༨地のݶら
Εたঢ়況において、༗効と考えらΕる財政金融政策の࢟
をࡧするɻ࣍に、成長のഎ景としてͩけͰなく、その
として考えらΕる͜とのଟい、高齢化、グローバル݁ؼ
化といͬた構造変化にͭいて、その景気循環、および、政
策に対するインプリケーションにͭいて考するɻ
 

ᶗ� �
ҝସレートと国際通՟
プロジェクトリーダー
小川 ӳ治 FF
活動期間：2017年 7月 3日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ研究プロジェクトͰ、平成 �� ʙ �� 年度設ஔの「為
替レートと国際通貨」研究会の流Εを౿·えながら、ߋな
る発展的研究の行を指すɻ۩体的に「為替૬場と通
貨制度の分析」「決済通貨と為替パススルーの分析」「経ৗ
収支と貿易構造のマクロ的分析」の � ͭのテーマを設定し、
経済産業政策に対するଟ໘的な政策インプリケーションを
導く͜とを的とするɻ·た、AMU と AMU ဃ指標、お
よび日本を含む世界 �� カ国の産業ผ実質実効為替૬場の
データの公開、RIETI Discussion PBper の出൛、ࠪಡき
学術ࢽへの論文ࡌܝ、国際ワークショップの開࠵、国内֎
Ͱの学会報ࠂ、とい͏形Ͱ研究成果の対֎的な発৴に
Ίるɻ

ओͳڀݚՌ

RIETI-IWEP-CESSA	Joint	Workshop
“Issues	over	Currency	and	Exchange	Rate:	Empirical	
Studies	on	China	and	Japan”	(2017/12/1)　　	1�77 রࢀ

ᶗ� �
日本と中国におけるհޢ産業のߋなる
発展に関する経済ੳ
プロジェクトリーダー
ᓵ 䆾 F
活動期間：2017年 7月 24日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ日本世界Ͱྨを見ない超高齢社会にಥೖし、新たな
課題に直໘しているɻその中Ͱ介護産業の生産性向上ۃ
Ίてॏ要な政策課題となるɻ·た、介護サービスに対して
େな潜在的需要を༗するྡ国Ͱ͋る中国介護に対するڊ
ೝ識高·ͬているたΊ、ࠓ·Ͱ積してきた介護サービ
スのノウハウを中国へ輸出するઈ機となͬているɻ本研
究、ৄࡉかͭେな個人・家計・施設情報がೖख可能な
、ଘデータを用いて、日本と中国にଈしたモデルを構築ط
推計する͜とにՃえ、日中の介護産業にͭいてそΕͧΕデー
タベースを構築し、そΕͧΕの実態をѲした上Ͱ、経済
的観から一連の実証的分析を行͏ɻୈ̍に、日本の介護
施設にͭいて包括的なデータベースを構築し、質を考ྀし
たアウトプット関数の推計、質自体に関する分析、料金に
関する分析および質の改ળに対して報ु上のインセンティ
ブを与える͜とがアウトプットの改ળにͭながるかど͏か
といͬた効率性の分析を行͏ɻ·た、他産業のデータを用
いて、介護産業との比較分析をする͜とによͬて૬ҧを
໌らかにし、成長産業としての政策支援の͋り方、雇用創
出などに対しての政策ఏ言を行͏ɻୈ̎に、インターネット・
サーベイを通͡てコンジョイントデータを構築する͜とに
よͬて日中の介護サービス内༰と料金設定などの需要ଆの
実態や૬ҧを໌らかにするɻ現在成長のॳ期ஈ階に͋る
中国において、どのよ͏な介護サービスをఏڙすきか、
͞らに日本の介護産業がどのよ͏に参ೖすきなのか、と
い͏問いにͭいてえをఏڙͰきるɻ

ᶗ� �
エビデンスに基づくҩྍに立٭したҩྍ
අద正化策健߁経Ӧの͋り方の୳ٻ
プロジェクトリーダー
ೄ田 ຬ FF
活動期間：2017年 8月 7日〜 2019年 7月 31日
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プロジェクト概要
ɹ医療や݈߁に関する種ʑの取り組Έ（医療行為、ࠪݕ、
進のたΊのॾ活動など）を行͏にたͬて、ઐ家૿߁݈
の意見や主観的経ݧͰなく、৴པにするデータとద
な分析ख法にཪけらΕたエビデンスをଚॏするアプロー
チとして、エビデンスに基づく医療（EBM）が世界的に推
進͞Εるよ͏になͬているɻ͜のプロジェクトͰ、EBM
に立٭しͭͭ、人ʑの݈߁をଛな͏͜となく医療費をదਖ਼
化する方法を୳ٻするととに、エビデンスにཪଧͪ͞Ε
た効果的な݈߁経営の͋り方を୳ٻするɻ·た、メンタル
ヘルスの改ળや高齢者のೝ知機能のҡ持に向けたదな取
り組Έにͭいて研究を進Ίるɻ
 

ᶗ� �
East Asian Production Networks 
Trade Exchange Rates and Global 
Imbalances 	27F:

プロジェクトリーダー
THORBECKE Willem SF
活動期間：2015年 10月 14日〜 2017年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹෳࡶなバリューチェーン、東アジアを中心に出現して
きたɻプロジェクト、日本、中国、ؖ国、東ೆアジア
ॾ国連合、米国、その他の国ʑが͜Εらのネットワーク内
Ͱ果たすׂをௐࠪするのͰ͋るɻ
ɹ͜の研究に取り組む上Ͱの۩体的な質問࣍の通りͰ͋
るɻ�）日本の輸出構造が時間の経過ととにどのよ͏に進
化してきたか、そしてそΕが �00� 年の世界金融危機Ҏ߱
どのよ͏に変化したかɻ�）為替の変動、世界の他の地域の
経済活動、政治的配ྀ、およびその他の要因が、アジアॾ
国や世界の他の国ʑからの輸出にどのよ͏な影響を与える
かɻ�）中国のが、アジアॾ国や世界の他の国ʑにどの
よ͏な影響を与えるかɻ4）日本、他の産業経済の政策か
らԿを学Ϳ͜とがͰきるかɻ�）どの程度·Ͱ東、および東
ೆアジアの国ʑໍ༑として生産ネットワーク内Ͱ共に࡞
業し、どの程度·Ͱ競合国としてୈࡾ市場にྨࣅした製品
を輸出するのかɻ�）日本、ؖ国、、中国、東ೆアジア
ॾ国連合からの輸出がどのよ͏にચ࿅͞Ε、その国ʑがど
Εͩけ࠷先端技術にۙい商品を生産Ͱき、いかにその比較
༏Ґ性を上向きに進展ͤ͞ていく͜とがͰきるかɻ�）日本、
アジア、世界の他の国ʑにおいて、どのよ͏な種ྨの施
策が成長と安定をଅ進するのͰ͋Ζ͏かɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Exchange	Rates	and	the	Swiss	Economy	

(THORBECKE,	Willem	and	KATO	Atsuyuki)	%1�17�&�
064

˔	 The	Effect	of	the	Fed's	Large-scale	Asset	Purchases	
on	Inflation	Expectations	(THORBECKE,	Willem)	%1�
17�&�097

˔	 Exposure	of	U.S.	Manufacturing	Industries	to	
Exchange	Rates	(THORBECKE,	Willem)	%1�18�&�005

ᶗ� �
East Asian Production Networks 
Trade Exchange Rates and Global 
Imbalances 	29F:

プロジェクトリーダー
THORBECKE Willem SF
活動期間：2018年 2月 1日〜 2020年 1月 31日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクトͰ、東アジアを中心に出現したෳࡶな
バリューチェーンネットワーク内において、日本、中国、
ؖ国、ASEAN ॾ国、米国などが果たすׂにͭいて研究
するɻ
ɹ۩体的にҎ下の研究を行͏ɻ�）為替の変動、アジア域
֎の経済活動、政治的配ྀなどの要因が、アジアॾ国やそ
ΕҎ֎の国の輸出にどのよ͏な影響を与えるかɻ�）中国の
಄が、アジアॾ国やそΕҎ֎の国にどのよ͏な影響を与
えたのかɻ�）各国どのよ͏にして、よりෳࡶな製品へと
レベルアップする͜とがͰきたのかɻ4）よりෳࡶな製品の
輸出、そΕҎ֎の製品の輸出と比較して為替レート変動
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ᶗ
からडける影響小͞いのかɻ�）日本と東アジア、世界
の貿易システムをڴかす保護主ٛѹ力をいかにしてかわͤ
よいのか �）東アジア・東ೆアジアॾ国、どの程度「ໍ
༑」として生産ネットワーク内Ͱ協業し、どの程度、ୈࡾ
市場へのྨࣅ製品輸出Ͱ「競合」しているのかɻ�）日本、
ؖ国、、中国、ASEAN ॾ国の輸出品どの程度高度
なのか、そ͏した製品どの程度、技術的フロンティアに
ۙいのか、いかにして比較༏Ґ性の向上を進Ίているのかɻ
�）どのよ͏な政策によͬて日本、アジア、そΕҎ֎の国の
成長と安定をଅ進Ͱきるのかɻ�）域内のバリューチェーン
の಄、中国経済などの要因、世界各国のインフレおよ
び各国中ԝ銀行がインフレ標をୡ成する能力にどのよ͏
な影響を及ぼしたのかɻ�0）Ҏ上の問いへのえからどの
よ͏な政策的インプリケーションがಘらΕるのかɻ

 
プログラム I の研究成ՌͰ 2017 年度の研究プロジェ
クトにଐさないもの（そのଞ）

˙ 2016 年度Ҏલの研究プロジェクトにଐするもの

化等の構造ม化が進展する下Ͱのۚ༥ྸߴ
財政政策の͋り方
プロジェクトリーダー
藤原 一平 FF
活動期間：2014年 5月 27日〜 2016年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Fiscal	Forward	Guidance:	A	case	for	selective	

transparency	(FUJIWARA	Ippei	and	WAKI	Yuichiro	)	
%1�17�&�087

法人税のؼணに関するཧ的・実ূ的ੳ
プロジェクトリーダー
土居 丈朗 FF
活動期間：2014年 6月 2日〜 2016年 8月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	日本の法人税改革と法人課税のؼணに関する動学的分析―

外形標準課税֦大の効果―	( 土居	ৎ朗 )		%1�17�+�051

社会อো問題のแׅ的解決をめ͟して：
化の新しい経済学ྸߴ
プロジェクトリーダー
市村 ӳ彦 FF
サブリーダー
ਗ਼ਫ୩ ་ CF
活動期間：2015年 5月 1日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Quantifying	Health	Shocks	over	the	Life	Cycle	

(FUKAI	Taiyo,	ICHIMURA	Hidehiko	and	KANAZAWA	
Kyogo)	%1�18�&�014

国際ۚ༥と世界経済：中長ظ的な関連
プロジェクトリーダー
২田 健一 FF
活動期間：2015年 7月 6日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Industrial	Revolutions	and	Global	Imbalances	

(Alexander	MONGE-NARANJO	and	UEDA	Kenichi)	
%1�17�&�067
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グローバル化の中で我が国の経済政策を検討するに当たっては、国際貿易・海外直投資の理解が一重要化して
いる。そこで、このプログラムでは、企業活動の国際化（༌出・海外生産）に目しつつ、企業の国際的な取引ネッ
トワークについて理論的・実証的に研究するとともに、貿易政策や国際的な貿易・投資ルールに関して実証໘、法
制度໘からの研究を行う。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶘ� �
デジタル経済における企業のグローバル
行動に関する実ূੳ
プロジェクトリーダー
Ӝ ӳ一 FF
活動期間：2017年 5月 22日〜 2019年 4月 30日

プロジェクト概要
ɹデジタル技術が高度化・普及する中Ͱ、企業のグローバ
ル行動がど͏行わΕているのかにͭいて、データを用いた
実証分析を行͏ɻ特に、͜Ε·Ͱそのॏ要性にかかわら
ͣ実態が༨り໌らかͰなかͬた国境をӽえたデータ移動に
ͭいて、日本企業に対するௐࠪにより実態ѲをࢼΈるɻ
·た、輸出、ւ֎直接投資、ւ֎アウトソーシング、企業
内貿易、貿易仲介といͬたଟ༷なグローバル行動にͭいて、
企業データを用いて、その૬࡞ޓ用、情報コストの影響な
どにͭいて分析をՃえるɻ

ᶘ� �
ྲྀ動化する日本経済における企業の国
経Ӧと国際化に関する研究
プロジェクトリーダー
ு ߚӵ F
活動期間：2016年 6月 20日〜 2018年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ本研究プロジェクトͰ、（i）企業サーベイに基づいた
企業パネルデータを構築し、不確実性と企業経営との関係
の分析、（ii）不確実性と設備投資・雇用に関する分析、（iii）
日本企業がグローバル・バリュー・チェーンへの参Ճとマ
クロ経済ショックの影響に関する分析、（iW）サービス貿易
規制がたらす日本企業のւ֎展開への影響に関する分析
を課題として取り上͛、実証的研究を行͏ɻ͜Εらの分析
をとに、日本の経済産業政策の形成にඞ要なエビデンス
をఏڙするɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	Uncertainty,	Imperfect	Information,	and	Learning	in	

the	International	Market	(CHEN	Cheng,	SENGA	
Tatsuro,	SUN	Chang	and	ZHANG	Hongyong)	%1�
18�&�010

プログラム

ᶘ қࢿ
プログラムディレクター

Ӝ ӳ一
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қ

資

ᶘ

セミナー
”Re-examining	the	Impact	of	the	China	Trade	Shock	on	
the	US	Labor	Market:	A	Value-Chain	Perspective”	
(2017/9/5)																																																					1�76 রࢀ

ᶘ� �
グローバルな企業間ネットϫークと関連
政策に関する研究
プロジェクトリーダー
之 FF߁ ಊށ
活動期間：2017年 7月 10日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ本研究、グローバルな企業間ネットワーク、特にサプ
ライチェーン・資本ॴ༗・共同研究ネットワークがどのよ
͏に経済の成長とڧਟ性に影響を与えており、ネットワー
クに関わるどのよ͏な政策が経済にとͬて༗効Ͱ͋るかに
ͭいて、世界のଟくの企業を含Μͩେ規な企業レベル・
データをར用して実証しよ͏とするのͰ͋るɻ経済学者、
理系的なネットワーク科学およびシミュレーション分析の
ઐ家、および政策୲者が連携する͜とͰ、େ規なデー
タを༗効に活用し、政策実務により༗用な分析を行お͏と
すると͜Ζに特長が͋るɻ

ओͳڀݚՌ

WINPEC-RIETI	Workshop
“2018	International	Workshop	on	the	World	and	Asian	
Economy	-The	5th	Tokyo	Network	Workshop-”	
(2018/3/2)																																　　　　　　		1�79 						�রࢀ

ᶘ� �
貿易自由化政策のޮՌに関する研究：
90 年代Ҏ߱の日本に関するϛクロデータ
を用いたੳ 
プロジェクトリーダー
Ӝ田 秀࣍郎 FF
活動期間：2017年 7月 10日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
　本研究の的、貿易自由化が日本経済に与えた影響を
に分析し、日本政による貿易自由化政策の推進におൣ

いて༗益な情報をఏڙする͜とͰ͋るɻզが国において、
ۙ年、エビデンスに基づく政策ఏ言がॏ要と言わΕている
が、ڻくき͜とに、科学的にೝΊらΕるख法Ͱ関税率
下の経済効果が΄とΜど分析͞Εて͜なかͬたɻ本研究Ͱ
、���0 年代におけるܙ࠷国۰税率の下、�000 年代
における経済連携協定による特ܙ税率の導ೖを౿·えて、
そΕらがզが国における貿易、消費者価格や生産者価格、
労働市場に与えた影響を໌らかにするɻ

ᶘ� �
Φフショアリングのੳ
プロジェクトリーダー
石川 城太 FF
活動期間：2017年 11月 1日〜 2019年 10月 31日

プロジェクト概要
ɹۙ࠷のグローバリゼーションの進展に、オフショアリ
ング（ւ֎直接投資とւ֎企業への生産ҕୗ）がॏ要な
ׂを果たしているɻオフショアリング国内֎の生産・雇用・
研究開発といͬたଟ方໘に影響を及ぼすたΊ、その決定要
因などを໌らかにする͜とͰ、オフショアリングにとな
͏͞·͟·な変動の༧測可能性を高Ί、దな経済産業政
策の立Ҋにݙߩすると考えらΕるɻ
ɹ本研究プロジェクトͰ、オフショアリングに直接関連
するいくͭかのॏ要なリサーチ・トϐックを取り上͛、グ
ローバリゼーションの考をਂΊるととに、オフショア
リングが経済政策に与える͞·͟·な影響を研究し、日本
のޙࠓの政策ٞ論や政策立Ҋにݙߩするɻ

ᶘ� �
現代国際通商・ࢿシステムの૯߹的研究

（第 ᶙ ظ）
プロジェクトリーダー
川瀬 ߶志 FF
活動期間：2015年 10月 1日〜 2017年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹࠓ期国際経済法における競争中立性の問題を取り上͛
るɻTPP 交渉ଥ݁したかりͰ、TTIP における SOE 規
࡞成·ͩ途に͋り、現ঢ়の貿易、投資、競争各分の
法的組Έを通͡た規、ґ然国家資本主ٛの戦をड
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けているɻ特にલ期プロジェクトの � 年間において、ア
ジアインフラ投資銀行（AIIB）を中心とした中国の「一ଳ
一࿏」構想、SOE による支援策をΊ͙る WTO ฆ争、来た
る WTO Ճໍٞ定ॻ特ଇࣦ効ޙの非市場経済主体たる中国
に対するダンϐング規をΊ͙る論争、·た国内Ͱ JAL
支援を͡Ί政再生支援とその競争ۂ性に関する公ਖ਼
取引ҕһ会のݕ౼など、よりいൣғͰの政介ೖの競争
ۂをΊ͙るॏ要な展開が確ೝ͞Εているɻ合意したか
りの TPP の SOE ষの分析・評価͞Εた課題のͻとͭ
Ͱ͋るɻ͜の現ঢ়にؑΈ、͜のプロジェクトͰ、政介
ೖの貿易・投資に対する中立性確保に関するطଘルールの
ద用と、新ルール策定の可能性にͭいてݕ౼するɻ
ɹなお、͜のプロジェクトͰその他に、લ期間に引き続
き WTO ྫ研究ซͤて実施するɻ
 

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	資ݯ大国のカザフスタン	〜その SOEに対していかなる国

際経済法的規律が導入されているのか？〜（ウミリデノブ	
アリシェル）%1�17�+�029

˔	中国産品༌入に対するAD税ො課：中国WTO加ໍ議定書
15条 a ߲ ii 号の失効の意ຯと対応策（梅島	修）%1�17�
+�041

˔	ブミプトラ政策の文຺からみたマレーシアの政府ܥ企業
（GLC）改革（熊谷	聡）%1�17�+�055

˔	中国మ߯産業における過剰生産能力問題と補助金：ソフト
な༧算制のଘ在の検証（渡ᬒ	真理子）%1�17�+�058

˔	国有企業を通じた༌出促進と相ࡴ関税（Ṳ田	守弘）%1�
17�+�059

˔	再生Մ能エネルギーݻ定価格買取制度の法的問題―投資協
定仲裁における争点―（玉田	大）%1�17�+�060

˔	ベトナム国有మ߯企業の衰退とリストラクチャリング（川
端	望）%1�17�+�066

˔	貿易協定を通じた国有企業規制－『商業的考ྀ』の概念の
展開－（関根	豪政）%1�17�+�069

˔	 EU における国家補助規制の正当化原理とその意義の広が
り（青柳	由߳）%1�17�+�070

˔	中国国有企業に対する EUू中規則のద用（武田	邦એ）
%1�18�+�001

˔	 Vietnamese	State-owned	Enterprises	under	
International	Economic	Integration	(FUJITA	Mai)	%1�
17�&�121

˔	 Subsidies	to	Public	Firms	and	Competition	Modes	
under	a	Mixed	Duopoly	(HIGASHIDA	Keisaku)	%1�
18�&�001

	

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᶓʳϖルー－産

物༌入に対する加課徴金（DS457）－Մ変関税制度お
よびWTO協定と地域貿易協定の関係に対するࣔࠦ－（川
瀬	剛志）1%1�17�1�016

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᶔʳインド－太陽
光セル及びモジュールに関するા置（DS456）－政府調達、
GATT 第 20 条（d）号及び（j）号の解ऍの進展－（関根	
豪政）1%1�17�1�018

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᶕʳ米国－アルゼ
ンチン産の動物ɼɼ他の動物性生産品の༌入関連ા置
（DS447）－༌入解ې要にう審査手続のԆと SPS
協定の規律－（石川	義道）1%1�17�1�023

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᶖʳ米国－マグロ
ラベリング事件・ཤ行確認手続（DS381/RW）－ TBT
協定 2.1 条における正当な規制の区別と “calibration” 概
念－（内記	߳子）1%1�17�1�024

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᾛʳ米国－原産国
名表ࣔ要求（COOL）事件・ཤ行確認手続（DS384/RW、
386/RW）－ TBT協定 2.2 条の解ऍ組みの明確化－（内
記	߳子）1%1�17�1�025

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᾦʳアルゼンチン
－金融サービスに関するા置（DS453）－課税情報の交
富士	のない国に対する差別とGATS上の規律－（川島
雄）1%1�17�1�028

˔	̡ WTOパネル・上ڃ委員会報告書解説ᾧʳコロンビア－
繊維・ҥྨ・ཤ物の༌入に関するા置（WT/DS461/R,	
WT/DS461/AB/R）－資金ચড়対策としての貿易ા置の
WTO協定整合性－（伊藤	一པ）1%1�17�1�030

˔	̡ WTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᾨʳロシア－ EU
産の生きているಲɼಲ及び他のಲ製品の༌入関連ા置
（DS475）－地域主義を定める SPS 協定 6条の規律内༰
の明確化－（石川	義道）1%1�17�1�034

ᶘ� �
現代国際通商・ࢿシステムの૯߹的研究

（第 ᶚ ظ）
プロジェクトリーダー
川瀬 ߶志 FF
活動期間：2017年 12月 18日〜 2019年 11月 30日

プロジェクト概要
ɹࠓ期プロジェクトの中心的なテーマとして、デジタル貿
易のଟ国間ルール形成をѻ͏ɻインターネットࠓやリア
ルの物品・サービス貿易の不可ܽな取引खஈと化し、ߋに「ୈ
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қ

資

ᶘ

4 産業革໋」の時代Ͱ、ビッグデータのよ͏なデジタ࣍
ル情報自体が物品のよ͏に取引͞Εるɻ͜͏したデジタル
エコノミーの国際的展開により、自由・無差ผなデジタル
貿易を保証するルール形成がٸ務Ͱ͋るɻै来͜のよ͏な
ルール形成主に地域経済統合（FTA/EPA）の文຺Ͱ発展
してきたが、ࠓࡢ特に WTO においてଟ国間のルール形成
のඞ要性が再ೝ識͞Εているɻ͜のよ͏なഎ景にؑΈ、本
研究プロジェクトͰ、各国における自由・無差ผなデジ
タル貿易の障นとなる規制のௐࠪ・分析、FTA Ͱ形成͞Ε
るデジタル貿易ルールの比較ݕ౼を中心に、ଟ国間デジタ
ル貿易ルール形成の基ૅ研究を実施するɻ
ɹなお、͜のプロジェクトͰその他に、લ期間に引き続
き国際経済法における競争中立性の問題、WTO ྫ研究
ซͤて実施するɻ

プログラムᶘの研究成ՌͰ 2017 年度の研究プロジェ
クトにଐさないもの（そのଞ）

˙プロジェクトにଐさない独立したもの

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	中国の一帯一࿏構は「相ޓ繁ӫ」をもたらす新世界டং

か？（榎本	俊一 )	1%1�17�1�021

˙ 2016 年度Ҏલの研究プロジェクトにଐするもの

FTA に関する研究
プロジェクトリーダー
Ӝ田 秀࣍郎 FF
活動期間：2015年 7月 6日〜 2016年 12月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	 FTAs	and	the	Pattern	of	Trade:	The	case	of	the	

Japan-Chile	FTA	(KUNO	Arata,	URATA	Shujiro	and	
YOKOTA	Kazuhiko)	%1�17�&�091

˔	 The	Impact	of	FTAs	on	Procurement	Behavior	of	
Japanese	Firms'	Overseas	Affiliates	(URATA	Shujiro	
and	KATO	Atsuyuki)	%1�17�&�113

企業の国際・国ネットϫークに関する
研究
プロジェクトリーダー
之 FF߁ ಊށ
活動期間：2015年 8月 3日〜 2017年 1月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	企業間の共同研究ネットワークはイノベーションの質的パ

フォーマンスを向上さͤるか？－世界の大規模データによ
る国際比較－（൧野	隆史、井上	寛康、齊藤	有希子、戸堂	
康之）%1�17�+�034

զが国企業のグローバル活動と取Ҿネット
ϫークに関する実ূੳ
プロジェクトリーダー
Ӝ ӳ一 FF
活動期間：2015年 5月 18日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Global	Sourcing	and	Domestic	Production	Networks	

(FURUSAWA	Taiji,	INUI	Tomohiko,	ITO	Keiko	and	
Heiwai	TANG)	%1�18�&�004

中国市場と貿易政策に関する実ূ的研究
プロジェクトリーダー
若杉 隆平 FF
活動期間：2015年 5月 18日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Political	Connections	and	Antidumping	

Investigations:	Evidence	from	China	(ZHANG	
Hongyong)	%1�17�&�092

貿易අ用のੳ
プロジェクトリーダー
石川 城太 FF
活動期間：2015年 7月 27日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Relationship	Specificity,	Market	Thickness,	and	

International	Trade	(ARA	Tomohiro	and	FURUSAWA	
Taiji)	%1�17�&�105
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日本の地域をグローバル経済の中でଊえ、国際貿易や資本・労働の移動や技術変化が都市、地域、あるいは産業に
与える影響を検討し、少子高齢化や地方創生などの重要な政策課題に向けたఏ言等につな͛ていく。۩体的には、
地方における移出産業の機能と地域内経済॥環の促進、地域金融機関の機能ڧ化、最先端情報技術や༌送インフラ
を活用する社会制度づくり、国際的生産ネットワーク（バリューチェーン）の活用とڧਟ化への対策、経済空間構
造と整合的な統計指標の࡞成と政策立案組みの形成、などについて検討する。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶙ� �
人口減少下における地域経済の安定的発展
の研究
プロジェクトリーダー
浜口 伸明 FF
活動期間：2018年 1月 15日〜 2019年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ本研究、ޙࠓ �00 年間人口減少が続くと͞Εる日本に
おいて、地域経済にとりॏ要と考える主要な � ͭの課題、
すなわͪ東ژ一ۃ集中をڧΊる地域空間構造の見直し、人
口減少Ͱ不安定化する地方のڧਟ化、地方企業の国際化、
にͭいてݕ౼するɻ本プロジェクトͰ、ఏҊ者が͜Ε·
Ͱ経済産業研究ॴ地域経済プログラムにおいて実施してき
たいくͭかの研究の成果に基づいて、発展・֦ுをࢼΈるɻ
地域空間構造の見直しにͭいて、人の流動性を高Ίる͜
とによるイノベーションの活性化と整合的な地域空間構造
および労働のコンϐュータ化（人工知能）によりେ都市に
ڧΊらΕる人材育成と働き方にͭいて分析するɻ地方のٻ
ਟ化Ͱ、中小企業がେ規災害に備えて事業ܧ続計画

（BCP）を導ೖする͜とをଅ進する環境にͭいて、地域金融
機関との取引関係にযをてながら分析するɻ地方経済
の国際化にͭいて、州地域を事ྫとして分析を行い、
サプライチェーンやԷച業とのネットワーク構築やアジア
とのビジネス関係の現ঢ়を໌らかにするɻ

ᶙ� �
組織間ネットワークのダイナミクスと
地理空間
プロジェクトリーダー
齊藤 有希子 SF
活動期間：2016年 5月 31日〜 2018年 4月 30日

プロジェクト概要
ɹ本研究プロジェクト、日本の企業の競争力の源ઘとし
て、組織間のڧいͭながりによる効果（h ͭながり力 ）ɦに
যを͋て、組織間ネットワークのダイナミクスを研究す
るɻ組織間のͭながりとして、企業間の取引ネットワーク
や知識及に関するネットワークが͋り、そΕらのネット
ワークの構築に地理的な障นがଘ在するɻ一方Ͱ、ネッ
トワークグローバルにがͬており、h ͭながり力ʱの活
用に、国内における組織間のڧいネットワークととに、
ւ֎との効率的なネットワークの構築が不可ܽͰ͋るɻネッ
トワーク構築支援への政策インプリケーションをಘるたΊ、
Ҏ下のテーマにͭいて分析を行͏ɻ
ɹᶃ地理的な障นが減͞Εた時に、企業間の取引ネット
ワークがどのよ͏に変化し、企業業にͭながるのかɻ·た、
組織間の共同研究活動や引用関係にΈるネットワークが変
化し、知識創造活動の生産性に影響を及ぼすのかɻ
ɹᶄ国内取引ネットワークと国際貿易の間にどのよ͏な
関係が͋り、とに変化しているのかɻ直接貿易ͩけͰなく、
間接貿易考ྀにೖΕ、効率的なネットワーク構築へのࣔ
ࠦをಘるɻ

プログラム

Ⅲ Ҭࡁܦ
プログラムディレクター

浜口 伸明
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地
域
経
済

Ⅲ

�ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 The	Dynamics	of	Inter-firm	Networks	and	Firm	

Growth	(FUJII	Daisuke,	SAITO	Yukiko	and	SENGA	
Tatsuro)		%1�17�&�110

˔	 International	Trade	and	Domestic	Production	
Networks	(FUJII	Daisuke)		%1�17�&�116

˔	Does	Sales	Factor	Apportionment	Benefit	the	
Welfare	of	State?	(MIYOSHI	Yoshiyuki)	%1�17�&�124

	

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	企業ダイナミクスの構造変化：企業間ネットワークと地理空

間の観点から（小	義明、齊藤	有希子）1%1�18�1�004
	

ワークショップ
“Dynamics	of	Inter-firm	Network	and	Macro	
Fluctuation”	(2018/2/26)　　　　　　　　　　		1�79 রࢀ

ᶙ� �
経済集積の空間パターンと要因分析のため
の実証枠組の構築
プロジェクトリーダー
森 知也 FF
活動期間：2016年 6月 27日〜 2018年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ経済立地の代ද的形態Ͱ͋る集積にͭいて、そΕらの地
図上Ͱのݕ出、空間分ղ析、要因分析、異なる経済活動
間Ͱ生͡る集積の協ௐ、および、そΕにより形成͞Εる地
域経済ݍの同定·Ͱを統一的に行͏実証ख法を開発し、
���0 年Ҏ߱の日本の地域産業構造の変化を特けるɻ主
として産業間Ͱ集積度の変動がେきい製造業を対とする
が、特許公開データを用いて、研究開発活動の集積にͭい
て分析し、知識創造型の経済活動の空間パターンにͭい

て、ॳΊての体系的な特けをࢼΈるɻ·た、地域経済
一般に行政地域を超ӽして形成͞Εる͜とから、持続ݍ
的な地域産業政策に向けた域連携の方向性にͭいて۩体
的ࣔࠦをಘる͜とが期Ͱきるɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	Spatial	Scale	of	Agglomeration	and	Dispersion:	

Theoretical	foundations	and	empirical	implications	
(AKAMATSU	Takashi,	MORI	Tomoya,	OSAWA	Minoru	
and	TAKAYAMA	Yuki)	%1�17�&�125

ᶙ� �
固定資産税の経済・財政効果と改革の
方向性
プロジェクトリーダー
佐藤 主光 FF
活動期間：2016年 6月 27日〜 2018年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹݻ定資産税զが国の市ொଜの基װ税とҐஔづけらΕて
きたɻ自治体の公共サービスに対する対価とい͏意ຯͰ「応
益課税」と͞Ε、地方財政理論において「·しい地方税」
の一ͭに͛ڍらΕるɻしかし、ݻ定資産税の実態ඞͣし
応益課税や·しい地方税にద͏のͰないɻঈ٫資
産課税企業・資本課税の性格を持ͪ、企業の設備投資・
立地の્害要因になりかͶないɻ小規住宅や農地への༏
۰ાஔが地の流動化・ར用の効率化をଛͶてきたとの指
ఠ͋るɻݻ定資産税市ொଜ財政ͩけͰなく、֗づく
りにେきく関わるɻ本プロジェクトͰطଘの研究を౿
·えͭͭ、わが国のݻ定資産税の実態、۩体的に農地へ
の༏۰ાஔ（生産地）、ঈ٫資産課税の経済効果にணす
るɻޙ者にͭいてࣈ法人がଟく、流動性の制に直
し易い中小企業にணするɻ現行のݻ定資産税が地ར用

（農地から宅地への転換）や中小企業の設備投資に与える影
響にͭいて理論モデルをベースにしͭͭ、市ொଜデータを
とに実証分析を行͏ɻその上Ͱ地域経済の活性化・市ொ
ଜ財政の安定化の観から͋るきݻ定資産税の方向性を
୳ͬていくɻ
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ᶙ� �
コンパクトシティに関する実証研究
プロジェクトリーダー
近藤 恵介 F
活動期間：2017年 9月 19日〜 2019年 8月 31日

プロジェクト概要
ɹ日本経済ٸに進む少子高齢化にՃえ、人口減少とい
͏新たなہ໘をܴえているɻ人口減少社会において、い
かに効率的な財政運営を行いながら、高い経済成長を成し
͛るのかがॏ要な課題Ͱ͋り、コンパクトシティ政策の
ඞ要性がٞ論͞Εているɻ日本Ͱ、͜Ε·Ͱ都市のコン
パクト化を意図した中心市֗地活性化政策が行わΕてきて
おり、包括的な政策評価のඞ要性がٻΊらΕているɻ本研
究プロジェクトͰ、͜Ε·Ͱ行わΕてきた中心市֗地活
性化政策などのコンパクトシティに関連する課題にͭいて
定量的評価を家計・企業の個ථデータを用いて行い、より
効果的な政策立Ҋにد与する͜とを指すɻ

 

ᶙ� �
地域経済構造分析の進化と地方創生への適用
プロジェクトリーダー
中村 良平 FF
活動期間：2015年 7月 1日〜 2017年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ͜Ε·Ͱ開発してきた地域経済構造分析をҎ下のͰ進
化ͤ͞、地域創生をより実効性の͋るのにするɻ主な
として、サービスの移出Ͱ地方経済を創生する͜と、地域
産業連関モデルの展開により経済循環を高Ίる方策を考え
る͜と、サービス移出にͭながる人材༠கを地方移住との
བྷΈͰ考する͜となどが͛ڍらΕるɻ

（�） 地方における移出力ڧ化におけるԷ機能、地域商社のׂ
（�） 個ථデータに基づく地域経済における࿙出の考
（�） 地域産業連関モデルͰの消費内生化による地域経済循

環のݕ証
（4） 雇用及効果モデルへの小地域産業連関දの展開
（�） 人口動態と創造性とい͏サービスの移出効果
（�） 地域産業構造のポートフΥリオ分析
（�） 地域の基൫産業の識ผと数効果分析

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	所得消費のؼண構造を考ྀした地域間産業連関モデルによ

る地方創生政策の経済効果分析（石川	良文、中村	良平）
%1�17�+�061

˔	Wholesalers,	Indirect	Exports,	Geography,	and	
Economies	of	Scope:	Evidence	from	firm	transaction	
data	in	Japan	(ITO	Tadashi,	NAKAMURA	Ryohei	and	
MORITA	Manabu)	%1�17�&�114

ᶙ� �
イノベーションを生み出す地域構造と都市の進化
プロジェクトリーダー
中村 良平 FF
活動期間：2017年 10月 2日〜 2019年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ͜Ε·Ͱ行ͬてきた地域経済構造分析モデルのਂ化、先
のプロジェクトのԷച業生産性の分析の成果などを౿·え
て、イノベイティブな産業連関構造と都市の発展（進化）
にͭいてҎ下の代ද的なトϐックスにͭいて研究を進Ίるɻ

（�） 経済基൫モデルの展開によるイノベイティブ産業・職
業の雇用数の分析

（�） 基൫産業の労働の異質性を考ྀした地域間格差と人口
（労働）分に関する NEG シミュレーション分析

（�） 移輸出Ͱきるサービス業の識ผとイノベーションの生
·Εる産業連関構造の発見

（4） 地域経済循環にணしたॴಘ流動と税収効果を考ྀし
た地域産業連関モデルの一般化分析

（�） 立地దਖ਼化計画における人口・事業ॴ分の動態と都
市の生産性の変化

（�） 経済基൫モデルにおける自ݾ組織化と都市の進化に関
するシミュレーション

（�） 製造業の集積と地方中ݎ商社機能のマッチングと生産
性、輸出活動、ൣғの経済性

（�） 人のଟ༷性とネットワークがたらす革新（イノベー
ション）の可能性にͭいてのݕ証

ᶙ� �
都市システムにおける貿易と労働市場に
関する空間経済分析
プロジェクトリーダー
田渕 隆俊 FF
活動期間：2015年 7月 1日〜 2017年 6月 30日
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プロジェクト概要
ɹ都市の経済、特に国際貿易や労働市場とີ接にかかわͬ
ているɻグローバル化、サービス経済化、少子高齢化が進
行するঢ়況のとͰ、都市が持続的に発展するたΊの要因
を分析するɻ·た、空間経済学的アプローチを中心にして、
都市間の経済格差や社会ް生が変化する要因を໌らかにす
るɻ都市経済に関連する経済地理学、貿易論、交通経済学、
労働経済学、開発経済学における研究成果と融合し、·た、
新たな研究分を開しਂく۷り下͛る͜とによͬて、༗
用な経済政策を導き出すɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	Demographics,	Immigration,	and	Market	Size	

(FUKUMURA	Koichi,	NAGAMACHI	Kohei,	SATO	
Yasuhiro	and	YAMAMOTO	Kazuhiro)	%1�17�&�103

˔	Corporate	Tax	Competition	in	the	Presence	of	
Unemployment	(MORITA	Tadashi,	OGAWA	
Yoshitomo	and	ONO	Yoshiyasu)	%1�17�&�118

ワークショップ
“Recent	Developments	in	Spatial	Economics”	
(2017/6/6)																																																				1�73 রࢀ
国際セミナー
“Urban	Spatial	Structure	on	Residential	and	Commercial	
Buildings”	(2017/6/7)																																					1�73 রࢀ

ᶙ� �
都市内の経済活動と地域間の経済活動に
関する空間経済分析
プロジェクトリーダー
田渕 隆俊 FF
活動期間：2017年 10月 2日〜 2019年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ都市・地域の経済、特に国際貿易や労働市場とີ接に
かかわͬているɻグローバル化、サービス経済化、少子高
齢化が進行するঢ়況のとͰ、都市・地域が持続的に発展
するたΊの要因を分析するɻ·た、͞·͟·なॴಘ階層や
人種が空間的にどのよ͏に集中しく分して立地する
かにͭいて、空間経済学的アプローチによͬて分析し、都
市間および都市内の͞·͟·な経済格差が発生する要因を

໌らかにするɻ都市経済に関連する経済地理学、貿易論、
交通経済学、労働経済学、開発経済学における研究成果と
融合する͜とによͬて、ް生経済学的および社会的に·
しい都市地域政策を導き出すɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	Where	Do	the	Rich	Live	in	a	Big	City?	(TABUCHI	

Takatoshi)	%1�18�&�020

ᶙ� ��
地方創生に向けて地域金融に期待される
役割－地域経済での雇用の質向上に貢献
するための金融を目指して－
プロジェクトリーダー
家森 信善 FF
活動期間：2015年 7月 6日〜 2017年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ地域の雇用・ॴಘの向上にݙߩする地域金融の͋り方を
研究するɻ۩体的に、地域金融機関による地域創生の取
り組Έおよびその効果を高Ίるとい͏観から、地方自治
体やその他の商工ஂ体、େ学などの学術組織などとの金融
໘Ͱの連携にͭいての実態ௐࠪ、地域金融の୲いखͰ͋る
地域金融機関の行動が地域経済に与える影響の分析、地域
金融を機能ͤ͞るたΊに行わΕてきた৴用保証制度や金融
機能ڧ化（公的資金のೖ）の取り組Έにͭいての分析、
経営統合などの組織再ฤを含Ίた金融機関自のガバナン
ス問題にͭいての分析を行͏ɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	地方創生に対する地域金融機関の営業現場の取り組みの現

状と課題―2017 年・RIETI 支ళ長アンケートの結果概要―
（家森	信善、相澤	๎子、海野	৾悟、小川	光、尾﨑	泰文、
近藤	ສๆ、高久	賢也、冨村	圭、ຏ谷	浩三、柳原	光芳）
%1�17�+�044

˔	地域銀行のళฮネットワークと経営パフォーマンス（近藤	
ສๆ）%1�17�+�045

˔	資本入が地域銀行のି出行動に与える影響（永田	邦和）
%1�17�+�046
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˔	地域金融機関の競争環境が事業所の開ഇ業に与える影響
（ຏ谷	浩三、尾崎	泰文）%1�17�+�047

˔	リーマンショック後の中小企業におけるઃඋ投資とその変
化：保証制度及びマクロ経済環境との関係（小塚	ڡ文）
%1�17�+�054

˔	地域金融機関による経営者教育の効果の検証―金沢信用金
友士）%1�17�+�056	による取り組み事ྫ―（北野ݿ

˔	協同組৫金融機関のリスクテイクと金融システムの安定
性：グローバル金融ة機からの教訓（大熊	正哲）%1�17�
+�064

˔	 The	Number	of	Bank	Relationships	and	Bank	
Lending	to	New	Firms:	Evidence	from	firm-level	data	
in	Japan	(OGANE	Yuta)	%1�17�&�112

出版物
『地方創生のための地域金融機関の役割―金融仲介機能の質
向上を目指して―』（家森	信善	ฤஶ）
中央経済社、2018年 2月

ᶙ� ��
地域経済と地域連携の核としての地域金融
機関の役割
プロジェクトリーダー
家森 信善 FF
活動期間：2018年 1月 15日〜 2019年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ地方経済が再生するたΊに地方の中小企業の競争力が
向上する͜とが不可ܽͰ͋り、地域金融機関が他の͞·͟
·な主体と連携しながら支援していく͜とがٻΊらΕてい
るɻそ͜Ͱ、本プロジェクトͰ、金融機関୯独のアプロー
チにணするͩけͰなく、͞·͟·な地域の主体（地方
自治体、商工会ٞॴなどの商工ஂ体、中小企業のސ問税理
などのઐ家集ஂ）との連携の֩として地域金融機関を࢜
Ґஔづけて、地域金融機関による地方創生のたΊの他の主
体との連携の現ঢ়と課題を分析するɻ۩体的に、政策的
にେきな関心がͤدらΕている中小企業の自然災害等に
関するリスク管理力を高Ίる取り組Έおよび地域金融機関
の経営統合を主に分析するɻ
 

プログラムⅢの研究成果で 2017 年度の研究プロジェ
クトに属さないもの（その他）

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

国際化・情報化新時代と地域経済
プロジェクトリーダー
浜口 伸明 FF
活動期間：2015年 8月 4日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Overseas	Production	Expansion	and	Domestic	

Transaction	Networks	(HAYAKAWA	Kazunobu	and	
MATSUURA	Toshiyuki)	%1�17�&�085

˔	 The	Pollution	Outsourcing	Hypothesis:	An	empirical	
test	for	Japan	(Matthew	A.	COLE,	Robert	R.J.	
ELLIOTT,	OKUBO	Toshihiro	and	Liyun	ZHANG)	%1�
17�&�096

˔	Does	Foreign	Ownership	Explain	Company	Export	
and	Innovation	Decisions?	Evidence	from	Japan	
(OKUBO	Toshihiro,	Alexander	F.	WAGNER	and	
YAMADA	Kazuo)	%1�17�&�099

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	災害復興の空間経済分析（藤田	昌久、浜口	伸明、亀山	嘉大）
1%1�17�1�014

北陸AJEC・経済産業研究所・アジア経済研究所・福井県立
大学	共同シンポジウム
「北陸地方創生と国際化・イノベーション〜世界経済の成長
をいかにして地域経済に取り込むか〜」（2017/11/30）

1�69 রࢀ

出版物
『北陸地方創生と国際化・イノベーション』
（丸屋	豊二郎、浜口	伸明、熊谷	聡、白又	秀治	ฤஶ）
日本評論社、2017年 9月

『復興の空間経済学　人口減少時代の地域再生』
（藤田	昌久、浜口	伸明、亀山	嘉大	ஶ）
日本経済新ฉ出版社、2018年 2月

プログラム

Ⅳ
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新たな知識の創造と問題解決への活用がイノベーションの根幹であり、その過ఔをѲできるオリジナルなデータ
の開発を行い、それによる国際水準の研究とエビデンス・ベースの政策形成に貢献する分析を行う。۩体的には、
産業のイノベーション能力、特許制度など知的財産制度のあり方、オープン・イノベーション、知識移సと人材移動、
産学連携、技術標準、イノベーションを促進する企業組৫・産業組৫などを分析する。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶚ� �
産業のイノベーション能力とその制度
インフラの研究
プロジェクトリーダー
長岡 貞男 FF
活動期間：2015年 7月 28日〜 2017年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ新たな知識の創造と問題ղ決への活用がイノベーション
のࠜװͰ͋るɻ本プロジェクト͜の観から、産業のノ
ベーション能力とイノベーション推進のたΊの制度インフ
ラの͋り方を研究するɻ産業のイノベーション能力の研究
Ͱ、企業が知識や人材を国境・組織を超えて݁合し活用
しているঢ়況を、日米欧企業を比較し分析するɻ·た、制
度インフラͰ、知的財産制度の開ࣔ制度の経済効果、日
米における特許権の価（特許プレミアム）の測定、産学
連携の෯いࢹからの分析（企業のサイエンスٵ収能力
化など）、技術スタートアップなどを研究するɻ·た、イڧ
ノベーション研究に AI（人工知能）を活用するたΊのパイ
ロットプロジェクト実施するɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 To	Support	R&D	or	Linkages?	Seeking	a	better	

policy	mix	for	SME	support	(SUZUKI	Jun)	%1�17�&�
098

˔	How	does	Graduate	Education	Affect	Inventive	
Performance?	Evidence	from	undergraduates'	
choices	during	recessions	(ONISHI	Koichiro,	
NAGAOKA	Sadao)	%1�18�&�016

ᶚ� �
イノベーション政策のフロンティア：
マイクロデータからのエビデンス
プロジェクトリーダー
長岡 貞男 FF
活動期間：2017年 10月 10日〜 2019年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ新たな科学的͋るい技術的知識の創造と問題ղ決への
活用がイノベーションのࠜװͰ͋るɻ持続的にイノベーショ
ンを実現していく能力を高Ίていく͜とが、経済成長率を
長期的に高Ίていく上ͰඞਢͰ͋るɻ特に、AI や IoT など
新しい技術の活用、サイエンスの進展の取りࠐΈ、·た世
界の知識を活用し同時に独自性を発شしていく͜とがॏ要
となͬているɻ͜͏した能力構築へのݙߩとい͏観から
イノベーション政策をݕしていく͜とがॏ要Ͱ͋るɻ
本プロジェクトͰ、͜ の観から日本産業のイノベーショ
ン能力のマイクロデータによるݕ証を行͏ととに、過ڈ
研究メンバーが行ͬてきたイノベーション政策やその制度
設計にかかる知見をਂΊ૯合して、イノベーション政策が
直໘している先端的な課題を分析するɻ

プログラム

Ⅳ Πϊϕーショϯ
プログラムディレクター

長岡 貞男
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ᶚ� �
技術知識の流動性とイノベーション・
パフォーマンス
プロジェクトリーダー
山内 勇 RAs
活動期間：2015年 7月 27日〜 2017年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクト、企業の֎෦知識の活用ঢ়況にணし、
そΕがイノベーション・パフΥーマンスに与える影響にͭ
いて分析を行͏ɻ特に、（�）人材の異動やଟ༷性、（�）他
組織との連携やそ͜Ͱの技術知識の開ࣔ戦略、（�）ASEAN
など新興国へのւ֎進出を通͡た知識の流出ೖといͬた要
因が、イノベーション・パフΥーマンスに与える影響にͭ
いて分析を行͏ɻ·た、（4）中国企業のキャッチアップに
対する特許制度やハイテク༏۰制度の影響を、知識創出 ŋ
及効果にணしͭͭ評価するɻ͜Εら一連の分析により、
զが国のイノベーション政策に対するࣔࠦをಘるɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Innovation	Responses	of	Japanese	Firms	to	Chinese	

Import	Competition	(YAMASHITA	Nobuaki	and	
YAMAUCHI	Isamu)	%1�17�&�126

ᶚ� �
人工知能が社会に与えるインパクトの考察：
文理連繋の視点から
プロジェクトリーダー
中馬 宏之 FF
活動期間：2015年 7月 28日〜 2017年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクトの的、�� 世لにೖͬてՃ的な進化
を͛͡Ίた人工知能（AI）が社会に与えるインパクト
を文理連ܨした形Ͱ考する͜とͰ͋るɻそして、͜のよ
͏な考に基づき、ICT 時代の౸来と共にٸに競争力が
下してきた半導体、バイオ・医薬品、ソフトウェア産業
などに代ද͞Εる日本のサイエンス型産業復活のखがかり
をࡧする͜とに͋るɻICT によͬてऑ化した同産業の競

争力が、日本の経済発展の中֩と期͞Εるにかかわら
ͣ、AI の時代の౸来と共に΄ぼ同͡パターンͰ͞らにऑ化
していく可能性が高いと༧想͞ΕるからͰ͋るɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	テクノロジーの進化による不安のഎ景分析（戸田	淳仁、

中馬	宏之、林	৾、久米	功一）%1�17�+�049
˔	人工知能等の新しいテクノロジーを活かす能力とは何か　

自ݾ変化能と情報ఏ供・働き方の変化に対するଶ度に関す
るアンケート分析（久米	功一、中馬	宏之、林	৾、戸田	
淳仁）%1�17�+�053

˔	第 4 次産業革命における管理職の役割：日米比較の観点
から（戸田	淳仁、中馬	宏之、林	৾、久米	功一）%1�17�
+�062

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	AI/IoT 時代における人的資本理論再考：社会ネットワー

クとしての人的資本が必須に（中馬	宏之）1%1�17�1�015
˔	人的資本 /Human	Intelligence と模฿型人工知能 /

Neuromorphic	AI:	インテリジェンスというࢹ点から（中
馬	宏之、今井	正治、黒川	利明）1%1�17�1�031

˔	AI と社会の未来―労働・グローバライゼーションの観点
から―（林	৾）1%1�17�1�033

ᶚ� �
IoT による生産性革命
プロジェクトリーダー
岩本 晃一 SF
活動期間：2016年 2月 29日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ現在、社会ニーズが͋りながら΄とΜどखがいていな
いେきな分が � ͭ͋るɻୈ � 、基ૅ的な情報データの
整備Ͱ͋るɻ政策ہ、研究機関、民間企業等が IoT/
Industrie4.0/AI/BiHDBtB/IT 分の業務を企画する際に
ベースとなり、将来にͬて引用͞Ε続ける基ૅ的な情報
データを整備するɻୈ � 、地方・中小企業への普及Ͱ͋るɻ
େ企業、ૣ൩、自力Ͱ IoT システムを導ೖするͩΖ͏が、
地方・中小企業、時代の流Εから取り͞Εる可能性が
େきい͜とから、地方・中小企業への普及֦େを支援する
ௐࠪ分析を行͏ɻ

（）�0�� 年 4 ݄に産業フロンティアプログラムからイノ
ベーションプログラムに変ߋ
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ओͳڀݚՌ

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	 IoT による中ݎ・中小企業の競争力ڧ化	in	第 4 次産業革

命（岩本	晃一、波多野	文）1%1�17�1�020
˔	 IoT/AI が雇用に与える影響と社会政策	in	第 4次産業革命
（岩本	晃一、波多野	文）1%1�17�1�029

˔	ドイツの「Ӆれたチャンピオン（Hidden	Champion）」
はなぜグローバル化に成功したか（岩本	晃一）1%1�17�
1�032

出版物
『中小企業が IoT をやってみた	　試行ޡࡨで֫得した IoT の
導入ノウハウ』
（岩本	晃一、井上	雄介	ฤஶ）
日ץ工業新ฉ社、2017年 9月

ᶚ� �
企業において発生するデータの管理と活用
に関する実証研究
プロジェクトリーダー
渡部 俊也 FF
活動期間：2016年 8月 1日〜 2018年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ本研究Ͱ、日本企業が保༗するデータの質的量的な評
価を行い、͞らに産業分͝とにデータをど͏い͏企業が
どのよ͏に保༗しているのかとい͏၆ᛌ図を࡞成する͜と、
そしてそΕらのデータをどのよ͏なܖ݅Ͱ共༗する͜
とがଥͰ͋るかをݕ౼する͜とを的とするɻその၆ᛌ
図をとに、日本の製造業の保༗するデータをどのよ͏な

組ΈͰԿにして用いて、どのよ͏な産業を育成してい
くのかとい͏ٞ論にڙする͜とが期Ͱきるɻ۩体的に
�） わが国企業、どのよ͏な技術・産業ྖ域の、どのよ͏

なデータをどの程度保༗しているのか
�） そのデータどのよ͏に管理͞Εているのか
�） そのデータܖにとͬて他の事業者にどの程度ར用を

許しているのか
4） その際のܖどのよ͏な݅がଳしているのか
�） データのར用戦略が͋るか、そΕどのよ͏なのか
IoT、ޙࠓ （� などを活用して、どのよ͏な情報をデータ化

する͜とがॏ要になͬてくると考えらΕるかʁ
などをѲする͜とをࢼΈるɻ
ɹ͜のௐࠪと平行して、データ取引およびデータアクセス
の際のܖの༗り方にͭいて研究会にてݕ౼を行͏ɻどの
よ͏な݅にてܖを行͏͜とが合理性が͋り、権རが保
全͞Εながら共༗がଅ進͞Εるのかにͭいて、企業知財෦
や競争法にৄしいห護࢜などを交えてٞ論を行͏ɻ͜の
݁果にͭいてデータ分析とซͤて取り·とΊを行い、将
来的にデータ取引およびアクセスに関するܖガイドラ
インのよ͏なのとして·とΊるɻ

ᶚ� �
IoT の進展とイノベーションエコシステム
に関する実証研究
プロジェクトリーダー
元橋 一之 FF
活動期間：2017年 5月 1日〜 2019年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ͋らΏるモノがインターネットによͬてͭながる IoT の
進展によͬて、طଘの産業構造の組Έがେきく変わる中
Ͱ、日本企業、ಘ意としてきた「モノ」中心モデルから、

「ソリューション」ఏڙモデルへの変革をഭらΕているɻ·
た、イノベーションに関する自લ主ٛを٫し、エコシス
テム戦略を取る͜とがॏ要Ͱ͋るɻ͜͜Ͱ、デジタル経
済時代のイノベーションの͋り方にͭいて、コンセプト整
理、データベースの構築および実証研究を進Ί、イノベー
ション政策の企画立Ҋに͋たͬてのエビデンスをఏڙするɻ
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ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Inventor	Name	Disambiguation	with	Gradient	

Boosting	Decision	Tree	and	Inventor	Mobility	in	
China	(1985-2016)	(YIN	Deyun	and	MOTOHASHI	
Kazuyuki)	%1�18�&�018

ᶚ� �
ハイテクスタートアップの創造と成長
プロジェクトリーダー
本庄 裕司 FF
活動期間：2017年 10月 10日〜 2019年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ「 新 技 術 基 ൫ 型 企 業 」（neX technoMoHZ-CBsed prNs; 
NTBFs）の育成に͋たͬて、事業の不確実性Ώえに֎෦
組織とのఏ携をࢹにೖΕたスタートアップエコシステム
がॏ要と考えらΕているɻ本研究プロジェクトͰ、日本
のハイテクスタートアップやベンチャーキャϐタルの実態
を໌らかにし、スタートアップエコシステムの課題を論͡
るɻとくに、طଘ組織のׂにして、ハイテクスター
トアップと֎෦のطଘ組織とのఏ携、͞らに、スϐンオ
フやコーポレートベンチャーキャϐタルといͬたطଘ組織
から生した組織の実態を໌らかにするɻ日本の経済ঢ়況
に見合ͬたスタートアップエコシステムの構築に向けて、
ଘ組織との連携やネットワークを通͡たハイテクスターط
トアップのイノベーションを論͡ていくɻ

プログラムⅣの研究成果で 2017 年度の研究プロジェ
クトに属さないもの（その他）

■プロジェクトに属さない独立したもの

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	北州市響灘地区洋上風力産業拠点の形成にみる我が国の

洋上風力の特徴（岩本	晃一）1%1�17�1�026

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

日本型オープンイノベーションに関する
実証研究
プロジェクトリーダー
元橋 一之 FF
活動期間：2015年 4月 1日〜 2017年 3月 31日

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	Survey	of	Big	Data	Use	and	Innovation	in	Japanese	

Manufacturing	Firms	(MOTOHASHI	Kazuyuki)	1%1�
17�1�027

プログラム

Ⅴ
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Ⅴ フロϯςΟΞۀ࢈
プログラムディレクター

大橋 弘

ᶛ��
産業組織に関する基盤的政策研究
プロジェクトリーダー
大橋 弘 FF
活動期間：2018年 1月 15日〜 2019年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ�0�� 年から � 年にわたるアベノミクスの取り組Έの
と、໊ GDP や企業収益過࠷ڈ高ਫ準にୡし、雇用環境
େきく改ળしてきているɻ͜͏した高ਫ準Ͱ改ળする企
業収益や雇用・ॴಘ環境に͋ͬて、設備投資や消費に力ڧ
͞がܽけている͜とが指ఠを͞Εているɻ͜͏したマクロ
的な課題をഎ景にして、本研究Ͱ、産業組織論の観か
ら個ผ۩体の産業や市場にযをてて、ミクロ的な観
から分析する͜とを的にするɻとりわけ市場構造の͋り
方にযをてて、その実態Ѳととに、個ผ۩体の産
業において政策的な含意を୳ٻするɻ

ᶛ��
電力システム改革における市場と政策の研究
プロジェクトリーダー
田中 誠 FF
活動期間：2015年 12月 1日〜 2017年 11月 30日

プロジェクト概要
ɹզが国Ͱి力システム改革が進ΊらΕており、�0�� 年
4 ݄にి気の小ച業への参ೖの全໘自由化、�0�� 年ʙ
�0�0 年を途に法的分による送配ి෦の中立性の一層
の確保などの改革が༧定͞Εているɻ安定ڙ給と効率性を
実現していく上Ͱ、ి力のԷച、小ച、需給ௐ整力などの
市場取引のルールづくりに͞·͟·な課題が͋るɻ本プ
ロジェクトͰ、政策அに資する知見をఏڙするたΊに、
工学のࢹにཹ意しͭͭ、主に経済分析の観からి力
市場の理論・実証・シミュレーションなどの研究を実施するɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	調整力市場におけるネガワット取引とエネルギー利用効率
%1�18�+�003（誠	幸秀、田中	川ݿ）

˔	 Illiquidity	in	the	Japan	Electric	Power	Exchange	
(IKEDA	Shin	Suke)	%1�17�&�122

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	欧州 TSOによる調整電力市場と送電権市場の運用状況調

査：日本における電力改革へのࣔࠦ（八田	達夫、池田	真介）
1%1�18�1�001

˔	スウェーデンにおける地点別送電料金（熊谷	ྱ子）1%1�
18�1�002

情報ॲ理の高度化と通信の進化という基幹技術のイノベーションによって、世界の主要国のみならずわが国にお
いても、産業構造に変化のஹしが見られ始めている。センサー技術を用いた IoT（モノのインターネット）を通じて、
大な非構造化データが入手Մ能になり、AI（人工知能）の技術もいよいよ実用化されてきている。新たな産業の
フロンティアがժ生えつつあるわが国において、ै来型の個別産業の政策に加えて、産業横断的な政策をࢹ野に入
れて、わが国経済が直໘する課題をり越えるための政策のあり方などについて研究を行う。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔
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ᶛ��
マクロ・プルーデンシャル・ポリシー確立のための
経済ネットワークの解析と大規模シミュレーション
プロジェクトリーダー
青山 秀明 FF
活動期間：2016年 6月 30日〜 2018年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクトͰ、େ規経済データ、特に CRD によ
る中小企業データと RIETI がॴ༗する取引ネットワーク
データにͭいて、そのղ析とモデル構築・シミュレーショ
ンを行い、そΕをマクロ・プルーデンシャル・ポリシーの
定ٛけと確立にͭな͛るɻ
ɹマクロ経済現の本質、ଟ数の異質な経済主体間が૬
用し͋い、その݁果として集ஂ運動がお͜る͜とに͋࡞ޓ
るɻ景気変動、連産を含む経済危機·͞にその代ද
的な現Ͱ͋るɻしたがͬて、危機をݕ出し、そΕに対応
するくマクロ・プルーデンシャル・ポリシーを確立する
に、͜の集ஂ運動をݕ出し、そのダイナミクスのモデル
化をする͜とがୈ一ٛ的意ຯを持ͭɻ一方、େ規経済デー
タに含·Εる企業などの経済主体の数 � 年Ͱ �00 ສ社程
度におよͿɻ͜Ε世界にྨを見ない、わが国がތる実体
経済データͰ͋るɻしたがͬて、͜Εらをखݩに持ͬて研
究を行͏͜とͰ世界レベルの研究成果がಘらΕるɻそ͜Ͱ
本プロジェクトͰژコンϐュータと連携する͜とͰ、
େ量の計算資源を投ೖして、他にྨを見ないେ規ղ析を
行͏ɻ
ɹ͜Εにより、本研究Ͱ、͜ Ε·Ͱ定ٛが͋い·いͰ͋ͬ
たマクロ・プルーデンシャル・ポリシーに定量的にݕ証可
能な定ٛを与える͜とがͰき、そΕに基づいたマクロ経済
のঢ়態のモニタリング方法の確立、そΕに基づく政策のݕ
౼、֎的なショックやԾ想的なショックが発生した場合の
シミュレーションに活用し、政策ఏ言へとͭな͛る͜とが
Ͱきるɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Empirical	Evidence	for	Collective	Motion	of	Prices	

with	Macroeconomic	Indicators	in	Japan	
(KICHIKAWA	Yuichi,	IYETOMI	Hiroshi,	AOYAMA	
Hideaki	and	YOSHIKAWA	Hiroshi)	%1�18�&�007

˔	How	Firms	Choose	their	Partners	in	the	Japanese	
Supplier-Customer	Network?	An	application	of	the	

exponential	random	graph	model	(Hazem	KRICHENE,	
ARATA	Yoshiyuki,	Abhijit	CHAKRABORTY,	FUJIWARA	
Yoshi	and	INOUE	Hiroyasu)	%1�18�&�011

˔	 Firm-level	Simulation	of	Supply	Chain	Disruption	
Triggered	by	Actual	and	Predicted	Earthquakes	
(INOUE	Hiroyasu	and	TODO	Yasuyuki)	%1�18�&�013

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	金融ة機を検知する早期ܯ戒指標の先行・行構造（相馬	

、家富	洋、吉川	洋）1%1�18�1�005

出版物
"Macro-Econophysics:	New	Studies	on	Economic	
Networks	and	Synchronization"
(Written	by	AOYAMA	Hideaki,	FUJIWARA	Yoshi,	IKEDA	
Yuichi,	IYETOMI	Hiroshi,	SOUMA	Wataru,	YOSHIKAWA	
Hiroshi)
Cambridge	University	Press,	July	2017

ᶛ��
商品市場の経済・ファイナンス分析
プロジェクトリーダー
大橋 和彦 FF
活動期間：2016年 8月 22日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクト、商品に関わる価評価、リスク管理、
投資意思決定の支援を的に、ファイナンスの知識やख法
を用いて商品市場の分析を行͏ɻ۩体的に、（�）商品価
格のリスク特性、（�）商品価格とג式・債券等の他資産価
格との関係、（�）商品価格とマクロ経済の関係、（4）JEP9
市場におけるి力価格の決定要因、（�）ి力自由化と企業
財務の関係等の理論・実証分析を行͏ɻ
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ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー

˔	スポット価格༧測に基づく JEPX先渡価格けモデルの構
築（山田	雄二）%1�17�+�072

˔	Asymmetric	Reactions	of	the	U.S.	Natural	Gas	
Market	and	Economic	Activity	(Bao	H.	NGUYEN	and	
OKIMOTO	Tatsuyoshi)	%1�17�&�102

˔	 Intraday	Seasonality	in	Efficiency,	Liquidity,	Volatility,	
and	Volume:	Platinum	and	gold	futures	in	Tokyo	and	
New	York	(IWATSUBO	Kentaro,	Clinton	WATKINS	
and	XU	Tao)		%1�17�&�120

˔	Diversification	Effect	of	Commodity	Futures	on	
Financial	Markets	(KANAMURA	Takashi)	%1�18�&�019

国際ワークショップ
"AJRC	and	RIETI	Workshop	on	Economic	and	Financial	
Analysis	of	Commodity	Markets"	(2017/9/14-15)

P.76 参র

ᶛ��
経済主体間の非対称性と経済成長
プロジェクトリーダー
吉川 洋 FF
活動期間：2017年 7月 3日〜 2019年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ本研究プロジェクトͰ、経済主体間の非対শ性と経済
成長の૬ޓ関係を、理論的・実証的に໌らかにするɻ経済
主体間にҧいが͋る͜とによͬて、経済活動が活発化͞Ε
݁果として経済成長がୡ成͞Εる可能性が͋るɻٯに経済
成長がՃ ( しく減 ) する͜とによͬて、経済主体間
の非対শ性が影響をडける可能性͋るɻどのよ͏な非対
শ性が経済成長に影響を及ぼすのか、どのよ͏な非対শ性
が経済成長の影響をडけるのかを໌らかにする͜と、経

済・産業政策の立Ҋに不可ܽな情報Ͱ͋る͜とから、その
૬ޓ関係を理論的・実証的に分析する͜との意ٛେきいɻ

ᶛ��
企業金融・企業行動ダイナミクス研究会
プロジェクトリーダー
植杉 威一郎 FF
活動期間：2017年 7月 14日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクトͰ、企業の資金ௐୡや企業行動にͭい
て、政策的な関心に対応する研究課題を設定し、主にデー
タを用いた実証分析を通͡て成果を͛ڍるɻ۩体的に、
ᶃି出市場における政関与の効果、ᶄഇ業と創業、ᶅ日
本における金融仲介機能の定量化、ᶆ不動産市場と金融、
ᶇ金融における取引ネットワークのׂ、金融的なショッ
クのスϐルオーバーを分析対とするɻ
 

ओͳڀݚՌ

国際ワークショップ
"Hitotsubashi-RIETI	International	Workshop	on	Real	
Estate	and	the	Macro	Economy"	(2017/12/14-15)

P.78 参র

ᶛ��
産業分析のための新指標開発とEBPM分析：
サービス業を中心に
プロジェクトリーダー
小西 葉子 SF
活動期間：2017年 12月 19日〜 2019年 11月 30日
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プロジェクト概要
ɹۙ年のビッグデータ、AI、IoT 技術の活用の·りを経て、
データと技術がଗͬた͜とによりࠓ·Ͱࠔͩͬた業種の
分析や EBPM が実現可能となͬてきているɻ本プロジェク
トͰ、GDP、労働市場に占Ίるׂ合が૿େし、その実態
をѲするたΊの統計データに対するニーズが高いサービ
ス業にͭいて、政統計をิするよ͏な経済指標を開発
する͜とを的とするɻ۩体的に、ൢച動向、競争力、
景況感、生産性といͬた༗用性の高いデータのఏڙを指
し、そΕらを用いた実証分析を行͏ɻ·た、サービス業の
中Ͱ、物流、通৴、金融といͬた生活にີ接したインフ
ラ整備にͭいて、ビッグデータをར用して EBPM による政
策評価やఏ言をࢼΈるɻ

ᶛ��
グローバル化・イノベーションと競争政策
プロジェクトリーダー
川濵 昇 FF
活動期間：2018年 1月 15日〜 2019年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ経済のグローバル化が新たなہ໘をܴえ、イノベーショ
ンと経済成長における競争政策のॏ要性がೝ識͞Εͭͭ͋
る中、欧米のΈならͣ世界各国Ͱै来見らΕなかͬた競争
法の積ۃ的運用がな͞Εるよ͏になͬてきたɻզが国にお
いて、その経済活力をҡ持し続けていくたΊに、市場
競争をे分に活用する͜とを通͡たイノベーションのߋな
る推進をܽかす͜とͰきないɻॾ֎国の積ۃ的な運用の
中、国際的ハーモナイゼーションに考ྀしͭͭ、わが国の
経済の現ঢ়においてඞ要な競争政策上の課題とそΕへの対
ॲ方法をఏࣔする͜とがඞ要となͬているɻ本プロジェク
トͰ、͜͏したॾ֎国の動向を౿·えͭͭ、グローバル
化とイノベーションのॏ要性が·す·す高·る中Ͱの競争
政策の͋り方にͭいて、法学・経済学・実務の知見を૯合
的に活用する͜とによりݕ౼を行͏ɻ

ᶛ��
生産性格差と産業競争力
プロジェクトリーダー
野村 浩二 FF
活動期間：2018年 1月 15日〜 2019年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ生産性格差の֦େが指ఠ͞Εる日本経済において、その
ྼҐ性における産業起因およびその構造要因の分析を通͡
て、生産性ギャップのॖ小に向けた政策の可能性をݕ౼す
るɻとくに商業に内在するྼҐ性の源ઘ、サービス分Ͱ
、となる労働生産性ギャップをઆ໌する教育、女性の就業ݤ
労働の産業間配分、·たエネルギー生産性と全体効率（TFP）
の分析による経済成長と྆立し͏るエネルギー・環境政策
の͋り方などをݕ౼するɻ

ᶛ���
日本の農政思想史と農業の構造改革
プロジェクトリーダー
山下 一仁 SF
活動期間：2018年 2月 13日〜 2020年 1月 31日

プロジェクト概要
ɹ高齢化・人口減少の下Ͱ国内農業をҡ持・振興していく
たΊに、国内市場ͩけͰなく、価格競争力を向上ͤ͞、
ւ֎市場を開する͜とがඞ要となͬているɻ政策的に、
国内の農業の構造改革を推進して生産性向上を図るとと
に、アメリカや EU のよ͏に「価格支持から直接支い」
とい͏方向に農業政策を転換していくඞ要が͋るɻ໌治年
間からࠓ日にいたる·Ͱ、զが国農業界Ͱ小農保護、価
格保護とい͏思想が主流Ͱ͋るが、༄ాᅳ男、石ڮ୷山など、
農業の構造改革にͭいて積ۃ的なఏ言を行ͬた思想家がଘ
在するɻ൴らを発۷する͜とにより、農業政策を展開する
たΊのࢹや材料をఏڙする͜ととしたいɻ

ᶛ���
人工知能等が経済に与える影響研究
プロジェクトリーダー
馬奈木 俊介 FF
活動期間：2016年 1月 18日〜 2017年 12月 31日

プロジェクト概要
ɹ米国、ドイツなど新たな産業化の方向性といͬた࠷先端
の技術思想のとに、զが国が人工知能に対してどのよ͏
な考えを持ͪ取り組むか͞Εているɻ͜͏した経済・
社会ঢ়況の変化ޙࠓ一層の産業構造の変化を引き起͜͞
ͤると༧想͞Ε、͜の産業構造変化が日本の産業政策に与
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える影響ඞࢸͰ͋るɻそのたΊ人工知能の経済的可能性
の理ղ、ドローンや自動運転自動車など国内Ͱ͞Εて
いる技術への安全、保安、事ނに͏保障໘などどのよ͏
な政策が·しいか、そして起͜り͏る産業構造の変化に
よる経済に与える影響を定量的にѲする͜と、ޙࠓの
産業政策を考える上Ͱ不可ܽͰ͋るɻߋに、本研究Ͱલ
ड़のよ͏なഎ景に基づき、人工知能に関連する産業化に需
要がどの程度͋るのか、研究開発やビジネスへの投資の可
൱、政策の関与༨地にͭいて໌らかにする͜とを的とし、
の自動化関連の政策の方向性をఏ言するɻޙࠓ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	労働時間が生活満度に及΅す影響－日本における大規模

アンケート調査を用いた分析－（鶴見	哲也、馬奈木	俊介）
%1�17�+�073

˔	日本の製造業における IT の利用がマークアップに及΅す
影響（松川	勇）%1�18�+�002

˔	自動運సंが生み出すध要と社会的ジレンマ（森田	玉ઇ、
馬奈木	俊介）%1�18�+�004

˔	自動運సの導入による行ڑへの影響：家計への調査を
用いた実証分析	( 岩田	和之、馬奈木	俊介 )	%1�18�+�005

˔	労働規制と技術投資の関係性―労働規制変化による資本投
資及び情報化投資への影響の分析	( 田中	健太、古村	、
馬奈木	俊介 )	%1�18�+�006

˔	 Trends	and	Priority	Shifts	in	Artificial	Intelligence	
Technology	Invention:	A	global	patent	analysis	(FUJII	
Hidemichi	and	MANAGI	Shunsuke)	%1�17�&�066

˔	White	Collar	Exemption:	Panacea	for	long	work	
hours	and	low	earnings?	(HASEBE	Takuya,	KONISHI	
Yoshifumi,	SHIN	Kong	Joo	and	MANAGI	Shunsuke)	
%1�18�&�002

˔	 Losses	on	Asset	Returns	Caused	by	Perception	
Gaps	of	Fundamental	Values:	Evidence	from	
laboratory	experiments	(HIGASHIDA	Keisaku,	
TANAKA	Kenta	and	MANAGI	Shunsuke)	%1�18�&�008

ᶛ���
人工知能のマクロ・ミクロ経済動態に与える
影響と諸課題への対応の分析
プロジェクトリーダー
馬奈木 俊介 FF
活動期間：2018年 3月 1日〜 2020年 2月 29日

プロジェクト概要
ɹ現在、世界規Ͱ AI の開発競争が進ΜͰおり、AI の実
社会への実、普及が進ΜͰいるɻAI の普及զが国Ͱ発
生している͞·͟·な経済的、社会的問題をղ決、؇す
るେきな可能性を持ͭ一方Ͱ、賃金格差やࣦ業といͬた労
働問題を中心に不確定な問題が発生する可能性にͭいて
のޙࠓ೦͞Εているɻݒ AI 普及、およびその影響を考える
場合に、マクロ要因ͩけͰなく、ミクロ要因、および現
ঢ়の法、制度設計との݉Ͷ合いをよりৄࡉに分析し、ະ
ͩ理ղが不े分な不確定要素をより໌らかにした͏えͰ、
マクロ動態への影響を分析するඞ要性が͋るといえるɻそ
のたΊ本研究プロジェクトͰ、͜Ε·Ͱとくにॏ要͞ࢹ
Εていたࣦ業や賃金の問題を中心としͭͭ、ޙࠓの AI の
進歩、普及に͏、その他の経済・社会の変化や AI 普及に
影響を与える社会制度、その他の要因を໌らかにし、中長
期的に日本において AI の普及によͬて変わる生活環境を
とに、どのよ͏な労働の在り方、ॾ政策がඞ要Ͱ͋るかఏ
言するɻ

プログラムⅤの研究成果で 2017 年度の研究プロジェ
クトに属さないもの（その他）

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

グローバル化・イノベーションと競争政策 
プロジェクトリーダー
川濵 昇 FF
サブリーダー
大橋 弘　FF
活動期間：2015年 7月 1日〜 2016年 12月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	プラットフォーム産業における市場画定（川濵	昇、武田	

邦એ）%1�17�+�032

持続的成長とマクロ経済政策
プロジェクトリーダー
吉川 洋 FF
サブリーダー
宇南山 卓 FF
活動期間：2015年 5月 11日〜 2017年 3月 31日
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プログラム

Ⅵディスカッション・ϖーパー
˔	日本の世帯ଐ性別ஷ率の動向について	( 宇南山	卓、大

野	太郎 )	%1�17�+�035
˔	経済成長と産業構造の変化	( 吉川	洋、安藤	浩一 )	
	 %1�17�+�042
˔	A	Compositional	Data	Analysis	of	Market	Share	

Dynamics	(ARATA	Yoshiyuki	and	ONOZAKI	Tamotsu)	
%1�17�&�076

˔	Wealth	Distribution	in	the	Endogenous	Growth	
Model	with	Idiosyncratic	Investment	Risk	
(HIRAGUCHI	Ryoji)	%1�18�&�009

企業金融・企業行動ダイナミクス研究会 
プロジェクトリーダー
植杉 威一郎 FF
活動期間：2015年 5月 11日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	日本の中小企業における利益の質に関する実証分析（金	

ᭈ玉	、安田	行宏）%1�17�+�031
˔	減ଛ会計は企業投資行動に影響を及΅すか（植杉	威一郎、

中島	賢太郎、細野	薫）%1�17�+�033
˔	 Foreign	Institutional	Ownership	and	Risk	Taking	(XU	

Peng)	%1�17�&�061
˔	 Bank-Firm	Relationship	and	Small	Business	

Innovation	(XU	Peng)	%1�17�&�062
˔	 Forecasting	Firm	Performance	with	Machine	

Learning:	Evidence	from	Japanese	firm-level	data	
(MIYAKAWA	Daisuke,	MIYAUCHI	Yuhei	and	Christian	
PEREZ)	%1�17�&�068

˔	Market	Thickness,	Input-Output	Linkages,	and	
Agglomeration	(MIYAUCHI	Yuhei	and	MIYAKAWA	
Daisuke)	%1�17�&�072

˔	When	Japanese	Banks	Become	Pure	Creditors:	
Effects	of	declining	shareholding	by	banks	on	bank	
lending	and	firms'	risk	taking	(ONO	Arito,	SUZUKI	
Katsushi	and	UESUGI	Iichiro)	%1�17�&�079

˔	 Intangible	Capital	and	the	Choice	of	External	
Financing	Sources	(HOSONO	Kaoru	and	TAKIZAWA	
Miho)	%1�17�&�080

˔	 Forgiveness	Versus	Financing:	The	determinants	
and	impact	of	SME	debt	forbearance	in	Japan	(ONO	
Arito	and	YASUDA	Yukihiro)	%1�17�&�086

˔	 Listing	and	Financial	Constraints	(UEDA	Kenichi,	
ISHIDE	Akira	and	GOTO	Yasuo)	%1�17�&�090

グローバル化と人口減少時代における競争
力ある農業を目指した農業・農政の改革 
プロジェクトリーダー
山下 一仁 SF
活動期間：2015年 8月 11日〜 2017年 3月 31日

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	 IT・AI 技術と新しい業経営学（山下	一仁）1%1�17�1�
017

新しい産業政策に係わる基盤的研究 
プロジェクトリーダー
大橋 弘 FF
活動期間：2015年 8月 24日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	ジェネリック医ༀ品のී及とインセンティブ：一般名ॲ方

加算の導入の影響（西川	浩平、大橋	弘）%1�17�+�039
˔	Assessing	the	Impact	of	Renewable	Energy	Sources:	

Simulation	analysis	of	the	Japanese	electricity	
market	(YOSHIHARA	Keisuke	and	OHASHI	Hiroshi)	
%1�17�&�063
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日本および東アジアॾ国について、産業・企業の生産性とその決定要因を計測し、生産性向上政策の研究を行う。
産業レベルでは、一橋大学と協力して日本と中国の産業生産性データベース（JIP およびCIP）のߋ新・֦張を進め
ると同時に、日本の都道府県別産業生産性データベースを構築し、地域間 TFP格差やそれを引き起こしている要因
等を分析する。企業・事業所レベルでは、内外の政府統計ミクロデータや企業財務データを活用して、企業間生産
性格差の決定要因、グローバル化やध要変動が企業のパフォーマンスに及΅す影響、サービス産業における生産性
向上政策、日中ؖ企業間の生産性格差動向や生産性ダイナミックスの国際比較などについて研究する。またイノベー
ションと生産性向上のݯઘである、研究開発、ソフトウェア、企業内訓࿅、組৫改ฤ等の無形資産投資を、産業・
企業レベルで計測しその経済効果を分析する。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶜ� �
東アジア産業生産性
プロジェクトリーダー
深尾 京司 FF
活動期間：2017年 4月 24日〜 2019年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ人口が減少する日本が潜在成長率を引き上͛るたΊに、
全要素生産性上ঢの引き上͛や、生産要素（資本・無形資産・
労働・地）の効率的なར用を進Ίるඞ要が͋るɻ日本経
済·た、���0 年代Ҏ߱༗効需要の不に΄とΜど߃ৗ的
にۤしΊらΕてきたが、े分な需要を創出しマイナスの需
給ギャップをղ消するに、資本収益率引き上͛による投
資ଅ進、実質賃金引き上͛による消費ଅ進、企業の国際競
争力の引き上͛などが؊要Ͱ͋るɻ本プロジェクトͰ、
一ڮେ学と連携しながら、ৄࡉな産業ผの生産要素投ೖ、
生産要素価格、全要素生産性に関する日本経済全体をカバー
するデータベース（JIP データベース）をߋ新・֦ுし、
���� 年からۙ࠷年·Ͱの日本の経済成長をサプライサイド
から分析するɻ͜Εによͬて、日本の潜在成長率と༗効需
要をԿに高Ίるかにͭいてఏ言するɻ·た、政統計ミ
クロデータを活用する͜とͰ、日本における生産性上ঢの
減ୀや設備投資・無形資産投資の原因を究໌するɻ͜
の分析に͋たͬて、日本企業の国際競争力の減ୀ、マー
クアップ率下による企業のՔ͙力のਰୀ、ւ֎よりେ

きな企業規間生産性格差、企業内および企業間の資源配
分の非効率性、ऴ雇用制の問題、企業間取引関係のر
ബ化、などに特にணするɻ
ɹ本プロジェクトͰ͞らに、高度成長のऴᖼをܴえͭͭ
͋る中国にͭいて JIP と同༷のデータベース（CIP デー
タベース）の構築と分析を行͏ɻ·た、東アジアॾ国の生
産性と国際競争力を企業レベルͰ計測する EALC データ
ベースをߋ新・֦ுするɻߋに、WorMd KLEMS プロジェ
クト、EU KLEMS プロジェクト、AsiB KLEMS プロジェク
ト、OECD 等と連携する͜とͰ、日本および中国の産業ผ
生産性や生産要素投ೖの動向をւ֎のそΕと比較して分析
する͜とを可能にするɻ͜の他、産業・企業生産性向上プ
ログラム内の他のプロジェクトと協力する͜とにより、ݝ
産業生産性（R-JIP データベース）を用いたݝレベルの生
産性分析や、無形資産投資の経済効果の分析などを進Ίるɻ

ओͳڀݚՌ

RIETI 国際シンポジウム
「情報技術と新しいグローバル化：アジア経済の現在と未来」
（2017/8/1）　		　　　	　　　　　　　　　1�3���1�67 রࢀ
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ワークショップ
“The	Fourth	Asia	KLEMS	Conference”	(2017/7/31-8/1)	
																																																																					1�74 রࢀ

ᶜ� �
企業成長と産業成長に関するϛクロ実ূੳ
プロジェクトリーダー
FF ܆ 野ࡉ
活動期間：2017年 5月 22日〜 2019年 4月 30日

プロジェクト概要
ɹ企業のଟ༷な経済活動の中から、企業成長のエンジン（要
因）をଟ໘的に考するɻ۩体的に企業・事業ॴ・品
レベルのミクロデータを用い、（�）研究開発・イノベーショ
ンによる企業成長と生産性向上、（�）ւ֎展開と企業成長
に関する実証分析を行͏ɻ͞らに、企業成長と産業との૬
ґଘ関係の観から、（�）産業の資源配分と生産性に関ޓ
する実証分析を行͏ɻ

ᶜ� �
生産性向上ࢿ研究
プロジェクトリーダー
宮川  FF
活動期間：2017年 7月 3日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ本研究会の的 � ͭ͋るɻ� ͭ、包括的な投資צ定
の推計を行い、JIP データベースの投資צ定推計のサポート
を行͏͜とͰ͋るɻ0�SNA によͬて国民経済計算の投資צ
定ॆ実し、ۙい将来資本サービスの推計やオリジナルな
ܳ術࡞品の推計取りೖΕる༧定となͬているɻ本研究会
Ͱ、JIP の本研究会と連携しながら、͜͏したマクロレベ
ルͰの資本צ定のॆ実に対応した産業ผの投資צ定を࡞成
する༧定Ͱ͋るɻ産業ผの無形資産の推計、͜͏した新
しい JIP の資本צ定とॏなる໘͋るが、一方Ͱ、企業特
घ的人的資本投資にͭいて、ޙࠓと公式に推計͞Εる
可能性少ないɻしかしながら、͜の推計݁果公දҎ来、
自民ౘ、経済産業ল、ް生労働ল、内ֳ、経済ஂ体など
ଟくのிや組織から政策形成の基ૅとしてニーズが͋る
たΊ、他の無形資産投資と同༷推計を行ͬていきたいɻ
ɹ͏ � ͭ、͜͏したଟ༷な資本צ定を࡞成するたΊの
ミクロ的な基ૅに関する研究行ͬていくɻ本研究Ͱ、
すͰに分析事ྫがଟく͋る通ৗの設備投資より、サービ
ス業、非営ར組織におけるଟ༷な投資と生産性の関係にͭ
いて研究を行ͬていくɻ

�ओͳڀݚՌ

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	CSR 活動のྨ型整理と実証分析のサーベイ（遠藤	業ڸ）
1%1�18�1�003

ᶜ� �
地域ผ・産業ผ生産性ੳと地域間業
プロジェクトリーダー
ಙ井 ࣍ FF
活動期間：2017年 7月 3日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ本プロジェクトの的、都ಓݝผ産業生産性データベー
ス（ReHionBM-MeWeM JBpBn IndustriBM ProductiWitZ DBtBCBse、
Ҏ下 R-JIP データベース）のߋ新・֦ॆを行い、そΕに関連
する分析を行͏͜とͰ͋るɻޙࠓ人口減少と高齢化がٸ
に進む日本社会のなかに͋ͬて地方よりݫしい現実に直
໘する͜とが༧想͞Εており、地域の産業立地の特性を見
ਾえͭͭ地域活性化のたΊのదな取組ΈがٻΊらΕてい
るɻR-JIP データベースを �0�� 年·Ͱߋ新した R-JIP�0��
を公開するととに、લデータベースとେ෯に推計方法
を見直した෦分͋る͜とから、新たな推計方法のղઆを
ఴするɻ·た、ࠓճのプロジェクトͰ、商品流通統計
をར用して࡞成した都ಓݝベースͰの地域間産業連関ද
を活用して、バリュー・チェーン分析に基づく地域産業の
立地特性の分析、サービス業の投ೖ産出構造を考ྀした地
域間サービス価格差分析などを行͏͜とによͬて、地域間
生産性格差のഎ景に新たなযをてる͜とが期Ͱきるɻ

ᶜ� �
ҩྍ・教育サービス産業のݯࢿの改ળ
と生産性向上に関するੳ
プロジェクトリーダー
友彦 FF ס
活動期間：2017年 7月 3日〜 2019年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ本研究、医療と教育を取り上͛て、ৄ なマイクロ・デーࡉ
タを活用する͜とͰサービスの質をௐ整したアウトプット
や生産性を計測し、生産性の決定要因を分析するɻ特に因
果関係のݕ証に力し、政策形成や評価に資する͜とを
的とするɻ医療に関して資源配分の問題にযをて、
教育に関して教育政策や実ફの効果測定にযをてた
分析を行͏ɻ
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プログラム VI の研究成果で 2017 年度の研究プロジェ
クトに属さないもの（その他）

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

東アジア産業生産性
プロジェクトリーダー
深尾 京司 FF
活動期間：2015年 4月 1日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Job	Creation	and	Destruction	at	the	Levels	of	Intra-

firm	Sections,	Firms,	and	Industries	in	Globalization:	
The	case	of	Japanese	manufacturing	firms	(ANDO	
Mitsuyo	and	KIMURA	Fukunari)	%1�17�&�100

˔	Has	the	Offshore	Service	Network	Been	Expanded	
by	Japanese	Firms?	(ITO	Yukiko)	%1�17�&�107

˔	 Accounting	for	the	Role	of	Information	and	
Communication	Technology	in	China's	Productivity	
Growth	(Harry	X.	WU	and	David	T.	LIANG)	%1�17�&�111

無形資産投資と生産性－公的部門を含む各種
投資との連関性及び投資配分の検討－
プロジェクトリーダー
宮川 努 FF
活動期間：2015年 4月 21日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	本社機能とスキルภ向的技術変化（川上	淳之）%1�17�+�043
˔	R&D	and	Product	Dynamics	(MIYAGAWA	Tsutomu,	

EDAMURA	Kazuma	and	KAWAKAMI	Atsushi)	
	 %1�17�&�101

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	医ྍ・介護産業におけるサービスの質と経営マネジメント

指標に関するサーベイ（乾	友彦、伊藤	由希子、宮川	努、
佐藤	ԫ1%1�17�1�022（ࡊ

地域別・産業別データベースの拡充と分析
－地方創生のための基礎データ整備－
プロジェクトリーダー
徳井 丞次 FF
活動期間：2015年 4月 21日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	大学等公的研究機関が工場への研究開発機能ઃに与える

影響	( 枝村	一ຏ、乾	友彦、山内	勇 )%1�17�+�048

医療・教育の質の計測とその決定要因に
関する分析
プロジェクトリーダー
乾 友彦 FF
活動期間：2015年 4月 21日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	個人の健康状ଶの決定要因に関する分析：地域ଐ性に目

して（庄司	啓史、井深	陽子）%1�17�+�036
˔	 Empirical	Study	on	the	Utilization	and	Effects	of	

Health	Checkups	in	Japan	(INUI	Tomohiko,	ITO	
Yukiko,	KAWAKAMI	Atsushi,	MA	Xin	Xin,	
NAGASHIMA	Masaru	and	ZHAO	Meng)	%1�17�&�082

企業成長のエンジンに関するミクロ実証分析
プロジェクトリーダー
細野 薫 FF
活動期間：2015年 4月 21日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	企業成長のエンジンとしての産学官連携？知的クラスター

政策の評価（岡室	博之、池内	健太）%1�17�+�037
˔	国外所得໔আ方式への移行が海外現地法人の企業活動に与

えた影響（長谷川	誠、清田	耕造）%1�17�+�038
˔	 Size-dependent	Policy	and	Firm	Growth	(HOSONO	

Kaoru,	TAKIZAWA	Miho	and	TSURU	Kotaro)	%1�
17�&�070

˔	Competition,	Uncertainty,	and	Misallocation	
(HOSONO	Kaoru,	TAKIZAWA	Miho	and	
YAMANOUCHI	Kenta)	%1�17�&�071

˔	Do	Overseas	Subsidiaries	Benefit	from	Parent	Firms'	
Intangibles?	(HOSONO	Kaoru,	MIYAKAWA	Daisuke	
and	TAKIZAWA	Miho)	%1�17�&�073

˔	Decomposition	of	Aggregate	Productivity	Growth	
with	Unobserved	Heterogeneity	(KASAHARA	
Hiroyuki,	NISHIDA	Mitsukuni	and	SUZUKI	Michio)	%1�
17�&�083

˔	 Venture	Capital	Networks:	An	analysis	using	the	
exponential	random	graph	model	(KOUJAKU	
Sadamori	and	MIYAKAWA	Daisuke)	%1�17�&�084
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みを活かڧ小国である日本がそのݯまりなどの中で、資ڧな高齢化の進行による人口減少、グローバル競争のٸ
しながら、経済活力・革新を維持・ڧ化し、成長力を高めていくためには、人的資ݯの活用が大きなカギをѲって
いる。労働者のインセンティブや能力を高めるような労働市場制度のあり方、༮児教育から高等教育、さらに、ब
業期の人材育成、高齢者の活用までؚめた、ライフサイクル全体のࢹ点および女性活༂をؚめたダイバーシティ推
進のࢹ点から雇用制度・システムの再構築、人的資本・人材力ڧ化の方策などについて多໘的、総合的な研究を行う。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶝ��
労働市場制度改革
プロジェクトリーダー
鶴 光太郎 FF
活動期間：2016年 4月 1日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ日本の「労働市場制度」（LBCor MBrLet Institutions）の
新たな「かたͪ」、改革の͋り方を考えるたΊに、法学、経
済学、経営学などଟ໘的な立場から理論・実証的な研究を
行͏研究会を組織するɻく「労働市場制度」全般にを
向けながら、そΕͧΕの構成要素の૬ޓ関係に配りし、
特に、ॎׂり・֞ࠜをӽえた見地から包括的な労働法制、
労働政策の͋り方にͭいてఏ言を行͏ɻ·た、分析にたͬ
て、Ϥーロッパなどの経ݧなど国際的なࢹ・分析ख法
をे分取りೖΕながら、労働法制・制度と労働市場・雇用
システム、ͻいて経済パフΥーマンスとの関係を໌らか
にするɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	人文社会ܥ大学教育の分野別教育内༰・方法と仕事スキル

形成（本田	由紀）%1�17�+�071

ワークショップ
「日本の雇用システムの再構築」（2017/7/31）						1�74 রࢀ

ᶝ��
日本の労働市場の転換―全員参加型の労働
市場を目指して―
プロジェクトリーダー
川口 大司 FF
活動期間：2015年 9月 29日〜 2017年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ�� Ҏ上高齢人口のࡀ ��-�4 現人口に対する比率ࡀ
�000 年に ��� Ͱ͋ͬたのが �0�0 年に �4� になると
༧測͞Ε、社会保障費の૿Ճに͏財政ഁたΜをճආする
たΊに労働力人口の૿Ճと � 人たり生産性の向上が不
可ආͰ͋るɻ͜のプロジェクトͰ伝統的にਖ਼社һとして
の就業率がいए年者、女性、高齢者にযをて、就業
率やਖ਼社һ比率の動向を୳り、どのよ͏な要因が就業率向
上や生産性向上の害要因となͬているのか、どのよ͏な
政策的対応が考えらΕるのかを分析するɻ分析に͋たͬて
高質な政統計マイクロデータを͜Ε·Ͱにない新な
Ͱ༗効活用するɻࢹ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	自વ科学を専߈した教員が中学生の理科の学力に与える影

響について－日本の国際学力調査データを用いた分析－
（井上	敦、田中	隆一）%1�17�+�052

˔	 The	Effects	of	Supply	Chain	Disruptions	Caused	by	
the	Great	East	Japan	Earthquake	on	Workers	
(KONDO	Ayako)	%1�17�&�089

プログラム

Ⅶ ਓతࢿຊ
プログラムディレクター

鶴 光太郎
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˔	Do	Teaching	Practices	Matter	for	Students'	
Academic	Achievement?	A	case	of	linguistic	activity	
(TANAKA	Ryuichi	and	ISHIZAKI	Kazumi)	%1�17�&�108

˔	Welfare	Benefits	and	Labor	Supply:	Evidence	from	a	
natural	experiment	in	Japan	(YUGAMI	Kazufumi,	
MORIMOTO	Atsushi	and	TANAKA	Yoshiyuki)	%1�
17�&�109

˔	 Parental	Leaves	and	Female	Skill	Utilization:	
Evidence	from	PIAAC	(KAWAGUCHI	Daiji	and	
TORIYABE	Takahiro)	%1�18�&�003

ワークショップ
「日本の労働市場政策に向けて―女性・教育・ශࠔ・災害―」
（2017/5/22）　　　　　　　　　　　　　　　　	1�73 রࢀ

ᶝ��
日本企業の人材活用と能力開発の変化
プロジェクトリーダー
樋口 美雄 FF
活動期間：2016年 11月 22日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹۙ年、日本Ͱ労働生産性上ঢしているにかかわら
ͣ、� 人たり賃金上がͬていないɻその理由、パー
トタイム労働者૿Ճ、人的投資減少などの量的な໘と、労
働者のスキルが企業パフΥーマンスに݁びͭいていないと
い͏質的な໘によると考えらΕるɻ͜のプロジェクトͰ、
日本企業の人材活用と能力開発、スキルの実態、および、
労働者のスキルが企業パフΥーマンスに݁びͭいているか
ど͏かをݕ証するɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 Labor	Market	Impact	of	Labor	Cost	Increase	without	

Productivity	Gain:	A	natural	experiment	from	the	
2003	social	insurance	premium	reform	in	Japan	
(KODAMA	Naomi	and	YOKOYAMA	Izumi)	%1�17�&�093

ᶝ��
働き方改革と健康経営に関する研究
プロジェクトリーダー
山本 勲 FF
活動期間：2016年 12月 9日〜 2018年 11月 30日

プロジェクト概要
ɹ労働市場や企業における働き方が労働者のメンタルヘル
スや企業の݈߁経営とどのよ͏な関係性を持ͬているかを
実証的に໌らかにするɻ͞らに、日本経済が直໘する超高
齢化社会のとͰ、労働者や企業がいかに持続的に݈߁Ͱ
効率的な人的資本形成を行い、生産性の向上に݁びけら
Εるか実証的にݕ౼するɻ本プロジェクトͰ労働経済
学ととにྟচ心理・ਫ਼神保݈学の知見を生かしながら、
企業やै業һに関する͞·͟·なマイクロデータを用いて、
学術的・政策的な知見・含意を導出するɻ

ᶝ��
人的資源有効活用のための雇用システム変革
プロジェクトリーダー
大湾 秀雄 FF
活動期間：2017年 5月 29日〜 2019年 4月 30日

プロジェクト概要
ɹ日本企業の意思決定や雇用の組Έ、ւ֎のそΕらと
換性がなく、企業がグローバル化する上Ͱେきな障害とޓ
なͬていたɻグローバル化の͞らなる進展により、国内と
ւ֎Ͱ分அ͞Εた人材マネジメントを改Ί、制度の共通化
と知識ネットワークの構築を通͡た統合のඞ要性が高·ͬ
ているɻ他方、働き方改革をٻΊる政や社会の要、͋
るい࠾用͋り、ै業һのଐ性やニーズ、キャリアが
ଟ༷化しているɻ࠾用、育成、配ஔ、評価のいͣΕの໘に
おいて、現場の管理職が୲͏きൣғががͬてきてい
るɻ͜Ε人事機能の分権化とݺΜͰ良いɻ人事෦権
を現場の管理職にҕৡする一方、൴らの意思決定を支援ݶ
し、組織の݈全度をモニターするたΊの情報の収集に一層
力をೖΕる͜とが༧想͞Εるɻ
ɹۙ年、基װ業務システムやグループウェアの機能֦ுに
よͬて、ར用可能な人事データ、Ճ度的にがりͭͭ
͋り、（�）標管理制度の下Ͱの標や業務配ஔの情報、（�）
ଟ໘評価制度の下Ͱの෦下や同྅による上司の評価、（�）
ै業һຬ度ௐࠪによる職場環境の情報、（4）SPI やヒュー
マンアセスメントによる非ೝ知能力情報、といͬた新しい
情報が研究用にఏ͞ڙΕる機会が現ΕてきたɻAI 技術の発
展͜の動きをՃするͩΖ͏ɻ
ɹ͜͏した新しいデータの活用により、本プロジェクト、
労働経済学や行動経済学における、ॏ要な研究課題の発۷
と理論実証྆໘からの୳ࡧ的研究を行いたいɻ͞らに、企
業とタイアップしながら、実ݧ経済学の知見を取りೖΕ、
人事施策の効果測定等行いたいɻ۩体的に、研究期間中、
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男女格差、働き方改革、研मの効果、メンタルヘルス改ળ、
用市場におけるマッチング、中間管理職の能力評価、組࠾
織内イノベーションの � ͭの研究課題に力するɻ

ᶝ��
日本経済の成長と生産性向上のための基礎
的研究
プロジェクトリーダー
西村 和雄 FF
活動期間：2017年 6月 19日〜 2019年 5月 31日

プロジェクト概要
ɹ͜Ε·Ͱの日本の経済成長高い人的資本を備えた人材
がイノベーションを生Έ出す͜とによͬて支えらΕてきたɻ
しかし文෦科学লʰ平成 �� 年൛科学技術നॻʱͰ、「量
的な指標Ͱ͋る論文数にͭいて、・・・・・世界ॱҐをେき
く下͛ている」と͋るよ͏に、ۙ年の日本Ͱ研究開発力が
下している͜とが指ఠ͞Εているɻ
ɹ日本人の特許出ئ数 �00� 年をϐークに �0�4 年に �
ׂҎ上減少しているɻ͞らに、� 人たり国民ॴಘや工学
系論文発ද数 �000 年代ޙ半にೖると、େきく下しͭͭ
͋るɻ͜͏した向から、զが国Ͱ、教育投資が、国の
競争力・経済成長をे分にԡし上͛ていないと考えらΕるɻ
ɹ本研究、人的資本の経済成長におけるׂにͭいて、
理論、実証の立場から分析を行͏ɻ۩体的に、経済成長
と景気循環のෳࡶ系分析を行い、人的資本が経済成長や景
気循環において果たすׂを分析するととに、教育や子
育てが人的資本の積に果たすׂにͭいて分析するɻ͞
らに、経済主体のೝ知の͋り方が、学शや意思決定にどの
よ͏な影響を与えるかにͭいて、個人の活動計測を含Ί
た神経経済学的な分析を行͏ɻ

ᶝ��
日本在住の外国人の就労、移住と家庭に
関する実証研究
プロジェクトリーダー
劉 洋 F
活動期間：2018年 3月 26日〜 2020年 2月 29日

プロジェクト概要
ɹ現在、グローバル化が進Έ、ୈ࢛࣍産業革໋が֦େする
なか、企業の֎国人労働者に対する労働需要が͞·͟·な

分Ͱ高·りͭͭ͋るɻしかし、日本において、֎国人
材が活༂Ͱきる環境い·ͩ整ͬていないといわΕているɻ
֎国人の活༂を本格的に進Ίよ͏とするなら、日本にい
る֎国人の事・生活の問題を໌らかにした上Ͱ、日本の
経済社会制度全体を見ਾえた対応がඞ要Ͱ͋るɻそ͜Ͱ本
プロジェクト、࠷新のアンケートௐࠪのデータと、طଘ
データに基づき、定量分析を用いて、日本にډ住する֎国
人の就労、定ணおよび家ఉの問題の分析に取り組むɻそΕ
らの問題の原因をղ໌する͜とを中心とし、͞らに、ղ決
の可能性と政策ఏ言をࢼΈるɻ移民に関する学術研究の発
展に資するととに、経済、社会および政策形成に対して、
実証的なエビデンスをఏڙする͜とを指すɻ

プログラムⅦ の研究成果で 2017 年度の研究プロジェ
クトに属さないもの（その他）

■プロジェクトに属さない独立したもの

ディスカッション・ϖーパー
˔	More	Schooling,	More	Generous?	Estimating	the	

effect	of	education	on	intergenerational	transfers	
(YIN	Ting	and	ZHANG	Junchao)	%1�17�&�074

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

ダイバーシティと経済成長・企業業績研究
プロジェクトリーダー
樋口 美雄 FF
活動期間：2014年 5月 27日〜 2016年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Highly	Skilled	Immigrants'	Occupational	Choices	and	

the	Japanese	Employment	System	(HASHIMOTO	
Yuki)	%1�17�&�059

企業内人的資源配分メカニズムの経済分析―人事
データを用いたインサイダーエコノメトリクス―
プロジェクトリーダー
大湾 秀雄 FF
活動期間：2015年 4月 6日〜 2017年 3月 31日

出版物
『日本の人事を科学する　因果推論に基づくデータ活用』
（大湾	秀雄	ஶ）日本経済新ฉ出版社、2017年 6月

プログラム

Ⅷ
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法
と
経
済

Ⅷ

世界経済では、金融サービス、情報・通信、生命科学などの分野で加度的に技術革新が進むと考えられる。その
中で、世界をけΜ引するイノベーションを引き起こすには、何が必要なのͩΖうか。日本でも、欧米でも、自由参
入が保障された市場で画期的なイノベーションが起きたケースが多い。自由参入を保障するには、競争法をはじめ
として、さまざまな法律や制度が整උされていなくてはならない。本プログラムでは、法と経済学のࢹ点から、今
後のイノベーションの活性化に向け、新しい経済産業政策のあり方を解明する。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶞ��
標準化と知財化―戦略と政策
プロジェクトリーダー
鈴木 將文 FF
活動期間：2016年 7月 5日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ「人工知能技術戦略会ٞ」や「科学技術イノベーション૯
合戦略 �0��」において、知財と標準化戦略のॏ要性が指ఠ
͞Εているɻ日本͜Ε·Ͱ、化学や通৴技術分Ͱ日本
の技術の国際市場Ͱの知財化と標準化に取り組Έ、成ޭと
ࣦഊを経ݧしてきたɻ͜Ε、世界的に知財と標準化に企
業ͪΖΜ、欧米やアジアのॾ国が国の戦略としている
、しい環境をөしているɻ然、知財と標準化をΊ͙ͬてݫ
知財ૌুや競争政策ہによるఠ発૿Ճし、標準化ஂ体
のルールや差し止Ίٻの͋りかたなど変化してきたɻ
ɹ本研究Ͱ、データの統計分析やケーススタディの理論
分析により、͜Ε·Ͱの知財と標準化戦略の実態を分析す
るɻ分析にとづき、人工知能や Internet oG ThinHs といͬ
た先端技術の知財と標準化を、日本が༏Ґに立ͭ技術を中
心とした、日本のڧΈを生かすたΊの戦略と政策としてఏ
言するɻ

ओͳڀݚՌ

RIETI 政策セミナー
「標準と知的財産：最新動向と戦略ー世界の動きをにらみ日
本がとるべき戦略を考える」
（2017/12/8）																																											　　P.77 参র

プログラム

Ⅷ ๏ͱࡁܦ
プログラムディレクター（代行）

矢野 誠
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ᶞ��
企業統治分析のフロンティア
プロジェクトリーダー
宮島 英昭 FF
活動期間：2017年 8月 14日〜 2019年 7月 31日

プロジェクト概要
ɹスチュワードシップ・コード、コーポレート・ガバナンス・
コードの実施を通͡て、日本企業の統治制度改革、形式
的な整備から実効性の確保とい͏新たなஈ階にೖͬたɻࠓ
͜、ޙ の統治制度改革を通͡て、日本企業の収益力 ( Ք͙力 )
を改ળして行くたΊに、改革が、企業のイノベーション
能力の基ૅͰ͋る R&D 投資、人的資本投資をଅ進し、·
た積ۃ的な M&A、事業再組織化、過度なෛ債ѹॖのճආ
などにد与するඞ要が͋るɻͬと、͜Ε·Ͱ、ॴ༗構
造の変化、取క会の改革といͬた統治制度の変化が、実
際に͜͏した企業行動にどの程度、いかなるルートを通͡
て影響を与えるのかにͭいて、े分にղ໌͞Εてきたと
いえないɻ·た、ג主主権をモデルとする改革が、長期関
係を基ૅにஔく他の経済制度（雇用システム）と実際に整
合的に機能するのか、͞らに、͜͏した市場による経営の
規のଅ進が、ۙ؟ࢹ的な経営を生Έ出すとい͏可能性
Εるඞ要が͋るɻ本プロジェクトの課題、͜͏し͞౼ݕ
た問題意識から、現在の日本企業の統治制度の機能を、企
業のイノベーション、M&A、事業再組織化、財務政策など
の企業行動にযを͋ててղ໌するに͋るɻ

ᶞ��
市場の質の法と経済学に関するエビデンス
ベースポリシー研究
プロジェクトリーダー
古川 雄一 FF
活動期間：2018年 3月 12日〜 2020年 2月 29日

プロジェクト概要
ɹ市場の質理論によると、࢛半世لを超す長期ఀから
٫し、݈全な成長経࿏を築くに、市場の高質化とదな
市場インフラ（市場を取りרく͞·͟·な要素）の形成が
の課題となるɻそのたΊに、経済に内在するॾ問題ۓ٤
に対して、的に直接働きかけるのͰなく、法やガバ
ナンス形成を通͡たシステムデザインによͬて、ӌճ的、

間接的に的ୡ成を図るඞ要が͋るɻ市場高質化をたら
すシステムをデザインするに、市場の質をਖ਼確に定量化
し、市場の質と市場インフラの定量的関係をѲしなくて
ならないɻ本研究Ͱ、高ਫ਼度・高ݩ࣍ビッグパネルデー
タをར用し、内生性をഉআした市場インフラと市場の質の
定量化をࢼΈるɻそΕによりಘらΕたエビデンスをとに、
݈全な発展成長を可能にする、法、政策、制度等の市場
インフラのデザインをղ໌し、࠷ऴ的に、新たな法と経
済学分の開をࡧするɻ

プログラム

Ⅸ
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20 世紀末の日本の経済社会とその通商産業政策を考するにあたって、1980 年から 2000 年を中心とした通産政
策を振りฦり、評価することが本研究の目的である。20世紀末の 20年間は、日本の経済社会にとって意ຯのある
変化の時期であると同時に、通商産業政策にとってもきわめて大きな実質的かつ組৫的な変化のときであった。本
研究は、世紀のస期に๚れた通商産業政策の変化が、それまでの࢛半世紀の政策課題の認識やそれに対応した政
策手段の選、さらにはその結果に対する評価等にもとづいてどのようにもたらされたものかを明らかにしようと
するものである。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

ᶟ��
産業政策の歴史的研究
プロジェクトリーダー
武田 晴人 FF
活動期間：2016年 9月 13日〜 2018年 8月 31日

プロジェクト概要
ɹ�0 世لの日本の経済社会と通商産業・経済産業政策が
果たしたׂを考するに͋たͬて、���0 年から �000 年
を中心とした政策の変ભを振りฦり、評価する͜とが本研
究の的Ͱ͋るɻ�0 世لの �0 年間、日本の経済社会
にとͬて意ຯの͋る変化の時期Ͱ͋ると同時に、経済産業
ল発ޙの政策展開を歴史的なࢹͰ考する上Ͱ、ॏ要
な比較対となるɻ本研究、世لの転換期に๚Εた通商
産業政策の変化が、そΕ·Ͱの࢛半世لの政策課題のೝ識
やそΕに対応した政策खஈのબ、͞らにその݁果に対
する評価などにとづいてどのよ͏にたら͞Εたのか
を໌らかにしよ͏とするのͰ͋るɻ
ɹҎ上のよ͏な政策史・政策評価プログラムのझࢫにԊͬて、
本プロジェクトͰ、産業の成長からਰୀとい͏ライフサイ
クルにԊͬた政策展開を、� ͭのテーマに分けてݕ౼するɻ
ɹୈ � に、���0 年代から推進͞Εインダストリー 4.0 にͭ
ながる IMS（InteMMiHent MBnuGBcturinH SZsteN、知的生産シ
ステム）にͭいて、その構想、プログラムの実施から �0�0
年のऴྃ·Ͱの経過と、その歴史的な意ຯを໌らかにするɻ
ɹୈ � に、���0 年代から �000 年代にかけての長期のఀ
期における産業再生政策にし、͜の歴史的な意ٛを໌

らかにするɻ
ɹୈ � に、ୈ � 期に実施した研究プロジェクトにおける高
成長経済と産業政策に関わる国際比較研究を౿·えて、東
アジア（日本・ؖ国・・中国）の高成長においてそΕ
ͧΕݗ引力となͬた産業発展にし、͜Εに関わる政策
的関与にযをてて分析するɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	 IMS 国際共同研究プログラムのྺ史的位置（武田	晴人）
%1�17�+�076

ᶟ��
京都議定書を巡る政治過程の把握と分析
に関する研究
プロジェクトリーダー
牧原 出 FF
活動期間：2015年 10月 5日〜 2017年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ地球温暖化対策、զが国においてॏ要な政策課題Ͱ͋
り、লி間や産業界などのଟ数のར害関係者とのௐ整を要
する特を持ͭɻ特にژ都ٞ定ॻの࠾、非ৗにࠔな
ར害ௐ整を経て実現するにͬࢸた経Ңが͋るɻしかしなが
ら、ै来の先行研究Ͱ、政策決定の事者たͪの課題ೝ
識や意思決定のプロセスにͭいて、ඞͣし໌なݕ౼が
な͞ΕているわけͰないɻ͜Εを可能にするたΊ、本研

政
策
史
・

政
策
評
価

Ⅸ

プログラム

Ⅸ ࢙ࡦ・ࡦධՁ
プログラムディレクター

武田 晴人
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究Ͱ、ژ都ٞ定ॻ交渉に携わͬた事者へのฉき取りௐ
ࠪなどを通͡て、地球温暖化対策に関する政治過程の全体
૾のѲと分析を指す͜とをࢼΈるɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	京都議定書と地ٿ温ஆ化対策という政策のྺ史的意義（牧

原	出）%1�17�+�074

ᶟ��
産業政策の歴史的評価
プロジェクトリーダー
岡崎 哲二 FF
活動期間：2016年 7月 5日〜 2018年 6月 30日

プロジェクト概要
ɹ通商産業লおよび経済産業লが立Ҋ・実施してきた主要
な産業政策にͭいて、経済分析と歴史研究のアプローチを
統合してその定量的評価を行͏ɻ۩体的なプロジェクトと
して、ୈ � に ���0 年代に実施͞Εた地域開発政策を取
り上͛るɻ���� 年にֳٞ決定͞Εた全国૯合開発計画とそ
Εに基づく新産業都市建設ଅ進法（���� 年）、工業整備特
ผ地域整備ଅ進法（���4 年）、産業の空間配ஔを政策的
に変ߋするେ規なࢼΈͰ͋り、政策決定に͋たͬて地方
自治体や政治家からの͞·͟·なインプットが行わΕた͜
と͋ͬて、産業政策研究ͩけͰなく、経済史、空間経済学、
政治経済学のࢹから興ຯਂい対といえるɻ本プロジェ
クトͰ関連する統計データを体系的に整備するととに、
歴史的情報を収集し、྆者を統合する͜とを通͡て全国૯
合開発計画と新産都市など、関連する政策の歴史的評価を
Έるɻୈࢼ � に産業政策、特に地域経済政策が経済構造に
与えた長期的な影響をݕ౼するɻ���0 年代Ҏ߱、通産ল、
工業再配ஔଅ進法、テクノポリス法、಄立地法などの一
連の政策を通͡て、引き続き産業の空間的配ஔに対して政
策的に働きかけてきたɻ͜͏した政策、産業の空間的配
ஔͩけͰなく、経済のミクロ的なଆ໘、すなわͪ産業組織・
企業構造に長期的なインパクトを与えたと༧想͞Εるɻ
本プロジェクトͰ、工業統計ௐࠪ等の個ථデータを用い
て、͜Εら地域経済政策が産業組織・企業構造に与えた長
期的な影響をݕ証するɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー

˔	 Excess	Capacity	and	Effectiveness	of	Policy	
Interventions:	Evidence	from	the	cement	industry	
(OKAZAKI	Tetsuji,	ONISHI	Ken	and	WAKAMORI	
Naoki)	%1�18�&�012

ᶟ��
日本におけるエビデンスに基づく政策の
推進
プロジェクトリーダー
山口 一男 VF
活動期間：2017年 2月 6日〜 2019年 1月 31日

プロジェクト概要
ɹ日本Ͱ、政策評価や行政事業レビューなど、政策の
PDCA を推進するたΊの制度ଘ在するのの、そ͜Ͱの
評価ख法のଟく定性的なのが中心Ͱ͋るɻ·た、実証
実ݧなどを活用した定量的なのͰ͋ͬて、政策をडけ
たグループ（ॲஔ܈）のΈのデータを用いて評価していて、
政策をडけていないグループ（対র܈）との比較を行ͬて
いないなど、政策評価のख法に問題の͋るのがଟいɻՃ
えて、エビデンスの政策や༧算におけるө、組Έ自
体ଘ在するのの、実効性にしいɻ
ɹւ֎にを転͡ると、ӳ国や米国をච಄に、ւ֎ॾ国Ͱ、
政策決定や༧算ฤ成におけるエビデンスの活用がٸに進
ΜͰおり、エビデンスを活用し、より少ない༧算Ͱよりେ
きな政策効果を生Έ出す͜とが、෯い政策分Ͱ行わΕ
ているɻ
ɹ日本、他の国ʑに先行し、ٸな高齢化や人口減少、
GDP の � ഒを༏に上ճる政債務など、લྫのない課題に
直໘しているに現ঢ়をؑΈ、本研究プロジェクトͰ「エ
ビデンスに基づく政策」をり口に、�) 他国における実ફ
ྫの研究、�) 日本Ͱ進·ない原因分析、�) 日本Ͱの RCT
等を活用した新しい取り組Έの共༗、4) 他国の成ޭྫ等を
参考にした日本Ͱの新しい取組Έの企画・実施、�) 政内
Ͱ普及ͤ͞る組Έや制度の考、をࢼΈるɻ

ओͳڀݚՌ

RIETI	EBPMシンポジウム
「エビデンスに基づく政策立案を推進するために」
（2017/12/19）　　　　　　　　　　　　　	1�3���1�70 রࢀ

その他
日本においてエビデンスに基づく政策をどう進めていくべき
か「日本におけるエビデンスに基づく政策の推進」プロジェ
クト中間経過報告	参考資料

プログラム

SP
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前出の̕つの研究プログラムにはଐさない独立した研究プロジェクトです。

 ˔ プロδェクトհڀݚ ˔

特
定
研
究

SP

プログラム

SP ಛఆڀݚ
Special Projects

41��
気候変動枠組条約下での温室効果ガス削減
事業を巡る国際動向調査
プロジェクトリーダー
戒能 一成 F
活動期間：2011年 9月 14日〜

プロジェクト概要
ɹ気候変動組下Ͱ日本・EU などが参Ճするژ都ٞ定
ॻにおいて �00� ʙ �0�� 年のୈ一ଋ期間内において、
自国内Ͱのഉ出減にՃえഉ出権取引・JI・CDM など「ژ
都メカニズム」がഉ出減標のୡ成にར用可能と͞Εて
いるɻ͜の͏ͪഉ出減投資による減分を移転する
CDM・JI にͭいて、制度の͋り方にͭいて༷ʑな問題
が指ఠ͞Εており関連する制度改ਖ਼がݕ౼͞Εていると͜
ΖͰ͋るɻ
ɹ·た、�0�0 年メキシコ・カンクンͰの COP-�� Ͱ、米
国・中国などが参Ճする自主的な減標のఏࣔとଟ国間
都ٞ定ॻと異なる「新たな組Έ」がژ証を基本としたݕ
カンクン合意として取り·とΊらΕたが、֘新組Έに
おいてژ都メカニズムྨࣅの「新メカニズム」を設ける͜
と決定したのの、その内༰なおٞ論中のঢ়況に͋るɻ
ɹ本ௐࠪにおいて、ژ都ٞ定ॻにおける「ژ都メカニズム」
のޙࠓの制度改ਖ਼ঢ়況と、新たな組Έにおける「新メカ
ニズム」のݕ౼ঢ়況をௐࠪ・分析・評価する͜とにより、
減方策の͋り方にの効率的Ͱ実効͋る温ࣨ効果ガスޙࠓ
ͭいて国際政策ఏ言を行͏͜とを的とするɻ

41��
RIETI データ整備・活用
プロジェクトリーダー
五十里 寛 SF
活動期間：2015年 4月 1日〜

プロジェクト概要
ɹRIETI がॴ༗するデータに、通ৗ研究機関がデフΥル
トとしてॴଂしている比較的コストͰೖख可能なデータ
にՃえて、各プロジェクトͰ研究行のたΊにߪೖしたେ
規データや、プロジェクトの過程及び成果物として形成
͞Εたデータ等（アンケートௐࠪの݁果含む）が͋るɻ
ɹ本プロジェクトの的、͜Εらのデータセットを基ૅ
として、ར用者のより効率的なデータ用を可能とするた
Ίのインフラ整備を行͏͜とͰ͋るɻ·た、研究者のΈな
らͣ社会的に新たな知見を与えಘるデータ等の共༗可能
性をࢹにೖΕ、そのख続きをݕ౼するɻซͤて͜Εらを
ར用した研究成果や֓括的な情報を公දする͜とͰ政策現
場Ͱの活発なٞ論をש起する͜と的としているɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	海外現地法人の雇用創出・失と日本国内雇用との関係に

ついて（荒木	祥太）%1�18�+�007
˔	Wages,	Job	Productivity,	and	Job	Creation	and	

Destruction:	Evidence	from	Japanese	division-level	
employment	data	(LIU	Yang)	%1�17�&�060

˔	 Firm	Age,	Size,	and	Employment	Dynamics:	Evidence	
from	Japanese	firms	(LIU	Yang)	%1�18�&�006

˔	Markups,	City	Size,	and	Exports:	Evidence	from	
Japan	(KONDO	Keisuke)	%1�18�&�017
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41��
官民関係の自由主義的改革とサードセクター
の再構築に関する調査研究
プロジェクトリーダー
後 房雄 FF
活動期間：2015年 5月 18日〜 2018年 3月 31日

プロジェクト概要
ɹ本研究、高齢者介護、障害者ࢱ、保育、教育、医療
などの政策分͝とに、͋るい分ԣஅ的に、行政୲
෦ہとサードセクター組織との間の規制、ҕୗ、ิॿなど
の関係（民関係）の実態、そ͜におけるサードセクター
組織の経営実態をௐࠪ研究した͏えͰ、民関係の自由主
ٛ的改革の۩体Ҋとその改革を通͡たサードセクターの再
構築の課題と方向性を໌らかにしよ͏とするのͰ͋るɻ
͜͜Ͱ自由主ٛ的改革とい͏の、わが国の公共サービス
をより効率的Ͱ質の高いのにする͏えͰ、ै来の民関
係を、ଟ༷なఏڙ主体の間のಁ໌Ͱ自由な競争とར用者の
બをଅ進する方向Ͱൈ本的に改革する͜とͰ͋るɻ۩体
的に、ୈ 4 ճのサードセクターௐࠪの݁果分析および関
係者、ઐ家などへのヒアリング、๚問ௐࠪなどを通͡て
研究を進Ίるɻ

ओͳڀݚՌ

ディスカッション・ϖーパー
˔	日本におけるサードセクター組৫の現状と課題―平成 29

年度第 4回サードセクター調査による検討―（後	房雄、
坂本	治也）%1�17�+�063

˔	団体のઃ立からみるサードセクターの構成とその変༰（山
本	英弘）%1�17�+�065

˔	地方創生と自治体・サードセクター間の財政関係（喜多見	
富太郎）%1�17�+�067

˔	サードセクター組৫におけるミッション・ドリフトの発生
要因（小田	康彦）%1�17�+�068

˔	サードセクター組৫の法人格の差異・商業化・専門化が雇
用に与える影響：2014年度サードセクター調査に基づく
基礎的分析（仁平	典宏）%1�18�+�011

41��
社会保障の中長期課題への対応に関する
研究
プロジェクトリーダー
小塩 隆士 FF
活動期間：2017年 10月 2日〜 2019年 9月 30日

プロジェクト概要
ɹ経済産業লの࣍・एखプロジェクトの問題ఏ起の͏ͪ、
զが国の社会保障・税制の中長期的課題にযをてて、
Ҏ下のॾにͭいてٞ論・考を行い、政策ఏ言を行͏ɻ
�ɽ高齢者の定ٛ見直し・生֔働く社会づくり
�ɽ自ॿをॏࢹする医療・介護への転換
�ɽポスト一体改革のオプションݕ౼

特定研究の成果で 2017 年度のプロジェクトに属さな
いもの

■ 2016 年度以前の研究プロジェクトに属するもの

高齢化社会における移民に対する態度の
調査研究
プロジェクトリーダー
中田 啓之 SF
活動期間：2015年 4月 20日〜 2017年 3月 31日

ディスカッション・ϖーパー
˔	Countering	Public	Opposition	to	Immigration:	The	

impact	of	information	campaigns	(Giovanni	
FACCHINI,	Yotam	MARGALIT	and	NAKATA	Hiroyuki)	
%1�17�&�094

˔	Attitudes	towards	Immigration	in	an	Ageing	Society:	
Evidence	from	Japan	(NAKATA	Hiroyuki)	%1�17�&�095

その他の特別な研究成果

■プログラム・プロジェクトに属さない独立したもの

ディスカッション・ϖーパー
˔	中国における財政制度改革に関する研究－中央と地方の関

係の再構築に向けて（孟	健軍）%1�17�+�030
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特
定
研
究

SP

˔	日本政の底流に流れる “小主義 ” のܥේ（山下	一仁）
%1�17�+�040

˔	日本における賃金の༌出プレミア：employer-employee	
data を利用した分析（伊藤	公二）%1�17�+�050

˔	賃金構造のજ在的多༷性と男女賃金格差－労働市場の二重
構造分析再๚（山口	一男）%1�17�+�057

˔	政策評価のための横断໘前後差分析 (DID）の前ఏ条件と
ॲ置効果の安定性条件 (SUTVA）に問題を生じる場合の
対策手法の考（戒能	一成）%1�17�+�075

˔	ब労スケジュールの不確実性と補ঈ賃金（森川	正之）%1�
18�+�008

˔	長時間通勤とテレワーク（森川	正之）%1�18�+�009
˔	٤Ԏ・ං満と労働市場成果（森川	正之）%1�18�+�010
˔	ཱྀ行客フローにおけるڑ・国境効果：ミクロ・グラビティ

分析（森川	正之）%1�18�+�012
˔	 The	Macroeconomic	Effects	of	Japan's	

Unconventional	Monetary	Policies	(MIYAO	Ryuzo	
and	OKIMOTO	Tatsuyoshi)	%1�17�&�065

˔	Who	Are	Afraid	of	Losing	Their	Jobs	to	Artificial	
Intelligence	and	Robots?	Evidence	from	a	survey	
(MORIKAWA	Masayuki)	%1�17�&�069

˔	 Impact	of	Policy	Uncertainty	on	Consumption	and	
Saving	Behavior:	Evidence	from	a	survey	on	
consumers	(MORIKAWA	Masayuki)	%1�17�&�075

˔	Are	Part-time	Employees	Underpaid	or	Overpaid?	
Productivity–wage	gaps	in	Japan	(MORIKAWA	
Masayuki)	%1�17�&�077

˔	Occupational	Licenses	and	Labor	Market	Outcomes	
(MORIKAWA	Masayuki)	%1�17�&�078

˔	Uncertainty	over	Production	Forecasts:	An	empirical	
analysis	using	monthly	firm	survey	data	(MORIKAWA	
Masayuki)	%1�17�&�081

˔	Dispersion	and	Volatility	of	TFPQ	in	Service	
Industries	(MORIKAWA	Masayuki)	%1�17�&�088

˔	No-arbitrage	Determinants	of	Japanese	Government	
Bond	Yield	and	Credit	Spread	Curves	(OKIMOTO	
Tatsuyoshi	and	TAKAOKA	Sumiko)	%1�17�&�104

˔	 Impact	of	Foreign	Tourists	on	Productivity	in	the	
Accommodation	Industry:	A	panel	data	analysis	
(MORIKAWA	Masayuki)	%1�17�&�106

˔	Wage	Premium	of	Exporting	Plants	in	Japan:	Do	
plant	and	firm	size	matter	?	(ITO	Koji)	%1�17�&�115

˔	 Japanese	Plants'	Heterogeneity	in	Sales,	Factor	Inputs,	
and	Participation	in	Global	Value	Chains	(ITO	Koji,	Ivan	
DESEATNICOV	and	FUKAO	Kyoji)	%1�17�&�117

˔	Household	Income	and	the	OECD's	Four	Types	of	

Social	Capital	(YODO	Masato	and	YANO	Makoto)	%1�
17�&�119

˔	 Efficiency	among	Japanese	SMEs:	In	the	context	of	
the	zombie	firm	hypothesis	and	firm	size	(GOTO	
Yasuo	and	Scott	WILBUR)	%1�17�&�123

˔	Uncertainty	over	Working	Schedules	and	Compensating	
Wage	Differentials:	From	the	viewpoint	of	labor	
management	(MORIKAWA	Masayuki)	%1�18�&�015

ポリシー・ディスカッション・ϖーパー
˔	わが国における政策の不確実性（伊藤	新）1%1�17�1�019
˔	൚用 AI 時代を福音に変える「美意識革命」のすすめ（藤	

和彦）1%1�17�1�035

国際セミナー
“Death	versus	Destruction	in	the	Economics	of	
Catastrophes”	(2017/5/17)																												1�73 রࢀ

RIETI 特別 BBLセミナー
「2017年版中小企業白書及び小規模企業白書」（2017/5/24）
																																																																						1�73 রࢀ
「2017年版ものづくり白書－ IoT 社会における製造業の課
題と政府の取組」（2017/6/22）																									1�74 রࢀ
「通商白書 2017 の概要について：如何に自由貿易を持続的
に進めていくか」（2017/7/7）																											1�74 রࢀ
「連邦議会選挙後のドイツ―政治・経済政策の方向性」
（2017/10/3）																																										1�6���1�76 রࢀ
「フランスの欧州改革への新たな意志」（2018/2/7）
����������������������������������������������������������������1�6���1�78 রࢀ
京都大学経済研究所シンポジウムシリーズⅡ：
豊かさを育むエビデンスベース社会の実現に向けて

第 5回「文理融合の発を育む人材育成〜࡞り手と使い手を
つなぐ〜」（2017/6/17）																																		1�67 রࢀ
第 6回「明日の社会を創る－科学技術と大学－」（2017/12
/2）																																																																1�69 রࢀ
第 7回「明るい社会の未来像」（2018/3/10）							1�70 রࢀ
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ハイライトセミナー
第 19回「大きな不確実さを๊える経済・市場の現状と展望
－政策不確実性指標をもとに」(2017/7/11)

1�4���1�74 রࢀ
国際ワークショップ
“Accounting	for	Micro	and	Macro	Patterns	of	Trade”	
(2017/8/2)

1�75 রࢀ

RIETI 特別セミナー
「米国の税制改革をめぐる動き」（2017/8/21）

1�75 রࢀ

METI-RIETI 政策シンポジウム
「新産業構造ビジョン―新たな経済社会システム構築に向け
た日本の戦略と課題―」（2017/8/23）

1�5���1�68 রࢀ
TIER-RIETI-KIET	Workshop
“Trade	Issues	and	Policies	under	the	New	
Protectionism”	(2017/10/19)

1�76 রࢀ
国際セミナー
“Incidence	of	Social	Security	Contributions:	Evidence	
from	France”	(2017/11/27)

1�76 রࢀ

METI-RIETI 政策シンポジウム

「クロスボーダーM&A：海外企業買収における課題とその克
服に向けて」（2017/11/29）

1�5���1�68 রࢀ
CEPR-RIETI ワークショップ
“Science	and	Innovation”	(2018/2/26)

1�78 রࢀ
METI	JPO-RIETI 国際シンポジウム
「標準必須特許を巡る紛争解決に向けて	-Licensing	5G	
SEPs-」（2018/3/13）

1�5���1�71 রࢀ
RIETI-ANUシンポジウム
「日本と豪州－不確実性の時代にアジア太平洋地域のリー
ダーを目指して」（2018/3/15）

1�4���1�72 রࢀ
国際ワークショップ
“Long-term	Growth	and	Secular	Stagnation”	
(2018/3/30)

1�79 রࢀ

出版物
『働き方の男女不平等　理論と実証分析』（山口	一男	ஶ）
日本経済新ฉ出版社、2017年 5月
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ディスカッション・ϖーパーは、原則として内部のレビュー・プロセスを経て専門論文の形式でまとめられた研究成果です。
活発な議論をש起するためウェブサイト上で公開しており、ダウンロードがՄ能です。

研究
จ

σΟスΧッショϯ・ϖーύー
Discussion Paper

DP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-J-029 2017年 4月 資ݯ大国のカザフスタン	〜その SOE に対していかなる国際経済法的規律が導
入されているのか？〜

ウミリデノブ	アリシェル
（名古屋大学）	 ᶘŖ 6

17-J-030 2017年 4月 中国における財政制度改革に関する研究－中央と地方の関係の再構築に向けて 孟	健軍（RIETI）		 そのଞ

17-J-031 2017年 4月 日本の中小企業における利益の質に関する実証分析 金	ᭈ玉（東京経済大学）
安田	行宏（一橋大学）		 ᶛ - そのଞ

17-J-032 2017年 4月 プラットフォーム産業における市場画定 川濵	昇（RIETI）
武田	邦એ（大阪大学） ᶛ - そのଞ

17-J-033 2017年 4月 減ଛ会計は企業投資行動に影響を及΅すか
植杉	威一郎（RIETI）
中島	賢太郎（一橋大学）
細野	薫（学習院大学）

ᶛ - そのଞ

17-J-034 2017年 4月 企業間の共同研究ネットワークはイノベーションの質的パフォーマンスを向上
さͤるか？－世界の大規模データによる国際比較－

൧野	隆史（新潟大学）
井上	寛康（ฌݿ県立大学）
齊藤	有希子（RIETI）
戸堂	康之（RIETI）

ᶘŖそのଞ

17-J-035 2017年 4月 日本の世帯ଐ性別ஷ率の動向について 宇南山	卓（RIETI）
大野	太郎（信州大学）		 ᶛ - そのଞ

17-J-036 2017年 5月 個人の健康状ଶの決定要因に関する分析：地域ଐ性に目して
庄司	啓史
（ऺ議院調査局財務金融調査室）
井深	陽子（慶應義塾大学）

ᶜ - そのଞ

17-J-037 2017年 5月 企業成長のエンジンとしての産学官連携？知的クラスター政策の評価 岡室	博之（一橋大学）
池内	健太（RIETI） ᶜ - そのଞ

17-J-038 2017年 5月 国外所得໔আ方式への移行が海外現地法人の企業活動に与えた影響 長谷川	誠（政策研究大学院大学）
清田	耕造（RIETI） ᶜ - そのଞ

17-J-039 2017年 6月 ジェネリック医ༀ品のී及とインセンティブ：一般名ॲ方加算の導入の影響 西川	浩平（ઁ南大学）
大橋	弘（RIETI） ᶛ - そのଞ

17-J-040 2017年 6月 日本政の底流に流れる “ 小主義 ” のܥේ 山下	一仁（RIETI） そのଞ

17-J-041 2017年 7月 中国産品༌入に対する AD 税ො課：中国WTO 加ໍ議定書 15 条 a ߲ ii 号の失
効の意ຯと対応策 梅島	修（高崎経済大学） ᶘŖ 6

17-J-042 2017年 7月 経済成長と産業構造の変化 吉川	洋（RIETI）
安藤	浩一（中央大学） ᶛ - そのଞ

17-J-043 2017年 7月 本社機能とスキルภ向的技術変化 川上	淳之（東洋大学） ᶜ - そのଞ

17-J-044 2017年 7月 地方創生に対する地域金融機関の営業現場の取り組みの現状と課題	―2017
年・RIETI 支ళ長アンケートの結果概要―

家森	信善（RIETI）
相澤	๎子（日本大学）
海野	৾悟（高知大学）
小川	光（東京大学）
尾﨑	泰文（۴࿏公立大学）
近藤	ສๆ（Ѫ知学院大学）
高久	賢也（広島市立大学）
冨村	圭（Ѫ知大学）
ຏ谷	浩三（立命館大学）
柳原	光芳（名古屋大学）

ᶙŖ 10

17-J-045 2017年 7月 地域銀行のళฮネットワークと経営パフォーマンス 近藤	ສๆ（Ѫ知学院大学） ᶙŖ 10

ˎҎԼ 2017 年 4 月～ 2018 年 3 月ʹ͞ߦץΕͨͷͰ͢ɻ
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17-J-046 2017年 8月 資本入が地域銀行のି出行動に与える影響 永田	邦和（ࣛ児島大学） ᶙŖ 10

17-J-047 2017年 8月 地域金融機関の競争環境が事業所の開ഇ業に与える影響 ຏ谷	浩三（立命館大学）
尾崎	泰文（۴࿏公立大学） ᶙŖ 10

17-J-048 2017年 8月 大学等公的研究機関が工場への研究開発機能ઃに与える影響
枝村	一ຏ（日本生産性本部）
乾	友彦（RIETI）
山内	勇（RIETI）

ᶜ - そのଞ

17-J-049 2017年 8月 テクノロジーの進化による不安のഎ景分析

戸田	淳仁
（リクルートワークス研究所）
中馬	宏之（RIETI）
林	৾（京都大学）
久米	功一（東洋大学）

ᶚŖ 4

17-J-050 2017年 8月 日本における賃金の༌出プレミア：employer-employee	data を利用した分
析 伊藤	公二（RIETI） そのଞ

17-J-051 2017年 8月 日本の法人税改革と法人課税のؼணに関する動学的分析―外形標準課税֦大の
効果― 土居	ৎ朗（慶應義塾大学） ᶗ - そのଞ

17-J-052 2017年 8月 自વ科学を専߈した教員が中学生の理科の学力に与える影響について－日本の
国際学力調査データを用いた分析－

井上	敦（政策研究大学院大学）
田中	隆一（東京大学） ᶝ -2

17-J-053 2017年 8月 人工知能等の新しいテクノロジーを活かす能力とは何か　自ݾ変化能と情報ఏ
供・働き方の変化に対するଶ度に関するアンケート分析

久米	功一（東洋大学）
中馬	宏之（RIETI）
林	৾（京都大学）
戸田	淳仁
（リクルートワークス研究所）

ᶚŖ 4

17-J-054 2017年 8月 リーマンショック後の中小企業におけるઃඋ投資とその変化：保証制度及びマ
クロ経済環境との関係 小塚	ڡ文（流通科学大学） ᶙŖ 10

17-J-055 2017年 8月 ブミプトラ政策の文຺からみたマレーシアの政府ܥ企業（GLC）改革 熊谷	聡（アジア経済研究所） ᶘŖ 6

17-J-056 2017年 8月 地域金融機関による経営者教育の効果の検証―金沢信用金ݿによる取り組み事
ྫ― 北野	友士（౧山学院大学） ᶙŖ 10

17-J-057 2017年 9月 賃金構造のજ在的多༷性と男女賃金格差－労働市場の二重構造分析再๚ 山口	一男（RIETI） そのଞ

17-J-058 2017年 10月 中国మ߯産業における過剰生産能力問題と補助金：ソフトな༧算制のଘ在の
検証 渡ᬒ	真理子（学習院大学） ᶘŖ 6

17-J-059 2017年 10月 国有企業を通じた༌出促進と相ࡴ関税 Ṳ田	守弘（上智大学） ᶘŖ 6

17-J-060 2017年 10月 再生Մ能エネルギーݻ定価格買取制度の法的問題―投資協定仲裁における争点
― 玉田	大（神戸大学） ᶘŖ 6

17-J-061 2017年 10月 所得消費のؼண構造を考ྀした地域間産業連関モデルによる地方創生政策の経
済効果分析

石川	良文（南山大学）
中村	良平（RIETI） ᶙŖ 6

17-J-062 2017年 10月 第 4 次産業革命における管理職の役割：日米比較の観点から

戸田	淳仁
（リクルートワークス研究所）
中馬	宏之（RIETI）
林	৾（京都大学）
久米	功一（東洋大学）

ᶚŖ 4

17-J-063 2017年 10月 日本におけるサードセクター組৫の現状と課題―平成 29 年度第 4 回サードセ
クター調査による検討―

後	房雄（RIETI）
坂本	治也（関西大学） SP-3

17-J-064 2017年 10月 協同組৫金融機関のリスクテイクと金融システムの安定性：グローバル金融ة
機からの教訓 大熊	正哲（岡山大学） ᶙŖ 10

17-J-065 2017年 10月 団体のઃ立からみるサードセクターの構成とその変༰ 山本	英弘（山形大学） SP-3

17-J-066 2017年 10月 ベトナム国有మ߯企業の衰退とリストラクチャリング 川端	望（東北大学） ᶘŖ 6

17-J-067 2017年 11月 地方創生と自治体・サードセクター間の財政関係 喜多見	富太郎（京都産業大学） SP-3

17-J-068 2017年 11月 サードセクター組৫におけるミッション・ドリフトの発生要因 小田	康彦（徳島大学） SP-3

17-J-069 2017年 11月 貿易協定を通じた国有企業規制－「商業的考ྀ」の概念の展開－ 関根	豪政（名古屋商科大学） ᶘŖ 6

17-J-070 2017年 11月 EU における国家補助規制の正当化原理とその意義の広がり 青柳	由߳（横浜国立大学） ᶘŖ 6

17-J-071 2017年 11月 人文社会ܥ大学教育の分野別教育内༰・方法と仕事スキル形成 本田	由紀（東京大学） ᶝ -1

17-J-072 2017年 12月 スポット価格༧測に基づく JEPX 先渡価格けモデルの構築 山田	雄二（筑波大学） ᶛ -4
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17-J-073 2017年 12月 労働時間が生活満度に及΅す影響－日本における大規模アンケート調査を用
いた分析－

鶴見	哲也（南山大学）
馬奈木	俊介（RIETI） ᶛ -11

17-J-074 2017年 12月 京都議定書と地ٿ温ஆ化対策という政策のྺ史的意義 牧原	出（RIETI） ᶟŖ 2

17-J-075 2017年 12月 政策評価のための横断໘前後差分析 (DID）の前ఏ条件とॲ置効果の安定性条
件 (SUTVA）に問題を生じる場合の対策手法の考 戒能	一成（RIETI） そのଞ

17-J-076 2017年 12月 IMS 国際共同研究プログラムのྺ史的位置 武田	晴人（RIETI） ᶟŖ 1

18-J-001 2018年 1月 中国国有企業に対する EU ू中規則のద用 武田	邦એ（大阪大学） ᶘŖ 6

18-J-002 2018年 1月 日本の製造業における IT の利用がマークアップに及΅す影響 松川	勇（武蔵大学） ᶛ -11

18-J-003 2018年 1月 調整力市場におけるネガワット取引とエネルギー利用効率 幸秀（早稲田大学）	川ݿ
田中	誠（RIETI） ᶛŖ 2

18-J-004 2018年 1月 自動運సंが生み出すध要と社会的ジレンマ 森田	玉ઇ（山ས県立大学）
馬奈木	俊介（RIETI） ᶛ -11

18-J-005 2018年 2月 自動運సの導入による行ڑへの影響：家計への調査を用いた実証分析 岩田	和之（松山大学）
馬奈木	俊介（RIETI） ᶛ -11

18-J-006 2018年 2月 労働規制と技術投資の関係性―労働規制変化による資本投資及び情報化投資へ
の影響の分析

田中	健太（武蔵大学）
古村	（武蔵大学）
馬奈木	俊介（RIETI）

ᶛ -11

18-J-007 2018年 2月 海外現地法人の雇用創出・失と日本国内雇用との関係について 荒木	祥太（RIETI） SP-2

18-J-008 2018年 3月 ब労スケジュールの不確実性と補ঈ賃金 森川	正之（RIETI） そのଞ

18-J-009 2018年 3月 長時間通勤とテレワーク 森川	正之（RIETI） そのଞ

18-J-010 2018年 3月 ٤Ԏ・ං満と労働市場成果 森川	正之（RIETI） そのଞ

18-J-011 2018年 3月 サードセクター組৫の法人格の差異・商業化・専門化が雇用に与える影響：
2014 年度サードセクター調査に基づく基礎的分析 仁平	典宏	( 東京大学 ) SP-3

18-J-012 2018年 3月 ཱྀ行客フローにおけるڑ・国境効果：ミクロ・グラビティ分析 森川	正之（RIETI） そのଞ

DP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-E-059 2017年 4月 Highly	Skilled	Immigrants'	Occupational	Choices	and	the	Japanese	
Employment	System

HASHIMOTO	Yuki	
(Kyushu	University)	 ᶝ - そのଞ

17-E-060 2017年 4月 Wages,	Job	Productivity,	and	Job	Creation	and	Destruction:	Evidence	
from	Japanese	division-level	employment	data LIU	Yang	(RIETI)	 SP-2

17-E-061 2017年 4月 Foreign	Institutional	Ownership	and	Risk	Taking XU	Peng	(Hosei	University) ᶛ - そのଞ

17-E-062 2017年 4月 Bank-Firm	Relationship	and	Small	Business	Innovation XU	Peng	(Hosei	University) ᶛ - そのଞ

17-E-063 2017年 4月 Assessing	the	Impact	of	Renewable	Energy	Sources:	Simulation	
analysis	of	the	Japanese	electricity	market

YOSHIHARA	Keisuke	
(The	University	of	Tokyo)
OHASHI	Hiroshi		(RIETI)	

ᶛ - そのଞ

17-E-064 2017年 4月 Exchange	Rates	and	the	Swiss	Economy THORBECKE,	Willem	(RIETI)
KATO	Atsuyuki	(RIETI)	 ᶗ -7

17-E-065 2017年 5月 The	Macroeconomic	Effects	of	Japan's	Unconventional	Monetary	
Policies

MIYAO	Ryuzo	
(The	University	of	Tokyo)
OKIMOTO	Tatsuyoshi	(RIETI)	

そのଞ

17-E-066 2017年 5月 Trends	and	Priority	Shifts	in	Artificial	Intelligence	Technology	
Invention:	A	global	patent	analysis

FUJII	Hidemichi	
(Nagasaki	University)
MANAGI	Shunsuke	(RIETI)

ᶛ -11

17-E-067 2017年 5月 Industrial	Revolutions	and	Global	Imbalances
Alexander	MONGE-NARANJO	
(FRB	St.	Louis	/	Washington	
University)
UEDA	Kenichi	(RIETI)	

ᶗ - そのଞ

ӳޠ　https://www.rieti.go.jp/jp/publications/act@dp@en.html
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17-E-068 2017年 5月 Forecasting	Firm	Performance	with	Machine	Learning:	Evidence	from	
Japanese	firm-level	data

MIYAKAWA	Daisuke	
(Hitotsubashi	University)
MIYAUCHI	Yuhei	(MIT)
Christian	PEREZ	
(Carnegie	Mellon	University)

ᶛ - そのଞ

17-E-069 2017年 5月 Who	Are	Afraid	of	Losing	Their	Jobs	to	Artificial	Intelligence	and	
Robots?	Evidence	from	a	survey MORIKAWA	Masayuki		(RIETI) そのଞ

17-E-070 2017年 5月 Size-dependent	Policy	and	Firm	Growth
HOSONO	Kaoru	(RIETI)
TAKIZAWA	Miho	
(Toyo	University)
TSURU	Kotaro	(RIETI)

ᶜ - そのଞ

17-E-071 2017年 5月 Competition,	Uncertainty,	and	Misallocation

HOSONO	Kaoru	(RIETI)
TAKIZAWA	Miho	
(Toyo	University)
YAMANOUCHI	Kenta	
(Keio	University)

ᶜ - そのଞ

17-E-072 2017年 5月 Market	Thickness,	Input-Output	Linkages,	and	Agglomeration
MIYAUCHI	Yuhei	(MIT)
MIYAKAWA	Daisuke	
(Hitotsubashi	University)

ᶛ - そのଞ

17-E-073 2017年 5月 Do	Overseas	Subsidiaries	Benefit	from	Parent	Firms'	Intangibles?

HOSONO	Kaoru	(RIETI)
MIYAKAWA	Daisuke	
(Hitotsubashi	University)
TAKIZAWA	Miho	
(Toyo	University)

ᶜ - そのଞ

17-E-074 2017年 5月 More	Schooling,	More	Generous?	Estimating	the	effect	of	education	
on	intergenerational	transfers

YIN	Ting	(RIETI)
ZHANG	Junchao	(Institute	of	
Statistical	Mathematics)

ᶝ - そのଞ

17-E-075 2017年 5月 Impact	of	Policy	Uncertainty	on	Consumption	and	Saving	Behavior:	
Evidence	from	a	survey	on	consumers MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-076 2017年 5月 A	Compositional	Data	Analysis	of	Market	Share	Dynamics
ARATA	Yoshiyuki	(RIETI)
ONOZAKI	Tamotsu	
(Rissho	University)

ᶛ - そのଞ

17-E-077 2017年 5月 Are	Part-time	Employees	Underpaid	or	Overpaid?	Productivity–wage	
gaps	in	Japan MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-078 2017年 5月 Occupational	Licenses	and	Labor	Market	Outcomes MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-079 2017年 5月 When	Japanese	Banks	Become	Pure	Creditors:	Effects	of	declining	
shareholding	by	banks	on	bank	lending	and	firms'	risk	taking

ONO	Arito	(Chuo	University)
SUZUKI	Katsushi	
(Hitotsubashi	University)
UESUGI	Iichiro	(RIETI)

ᶛ - そのଞ

17-E-080 2017年 5月 Intangible	Capital	and	the	Choice	of	External	Financing	Sources
HOSONO	Kaoru	(RIETI)
TAKIZAWA	Miho	
(Toyo	University)

ᶛ - そのଞ

17-E-081 2017年 5月 Uncertainty	over	Production	Forecasts:	An	empirical	analysis	using	
monthly	firm	survey	data MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-082 2017年 5月 Empirical	Study	on	the	Utilization	and	Effects	of	Health	Checkups	in	
Japan

INUI	Tomohiko	(RIETI)
ITO	Yukiko	(Tsuda	University)
KAWAKAMI	Atsushi	
(Toyo	University)
MA	Xin	Xin	
(Hitotsubashi	University)
NAGASHIMA	Masaru	(GRIPS)
ZHAO	Meng	(KONISHI	Moe)	
(Gakushuin	University)

ᶜ - そのଞ

17-E-083 2017年 5月 Decomposition	of	Aggregate	Productivity	Growth	with	Unobserved	
Heterogeneity

KASAHARA	Hiroyuki	
(University	of	British	Columbia)
NISHIDA	Mitsukuni	
(Johns	Hopkins	University)
SUZUKI	Michio	
(Hitotsubashi	University)

ᶜ - そのଞ
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17-E-084 2017年 5月 Venture	Capital	Networks:	An	analysis	using	the	exponential	random	
graph	model

KOUJAKU	Sadamori	
(University	of	Bristol)
MIYAKAWA	Daisuke	
(Hitotsubashi	University)	

ᶜ - そのଞ

17-E-085 2017年 5月 Overseas	Production	Expansion	and	Domestic	Transaction	Networks
HAYAKAWA	Kazunobu	
(IDE,	JETRO)
MATSUURA	Toshiyuki	
(Keio	University)

ᶙ - そのଞ

17-E-086 2017年 5月 Forgiveness	Versus	Financing:	The	determinants	and	impact	of	SME	
debt	forbearance	in	Japan

ONO	Arito	(Chuo	University)
YASUDA	Yukihiro	
(Hitotsubashi	University)

ᶛ - そのଞ

17-E-087 2017年 6月 Fiscal	Forward	Guidance:	A	case	for	selective	transparency
FUJIWARA	Ippei	(RIETI)
WAKI	Yuichiro	
(University	of	Queensland)	

ᶗ - そのଞ

17-E-088 2017年 6月 Dispersion	and	Volatility	of	TFPQ	in	Service	Industries MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-089 2017年 6月 The	Effects	of	Supply	Chain	Disruptions	Caused	by	the	Great	East	
Japan	Earthquake	on	Workers

KONDO	Ayako	
(The	University	of	Tokyo) ᶝ -2

17-E-090 2017年 6月 Listing	and	Financial	Constraints

UEDA	Kenichi	
(The	University	of	Tokyo	/	TCER)
ISHIDE	Akira	
(Northwestern	University)
GOTO	Yasuo	(RIETI)	

ᶛ - そのଞ

17-E-091 2017年 6月 FTAs	and	the	Pattern	of	Trade:	The	case	of	the	Japan-Chile	FTA
KUNO	Arata	(Kyorin	University)
URATA	Shujiro	(RIETI)
YOKOTA	Kazuhiko	
(Waseda	University)

ᶘ - そのଞ

17-E-092 2017年 6月 Political	Connections	and	Antidumping	Investigations:	Evidence	from	
China ZHANG	Hongyong	(RIETI) ᶘ - そのଞ

17-E-093 2017年 6月
Labor	Market	Impact	of	Labor	Cost	Increase	without	Productivity	
Gain:	A	natural	experiment	from	the	2003	social	insurance	premium	
reform	in	Japan

KODAMA	Naomi	(RIETI)
YOKOYAMA	Izumi	
(Hitotsubashi	University)

ᶝ -3

17-E-094 2017年 6月 Countering	Public	Opposition	to	Immigration:	The	impact	of	
information	campaigns

Giovanni	FACCHINI	
(University	of	Nottingham)
Yotam	MARGALIT	
(Tel	Aviv	University)
NAKATA	Hiroyuki	(RIETI)

SP- その
ଞ

17-E-095 2017年 6月 Attitudes	towards	Immigration	in	an	Ageing	Society:	Evidence	from	
Japan NAKATA	Hiroyuki	(RIETI)	 SP- その

ଞ

17-E-096 2017年 7月 The	Pollution	Outsourcing	Hypothesis:	An	empirical	test	for	Japan

Matthew	A.	COLE	
(University	of	Birmingham)
Robert	R.J.	ELLIOTT	
(University	of	Birmingham)
OKUBO	Toshihiro	
(Keio	University)
Liyun	ZHANG	
(University	of	Birmingham)	

ᶙ - そのଞ

17-E-097 2017年 7月 The	Effect	of	the	Fed's	Large-scale	Asset	Purchases	on	Inflation	
Expectations THORBECKE,	Willem	(RIETI) ᶗ -7

17-E-098 2017年 7月 To	Support	R&D	or	Linkages?	Seeking	a	better	policy	mix	for	SME	
support SUZUKI	Jun	(GRIPS) ᶚ -1

17-E-099 2017年 7月 Does	Foreign	Ownership	Explain	Company	Export	and	Innovation	
Decisions?	Evidence	from	Japan

OKUBO	Toshihiro	
(Keio	University)
Alexander	F.	WAGNER	
(University	of	Zurich)
YAMADA	Kazuo	
(Nagasaki	University)

ᶙ - そのଞ
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DP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-E-100 2017年 7月
Job	Creation	and	Destruction	at	the	Levels	of	Intra-firm	Sections,	
Firms,	and	Industries	in	Globalization:	The	case	of	Japanese	
manufacturing	firms

ANDO	Mitsuyo	
(Keio	University)
KIMURA	Fukunari	
(Keio	University	/	ERIA)

ᶜ - そのଞ

17-E-101 2017年 7月 R&D	and	Product	Dynamics

MIYAGAWA	Tsutomu	(RIETI)
EDAMURA	Kazuma	
(Japan	Productivity	Center)
KAWAKAMI	Atsushi	
(Toyo	University)

ᶜ - そのଞ

17-E-102 2017年 7月 Asymmetric	Reactions	of	the	U.S.	Natural	Gas	Market	and	Economic	
Activity

Bao	H.	NGUYEN	
(Australian	National	University)
OKIMOTO	Tatsuyoshi	(RIETI)

ᶛ -4

17-E-103 2017年 7月 Demographics,	Immigration,	and	Market	Size

FUKUMURA	Koichi	
(Osaka	University)
NAGAMACHI	Kohei	
(Kagawa	University)
SATO	Yasuhiro	
(The	University	of	Tokyo)
YAMAMOTO	Kazuhiro	
(Osaka	University)

ᶙ -8

17-E-104 2017年 7月 No-arbitrage	Determinants	of	Japanese	Government	Bond	Yield	and	
Credit	Spread	Curves

OKIMOTO	Tatsuyoshi	(RIETI)
TAKAOKA	Sumiko	
(Seikei	University)

そのଞ

17-E-105 2017年 8月 Relationship	Specificity,	Market	Thickness,	and	International	Trade
ARA	Tomohiro	
(Fukushima	University)
FURUSAWA	Taiji	
(Hitotsubashi	University)

ᶘ - そのଞ

17-E-106 2017年 8月 Impact	of	Foreign	Tourists	on	Productivity	in	the	Accommodation	
Industry:	A	panel	data	analysis MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

17-E-107 2017年 8月 Has	the	Offshore	Service	Network	Been	Expanded	by	Japanese	
Firms? ITO	Yukiko	(Tsuda	University) ᶜ - そのଞ

17-E-108 2017年 8月 Do	Teaching	Practices	Matter	for	Students'	Academic	Achievement?	
A	case	of	linguistic	activity

TANAKA	Ryuichi	
(The	University	of	Tokyo)
ISHIZAKI	Kazumi	
(Tsushima	High	School)

ᶝ -2

17-E-109 2017年 8月 Welfare	Benefits	and	Labor	Supply:	Evidence	from	a	natural	
experiment	in	Japan

YUGAMI	Kazufumi	
(Kobe	University)
MORIMOTO	Atsushi	
(Kobe	University)
TANAKA	Yoshiyuki	
(Kobe	University)

ᶝ -2

17-E-110 2017年 8月 The	Dynamics	of	Inter-firm	Networks	and	Firm	Growth
FUJII	Daisuke	(RIETI)
SAITO	Yukiko	(RIETI)
SENGA	Tatsuro	(RIETI)

ᶙŖ 2

17-E-111 2017年 8月 Accounting	for	the	Role	of	Information	and	Communication	
Technology	in	China's	Productivity	Growth

Harry	X.	WU	
(Hitotsubashi	University)
David	T.	LIANG	
(Hitotsubashi	University)

ᶜ - そのଞ

17-E-112 2017年 9月 The	Number	of	Bank	Relationships	and	Bank	Lending	to	New	Firms:	
Evidence	from	firm-level	data	in	Japan

OGANE	Yuta	
(Nanzan	University) ᶙŖ 10

17-E-113 2017年 9月 The	Impact	of	FTAs	on	Procurement	Behavior	of	Japanese	Firms'	
Overseas	Affiliates

URATA	Shujiro	(RIETI)
KATO	Atsuyuki	(RIETI) ᶘ - そのଞ

17-E-114 2017年 9月 Wholesalers,	Indirect	Exports,	Geography,	and	Economies	of	Scope:	
Evidence	from	firm	transaction	data	in	Japan

ITO	Tadashi	
(Gakushuin	University)
NAKAMURA	Ryohei	(RIETI)
MORITA	Manabu	
(Aomori	Chuo	Gakuin	University)

ᶙŖ 6

17-E-115 2017年 10月 Wage	Premium	of	Exporting	Plants	in	Japan:	Do	plant	and	firm	size	
matter? ITO	Koji	(RIETI) そのଞ
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DP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-E-116 2017年 10月 International	Trade	and	Domestic	Production	Networks FUJII	Daisuke	(RIETI) ᶙŖ 2

17-E-117 2017年 10月 Japanese	Plants'	Heterogeneity	in	Sales,	Factor	Inputs,	and	
Participation	in	Global	Value	Chains

ITO	Koji	(RIETI)
Ivan	DESEATNICOV	
(University	of	Tsukuba)
FUKAO	Kyoji	(RIETI)	

そのଞ

17-E-118 2017年 11月 Corporate	Tax	Competition	in	the	Presence	of	Unemployment

MORITA	Tadashi	
(Kindai	University)
OGAWA	Yoshitomo	
(Kindai	University)
ONO	Yoshiyasu	
(Osaka	University)

ᶙ -8

17-E-119 2017年 11月 Household	Income	and	the	OECD's	Four	Types	of	Social	Capital
YODO	Masato	
(Kyoto	University)
YANO	Makoto	(RIETI)

そのଞ

17-E-120 2017年 11月 Intraday	Seasonality	in	Efficiency,	Liquidity,	Volatility,	and	Volume:	
Platinum	and	gold	futures	in	Tokyo	and	New	York

IWATSUBO	Kentaro	
(Kobe	University)
Clinton	WATKINS	
(Kobe	University)
XU	Tao	(Kobe	University)

ᶛ -4

17-E-121 2017年 11月 Vietnamese	State-owned	Enterprises	under	International	Economic	
Integration FUJITA	Mai	(IDE-JETRO) ᶘŖ 6

17-E-122 2017年 11月 Illiquidity	in	the	Japan	Electric	Power	Exchange IKEDA	Shin	Suke	
(Otaru	University	of	Commerce) ᶛŖ 2

17-E-123 2017年 12月 Efficiency	among	Japanese	SMEs:	In	the	context	of	the	zombie	firm	
hypothesis	and	firm	size

GOTO	Yasuo	(RIETI)
Scott	WILBUR	
(University	of	Southern	California)

そのଞ

17-E-124 2017年 12月 Does	Sales	Factor	Apportionment	Benefit	the	Welfare	of	State? MIYOSHI	Yoshiyuki	(RIETI) ᶙŖ 2

17-E-125 2017年 12月 Spatial	Scale	of	Agglomeration	and	Dispersion:	Theoretical	
foundations	and	empirical	implications

AKAMATSU	Takashi	
(Tohoku	University)
MORI	Tomoya	(RIETI)
OSAWA	Minoru	
(Tohoku	University)
TAKAYAMA	Yuki	
(Kanazawa	University)

ᶙŖ 3

17-E-126 2017年 12月 Innovation	Responses	of	Japanese	Firms	to	Chinese	Import	
Competition

YAMASHITA	Nobuaki	
(Royal	Melbourne	Institute	of	
Technology)
YAMAUCHI	Isamu	(RIETI)

ᶚŖ 3

18-E-001 2018年 1月 Subsidies	to	Public	Firms	and	Competition	Modes	under	a	Mixed	
Duopoly

HIGASHIDA	Keisaku	
(Kwansei	Gakuin	University) ᶘŖ 6

18-E-002 2018年 1月 White	Collar	Exemption:	Panacea	for	long	work	hours	and	low	
earnings?

HASEBE	Takuya	
(Sophia	University)
KONISHI	Yoshifumi	
(University	of	Tsukuba)
SHIN	Kong	Joo	
(Kyushu	University)
MANAGI	Shunsuke	(RIETI)

ᶛ -11

18-E-003 2018年 1月 Parental	Leaves	and	Female	Skill	Utilization:	Evidence	from	PIAAC
KAWAGUCHI	Daiji	
(Faculty	Fellow,	RIETI)
TORIYABE	Takahiro	
(The	University	of	Tokyo)

ᶝ -2

18-E-004 2018年 1月 Global	Sourcing	and	Domestic	Production	Networks

FURUSAWA	Taiji	
(Hitotsubashi	University)
INUI	Tomohiko	(RIETI)
ITO	Keiko	(Senshu	University)
Heiwai	TANG	
(Johns	Hopkins	University)

ᶘ - そのଞ

18-E-005 2018年 2月 Exposure	of	U.S.	Manufacturing	Industries	to	Exchange	Rates Willem	THORBECKE	(RIETI) ᶗ -7
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DP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

18-E-006 2018年 2月 Firm	Age,	Size,	and	Employment	Dynamics:	Evidence	from	Japanese	
firms LIU	Yang	(RIETI) SP-2

18-E-007 2018年 2月 Empirical	Evidence	for	Collective	Motion	of	Prices	with	
Macroeconomic	Indicators	in	Japan

KICHIKAWA	Yuichi	
(Niigata	University)
IYETOMI	Hiroshi	
(Niigata	University)
AOYAMA	Hideaki	(RIETI)
YOSHIKAWA	Hiroshi	(RIETI)

ᶛ -3

18-E-008 2018年 2月 Losses	on	Asset	Returns	Caused	by	Perception	Gaps	of	Fundamental	
Values:	Evidence	from	laboratory	experiments

HIGASHIDA	Keisaku	(Kwansei	
Gakuin	University)
TANAKA	Kenta	
(Musashi	University)
MANAGI	Shunsuke	(RIETI)

ᶛ -11

18-E-009 2018年 2月 Wealth	Distribution	in	the	Endogenous	Growth	Model	with	
Idiosyncratic	Investment	Risk

HIRAGUCHI	Ryoji	
(Meiji	University) V- そのଞ

18-E-010 2018年 3月 Uncertainty,	Imperfect	Information,	and	Learning	in	the	International	
Market

CHEN	Cheng	
(University	of	Hong	Kong)
SENGA	Tatsuro	(RIETI)
SUN	Chang	
(University	of	Hong	Kong)
ZHANG	Hongyong	(RIETI)

ᶘŖ 2

18-E-011 2018年 3月 How	Firms	Choose	their	Partners	in	the	Japanese	Supplier-Customer	
Network?	An	application	of	the	exponential	random	graph	model

Hazem	KRICHENE	
(University	of	Hyogo)
ARATA	Yoshiyuki	(RIETI)
Abhijit	CHAKRABORTY	
University	of	Hyogo)
FUJIWARA	Yoshi	
(University	of	Hyogo)
INOUE	Hiroyasu	
(University	of	Hyogo)

ᶛ -3

18-E-012 2018年 3月 Excess	Capacity	and	Effectiveness	of	Policy	Interventions:	Evidence	
from	the	cement	industry

OKAZAKI	Tetsuji	
(RIETI)
ONISHI	Ken	(Singapore	
Management	University)
WAKAMORI	Naoki	
(The	University	of	Tokyo)

I9-3

18-E-013 2018年 3月 Firm-level	Simulation	of	Supply	Chain	Disruption	Triggered	by	Actual	
and	Predicted	Earthquakes

INOUE	Hiroyasu	
(University	of	Hyogo)	
TODO	Yasuyuki	(RIETI)	

ᶛ -3

18-E-014 2018年 3月 Quantifying	Health	Shocks	over	the	Life	Cycle

FUKAI	Taiyo	
(The	University	of	Tokyo)
ICHIMURA	Hidehiko	(RIETI)
KANAZAWA	Kyogo	
(The	University	of	Tokyo)	

I- そのଞ

18-E-015 2018年 3月 Uncertainty	over	Working	Schedules	and	Compensating	Wage	
Differentials:	From	the	viewpoint	of	labor	management MORIKAWA	Masayuki	(RIETI) そのଞ

18-E-016 2018年 3月 How	does	Graduate	Education	Affect	Inventive	Performance?	
Evidence	from	undergraduates'	choices	during	recessions

ONISHI	Koichiro	
(Osaka	Institute	of	Technology)
NAGAOKA	Sadao	(RIETI)

IV-1

18-E-017 2018年 3月 Markups,	City	Size,	and	Exports:	Evidence	from	Japan KONDO	Keisuke	(RIETI) SP-2

18-E-018 2018年 3月 Inventor	Name	Disambiguation	with	Gradient	Boosting	Decision	Tree	
and	Inventor	Mobility	in	China	(1985-2016)

YIN	Deyun	
(The	University	of	Tokyo)
MOTOHASHI	Kazuyuki	(RIETI)

IV-7

18-E-019 2018年 3月 Diversification	Effect	of	Commodity	Futures	on	Financial	Markets KANAMURA	Takashi	
(Kyoto	University) V-4

18-E-020 2018年 3月 Where	Do	the	Rich	Live	in	a	Big	City? TABUCHI	Takatoshi	(RIETI) III-9
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PDP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-P-014 2017年 4月 災害復興の空間経済分析
藤田	昌久（ߕ南大学）
浜口	伸明（RIETI）
亀山	嘉大（佐賀大学）

ᶙ - そのଞ

17-P-015 2017年 5月 AI/IoT 時代における人的資本理論再考：社会ネットワークとしての人的資本
が必須に 中馬	宏之（RIETI） ᶚŖ 4

17-P-016 2017年 5月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᶓʳϖルー－産物༌入に対する加
課徴金（DS457）－Մ変関税制度およびWTO 協定と地域貿易協定の関係に
対するࣔࠦ－

川瀬	剛志（RIETI） ᶘŖ 6

17-P-017 2017年 6月 IT・AI 技術と新しい業経営学 山下	一仁（RIETI） ᶛ - そのଞ

17-P-018 2017年 6月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᶔʳインド－太陽光セル及びモジュー
ルに関するા置（DS456）－政府調達、GATT 第 20 条 (	d	）号及び (	j	）号
の解ऍの進展－

関根	豪政（名古屋商科大学） ᶘŖ 6

17-P-019 2017年 6月 わが国における政策の不確実性 伊藤	新（RIETI） そのଞ

17-P-020 2017年 6月 IoT による中ݎ・中小企業の競争力ڧ化	in	第 4 次産業革命 岩本	晃一（RIETI）
波多野	文（RIETI	/	高知工科大学） ᶚŖ 5

17-P-021 2017年 7月 中国の一帯一࿏構は「相ޓ繁ӫ」をもたらす新世界டংか？	 榎本	俊一 (RIETI） ᶘ - そのଞ

17-P-022 2017年 7月 医ྍ・介護産業におけるサービスの質と経営マネジメント指標に関するサーベイ
乾	友彦（RIETI）
伊藤	由希子（津田塾大学）
宮川	努（RIETI）
佐藤	ԫࡊ（東京工業大学）

ᶜ - そのଞ

17-P-023 2017年 7月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᶕʳ米国－アルゼンチン産の動物ɼɼ
他の動物性生産品の༌入関連ા置（DS447）－༌入解ې要にう審査手続
のԆと SPS 協定の規律－

石川	義道（静岡県立大学） ᶘŖ 6

17-P-024 2017年 8月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᶖʳ米国－マグロラベリング事件・ཤ
行確認手続（DS381/RW）－ TBT 協定 2.1 条における正当な規制の区別と
“calibration” 概念－

内記	߳子（大阪大学） ᶘŖ 6

17-P-025 2017年 8月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᾛʳ米国－原産国名表ࣔ要求（COOL）
事件・ཤ行確認手続（DS384/RW、386/RW）－ TBT 協定 2.2 条の解ऍ
組みの明確化－

内記	߳子（大阪大学） ᶘŖ 6

17-P-026 2017年 8月 北州市響灘地区洋上風力産業拠点の形成にみる我が国の洋上風力の特徴 岩本	晃一（RIETI） ᶚ - そのଞ

17-P-027 2017年 8月 Survey	of	Big	Data	Use	and	Innovation	in	Japanese	Manufacturing	
Firms MOTOHASHI	Kazuyuki	(RIETI) ᶚ - そのଞ

17-P-028 2017年 8月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᾦʳアルゼンチン－金融サービスに関
するા置（DS453）－課税情報の交のない国に対する差別と GATS 上の規
律－

川島	富士雄（神戸大学） ᶘŖ 6

17-P-029 2017年 8月 IoT/AI が雇用に与える影響と社会政策	in	第 4 次産業革命 岩本	晃一（RIETI）
波多野	文（RIETI	/	高知工科大学）	 ᶚŖ 5

日本ޠ　https://www.rieti.go.jp/jp/publications/act@pdp.html 　 
ӳ　ޠ　https://www.rieti.go.jp/jp/publications/act@pdp@en.html

ポリシー・ディスカッション・ϖーパーは、現在直໘しているさまざまな政策課題にڧい関連性を持つタイムリーな論文です。
政策議論の活性化に資することを目的とし、ウェブサイトからダウンロードがՄ能です。	

ϙリシー・σΟスΧッショϯ・ϖーύー
Policy Discussion Paper

ˎҎԼ 2017 年 4 月～ 2018 年 3 月ʹ͞ߦץΕͨͷͰ͢ɻ
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PDP ൪号 行年月ץ タイトル ච者 研究
プロジェクト൪号

17-P-030 2017年11月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᾧʳコロンビア－繊維・ҥྨ・ཤ物の
༌入に関するા置（WT/DS461/R,	WT/DS461/AB/R）－資金ચড়対策と
しての貿易ા置のWTO 協定整合性－

伊藤	一པ（北海道大学） ᶘŖ 6

17-P-031 2017年11月 人的資本 /Human	Intelligence と模฿型人工知能 /Neuromorphic	AI:	イ
ンテリジェンスというࢹ点から

中馬	宏之	（RIETI）
今井	正治
（エイシップ・ソリューションズ株式会社）
黒川	利明

ᶚŖ 4

17-P-032 2017年11月 ドイツの「Ӆれたチャンピオン（Hidden	Champion）」はなぜグローバル化
に成功したか 岩本	晃一（RIETI） ᶚŖ 5

17-P-033 2017年11月 AI と社会の未来―労働・グローバライゼーションの観点から― 林	৾（京都大学） ᶚŖ 4

17-P-034 2017年11月
ʲWTO パネル・上ڃ委員会報告書解説ᾨʳロシア－ EU 産の生きているಲɼಲ
及び他のಲ製品の༌入関連ા置（DS475）－地域主義を定める SPS 協定 6
条の規律内༰の明確化－

石川	義道（静岡県立大学） ᶘŖ 6

17-P-035 2017年12月 ൚用 AI 時代を福音に変える「美意識革命」のすすめ 藤	和彦（RIETI） そのଞ

18-P-001 2018年1月 欧州 TSO による調整電力市場と送電権市場の運用状況調査：日本における電
力改革へのࣔࠦ

八田	達夫
（公益財団法人アジア成長研究所）
池田	真介（小Ḻ商科大学）

ᶛŖ 2

18-P-002 2018年1月 スウェーデンにおける地点別送電料金 熊谷	ྱ子（ఇ塚山大学）	 ᶛŖ 2

18-P-003 2018年3月 CSR 活動のྨ型整理と実証分析のサーベイ 遠藤	業ڸ	
( 中ી根康弘世界平和研究所 )	 VI-3

18-P-004 2018年3月 企業ダイナミクスの構造変化：企業間ネットワークと地理空間の観点から 小	義明	( 早稲田大学 )
齊藤	有希子	(RIETI)	 III-2

18-P-005 2018年3月 金融ة機を検知する早期ܯ戒指標の先行・行構造
相馬		( 日本大学 )
家富	洋	( 新潟大学 )
吉川	洋	(RIETI)	

V-3
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1

Morikawa,	Masayuki.	"Firms'	expectations	about	the	impact	of	AI	and	robotics:	Evidence	from	a	survey."	Economic InRuiry 	55,	no.	2	
(2017),	1054-1063.	
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/ecin.12412/full	
RIETI	Discussion	Paper,	16-E-066	
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/16040008.html	

2

Sawada,	Yasuyuki,	Hiroyuki	Nakata,	and	Tomoaki	Kotera.	"Self-production,	friction,	and	risk	sharing	against	disasters:	Evidence	from	a	
developing	country."	World Development 94	(2017),	27-37.	
http://www.sciencedirect.com/science/article/pii/S0305750X16305897	
RIETI	Discussion	Paper,	11-E-017	
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/11030025.html

3

Kim,	Young	Gak,	and	Hyeog	Ug	Kwon.	"Aggregate	and	firm-level	volatility	in	the	Japanese	economy."	The Japanese Economic Review 	68,	
no.	2	(2017),	158-172.	
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/jere.12132/full	
RIETI	Discussion	Paper,	12-E-030	
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/12050006.html	

4
Naito,	Takumi.	"An	Eaton-Kortum	model	of	trade	and	growth."	Canadian Journal of Economics 	50,	no.	2	(2017),	456-480.	
http://onlinelibrary.wiley.com/doi/10.1111/caje.12265/full	
RIETI	Discussion	Paper,	12-E-055	
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ۀץ৽ฉࣾ

日本の人ࣄを科学する　
ҼՌ推に基づくデータ活用
2017年 6月
େ�ल༤�ஶ
ຊࡁܦ৽ฉग़൛ࣾ

෮ڵのۭ間経済学　
人口ݮগ時代の地域再生
2018年 2月
౻ా�ণٱ、ࢁُ、໌৳�ޱ�Յେ�ஶ
ຊࡁܦ৽ฉग़൛ࣾ

地方創生のための地域ۚ༥
関のׂػ
―ۚ༥հػの࣭向上を目指して
2018年 3月
Ո�৴ળ�ฤஶ
தԝࣾࡁܦ

3*&5* ୈ̍～ ͷग़൛ʹ͍ͭͯ、ҎԼ63-Ͱհ͍ͯ͠·͢ɻ��IUUQT���XXX�SJFUJ�HP�KQ�KQ�QVCMJDBUJPOT�BDU@SC�IUNMɹظ3
ɹɹɹɹ�������������������������������������������������������������������������������������IUUQT���XXX�SJFUJ�HP�KQ�KQ�QVCMJDBUJPOT�BDU@SC@FO�IUNM
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発信活動  |  ェϒαΠト（https://www.rieti.go.jp/）

RIETI の広報活動におけるபは、日本ޠ・英ޠ・中国ޠで運営されているウェブサイトです。フェローの研究成果である「ディ
スカッション・ϖーパー」や、各プロジェクトの研究成果を広く世に問い、政策論議を活性化するためのͻとつの手段として開
催している政策シンポジウムの議事や資料をウェブ上で公開し、個別の政策イシューを深く۷り下͛て信しています。

　個別フェローや研究会独自のコンテンツにも力を入れ、他では入手することのできな
　い貴重なコンテンツをとりそΖえています。

ྫえば

「産業・企業の生産性と日本の経済成長」研究プロジェクトの成果の一部として、日本の経済成
長と産業構造変化を分析するための基礎資料である「日本産業生産性データベース 2015	年版」
を公開しています（Japan	 Industrial	Productivity	Database	2015	 :	JIP2015）。現在GDP
統計の 2008SNA基準への変ߋに対応するため、JIP	は全໘的に改定しています。
https://www.rieti.go.jp/jp/database/JIP2015/

「通貨バスケットに関する研究」プロジェクトでは、2011年6月より産業別の名目実効ҝସ相場、
実質実効ҝସ相場、日中ؖの産業別の実質実効ҝସ相場のデータを公開し、内外の政策担当者
の目をूめています。2015 年 3月から、アジア 9カ国の産業別実効ҝସレート（名目およ
び実質）を月次データと日次データの྆方で公開、2018年 2月にはレート公開国は欧州・北米・
オセアニアの国ʑをؚめた 25カ国になりました。
https://www.rieti.go.jp/users/eeri/

「くらしと健康の調査」（JSTAR：Japanese	Study	of	Aging	and	Retirement）では、RIETI
と一橋大学、東京大学が共同で実施している 以上の中高齢者を対としたパネル調査の情ࡀ50
報をܝ載しています。
https://www.rieti.go.jp/jp/projects/jstar/

「日本の政策不確実性指数　Japan	Economic	Policy	Uncertainty	Index」では、RIETI と国際
通貨基金アジア太平洋局による国際共同研究「日本の政策不確実性」から得られた成果の一部
である政策不確実性指数を公開しています。
https://www.rieti.go.jp/jp/database/policyuncertainty/

ディスカッション・ϖーパーの分析に基づいて、政策的ؚ意を中心に؆ܿにまとめたノンテク
ニカルサマリーでは、積ۃ的な政策ఏ言を行っています。
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/

欧州の代表的な研究機関Centre	for	Economic	Policy	Research	(CEPR) と協力関係を結び、
RIETI フェローのコラムをCEPRが運営する政策ポータルサイトであるVoxEU.org にܝ載する
ことを通じ研究成果をより国際的に発信していくとともに、VoxEU.org のコラムをRIETI ウェ
ブサイトにもܝ載して海外の主要な論調を介し、政策議論へ貢献しています。
https://www.rieti.go.jp/en/columns/voxeu.html

『コラム』のコーナーでは、フェローによる政策ఏ言的なߘدをܝ載しています。
http://www.rieti.go.jp/jp/columns/	
また、『世界のࢹ点から』のコーナーでは、米国をはじめとする世界の有力な研究者による、経
済政策、安全保障、環境問題など、さまざまなテーマについての日本へのメッセージを介し
ています。
https://www.rieti.go.jp/jp/special/p@a@w/

『フェローの連載』には、「中島厚志の経済ルックフォワード」（中島厚志理事長）、ٸに֦大
する Internet	of	Things（IoT）についてさまざまなࢹ点で考する「IoT/ インダストリー 4.0
が与えるインパクト」（岩本晃一 SF）、中国の経済改革、中国経済学、中国の産業と企業、世界
の中の中国、日中関係の 5つの分野にয点を当てた「中国経済新論」（関志雄CF）、医ྍと健康
について、その調査結果を報告する「エビデンスに基づく医ྍ（EBM）୳๚」（関沢洋一 SF）、
貿易に関わる統的・現代的事߲方を؆明に解説する「国際貿易と貿易政策研究メモ」(田中
鮎夢RAs) などがあります。
https://www.rieti.go.jp/jp/papers/fellow-contents.html

産業別実質実効ҝସレート

日本の政策不確実性指数

2002年 1月 22日
〜 2018年 3月末
（ 16年間）

2017年 4月〜
2018年 3月末
（17年度）

日本ޠ 13,206,409 1,411,437

英　ޠ 3,500,941 207,033

中国ޠ 1,084,862 55,581

アクセス数ྦྷ計
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発信活動  |  ֤छใࢿྉ

研究成果を広くී及し、政策論議の活性化にد与するため、RIETI ではさまざまな広報資料を࡞成しています。
ここに介する広報資料は全てウェブサイトからもダウンロードՄ能です。

			˔ 研究成Ռのհ ˔ 

RIETI Highlight（ใࢽ）
https://www.rieti.go.jp/jp/about/pr/archive.html
特ू記事、シンポジウムやセミナーの開催報告、新ץ本の書評、フェローによるコラムなど、࢛半期͝とにRIETI の最新活動状
況を介しています。新しく発表されたディスカッション・ϖーパーの問題意識、主要なポイントや政策的インプリケーション
についてஶ者インタビューを通じて介するResearch	Digest をܝ載しています。

			A4 判	50 ทఔ度		言ޠ：和	/	英（英ޠは特別号のみ）

			˔ RIETI のհ ˔ 

（൛ޠຊ）߸ץق ಛผ߸（ӳޠ൛）

ϒローシャ
https://www.rieti.go.jp/jp/about/pr/brochure.html
RIETI のઃ立目的、研究成果、成果ී及活動、組৫図などを
コンパクトに介しています。

			言ޠ：和	/	英	/	中

アニϡアルレϙート（年࣍ใࠂ書）
https://www.rieti.go.jp/jp/about/pr/index@report.html
研究プロジェクトと研究成果、成果ී及活動、フェローの一
ཡなど、RIETI	の全活動を年度͝とにཏ的に介しています。

			A4判	80ทఔ度					言ޠ：和	/	英	/	中（中国ޠはPDFのみ）
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発信活動  |  シϯϙδϜ ＊講師等は登壇順で記載しています。
＊講師等の肩書きについては、開催当時の名称で記載しています。

京都大学経済研究所シンポジウムシリーズⅡ：豊かさを育むエビデンス
ベース社会の実現に向けて

第 5 回「จཧ༥߹の発を育む人ࡐ育成～࡞りखといखを
つなぐ～」
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17061701/info.html

開催日	 2017/6/17
会場	 京都大学国際科学イノベーション棟	5 階シンポジウムホール
主催	 京都大学経済研究所（エビデンスベース社会構築事業、先端政策分

析研究センター（CAPS）、先端経済理論の国際的共同研究拠点）
共催	 京都大学社会科学統合研究教育ユニット、公益財団法人KIER 経済

研究財団、RIETI

プログラム
開会の挨拶・趣旨説明
講演「大学教育の෯と深さについて」
講演「大学における人材育成の課題―専門性と൚用性の྆立はՄ能か」
講演「社会のニーズと大学からの情報発信」
パネル討論「教育の場での文理融合について」
閉会の挨拶

スピーカー / パネリスト等
東ᑍ	純士（京都大学経済研究所先端政策分析研究センター	准教授）
矢野	誠（RIETI 所長	/	京都大学経済研究所	教授・先端政策分析研究センター長）
常൫	豊（文部科学省	高等教育局長）
北野	正雄（京都大学	理事・副学長）
横山	広美（東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構	教授）
西山	慶彦（京都大学経済研究所		副所長・教授）
中西	寛（京都大学	公共政策大学院長・教授）

RIETI 国際シンポジウム

ใ技術と新しいグローバル化：アジア経済の現ࡏと未来
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17080101/info.html

開催日	 2017/8/1
会場	 イイノホール&カンファレンスセンター	Room	A
主催	 RIETI
共催	 公益財団法人日本生産性本部、一橋大学社会科学高等研究院

（HIAS）、文部科学省科学研究費基൫研究	(S)16H06322「サービ
ス産業の生産性：決定要因と向上策」

参加者数	 139 名

プログラム
開会挨拶
基調講演「The	Second	Phase	of	Abenomics」
基調講演「The	Great	Convergence」
パネルディスカッション

スピーカー / パネリスト等
中島	厚志（RIETI 理事長）
デール・W・ジョルゲンソン（ハーバード大学	サミュエル・W・モリス記
念講座教授）
リチャード・E・ボールドウィン（高等国際問題・開発研究所（ジュネーブ）
教授	/	CEPR	所長）

深尾	京司（RIETI	PD・FF	/	一橋大学経済研究所	教授	/	Asia	KLEMS	コン
ファレンス	議長）
清田	耕造（RIETI	RAs	/	慶應義塾大学産業研究所	教授）
関根	敏隆（日本銀行	調査統計局長）
森川	正之（RIETI 理事・副所長）
ローレンス・̟・ラウ（߳ߓ中文大学	教授）

RIETI AR 2017 JP_F.indd   67 2018/05/15   12:10



68

METI-RIETI 政策シンポジウム

新産業構造ビジョン―新たな経済社会システム構築に向けた
日本の戦略と課題―
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17082301/info.html

開催日	 2017/8/23
会場	 全社協・灘尾ホール
主催	 METI、RIETI
参加者数	 212 名

プログラム
開会挨拶	
基調講演	
パネルディスカッションおよび質疑応答	

スピーカー / パネリスト等
中島	厚志（RIETI 理事長）
糟谷	敏秀（METI 経済産業政策局長）
関口	博之（NHK	解説委員）
三浦	章豪（METI 経済産業政策局	産業再生課長）
西川	徹（株式会社 Preferred	Networks	代表取締役	最高経営責任者
（CEO））
伊藤	元重（METI 産業構造審議会	新産業構造部会長	/	東京大学	名誉教授	/	
学習院大学国際社会科学部	教授）
矢野	誠（RIETI 所長・CRO	/	京都大学経済研究所	教授）

METI-RIETI 政策シンポジウム

クロスボーダー M&A：海外企業買収における課題とその克
服に向けて
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17112901/info.html

開催日	 2017/11/29
会場	 ベルサール半蔵門
主催	 METI、RIETI
参加者数	 428 名

プログラム
開会挨拶	
大臣挨拶（ビデオメッセージ）	
基調講演 1	「海外企業買収における課題とその克服に向けて―『我が国企業
による海外M&A研究会』での議論をふまえて」	
基調講演 2「日本電産の海外M&A」	
パネルディスカッション	

スピーカー / パネリスト等
中島	厚志（RIETI 理事長）
世耕	弘成（経済産業大臣）
宮島	英昭（RIETI	FF	/	早稲田大学商学学術院	教授・早稲田大学高等研究所	
所長	/		METI「我が国企業による海外M&A研究会」座長）
永守	重信（日本電産株式会社	代表取締役会長兼社長（CEO））
小田	裕之（株式会社三菱東京UFJ 銀行	執行役員戦略調査部長）
加藤	信也（日本たばこ産業株式会社（JT）経営企画部	部長）
圡居	浩一郎（JPモルガン証券株式会社投資銀行部M&Aグループ責任者	マ
ネジングディレクター）
ヨアヒム・バチェフスキ（ボッシュパッケージングテクノロジー株式会社	
代表取締役社長）
松江	英夫（デロイトトーマツコンサルティング合同会社	パートナー		/	
METI「我が国企業による海外M&A研究会」委員）
森川	正之（RIETI 副所長）
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北陸AJEC・経済産業研究所・アジア経済研究所・福井県立大学	共同シ
ンポジウム

北陸地方創生と国際化・イノベーション～世界経済の成長を
いかにして地域経済に取り込むか～
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17113001/info.html

開催日	 2017/11/30
会場	 金沢ニューグランドホテル 4F	金扇
主催	 北陸環日本海経済交流促進協議会（北陸AJEC）、RIETI、日本貿易

振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所、福井県立大学
後援	 富山県、石川県、福井県、ジェトロ富山・金沢・福井貿易情報セン

ター、北陸経済連合会
参加者数	 85 名

プログラム
開会挨拶	
基調講演「グローバル化と人口減少下の日本経済における地域の課題」
研究報告「北陸地方創生と国際化・イノベーション」	
パネルディスカッション「北陸企業の国際化・イノベーション戦略」
閉会挨拶	 	

スピーカー / パネリスト等
岸本	吉生（RIETI 理事）
浜口	伸明（RIETI	PD･FF	/	神戸大学経済経営研究所	教授）
熊谷	聡（ジェトロ・アジア経済研究所開発研究センター	経済地理研究グルー
プ長）
亀山	嘉大（佐賀大学経済学部	教授）
後閑	利隆（ジェトロ・アジア経済研究所開発研究センター	経済地理研究グ
ループ研究員）
白又	秀治（北陸AJEC	企画部長兼調査部長）
山田	茂生（津田駒株式会社	取締役繊維機械事業統括）
稲継	崇宏（日華化学株式会社執行役員特殊化学品本部	副本部長）
井上	孝（YKK株式会社副社長黒部地区担当	黒部事業所長）
丸屋	豊二郎（福井県立大学	名誉教授 /北陸AJEC	理事兼企画部会	委員長）
村山	真弓（ジェトロ・アジア経済研究所	研究支援部長）

京都大学経済研究所シンポジウムシリーズⅡ：豊かさを育むエビデンス
ベース社会の実現に向けて

第 6 回「明日の社会を創る－科学技術と大学－」
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17120201/info.html

開催日	 2017/12/2
会場	 京都大学国際科学イノベーション棟	5 階シンポジウムホール
主催	 京都大学経済研究所（先端政策分析研究センター（CAPS）、エビ

デンスベース社会構築事業、先端経済理論の国際的共同研究拠点）
共催	 京都大学社会科学統合研究教育ユニット、公益財団法人KIER 経済

研究財団、RIETI

プログラム
開会の挨拶・趣旨説明	
講演 1	「社会と大学の関わり：大学政策の在り方」	
講演 2	「科学で技術を支援する」	
パネル討論「豊かな社会を創る科学技術と大学の役割」	
閉会の挨拶
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RIETI	EBPMシンポジウム

エビデンスに基づく政策立案を推進するために
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17121901/info.html

開催日	 2017/12/19
会場	 全社協・灘尾ホール
主催	 RIETI
参加者数	 274 名

プログラム
開会挨拶	
イントロダクション	
セッション 1：イギリスとアメリカの最新動向	
	 報告 1	「イギリス政府における EBPM」
	 報告 2	「イギリスの独立機関による EBPM」
	 報告 3	「アメリカ政府における EBPM」
	 Q&A
セッション 2：エビデンスの政策への活用のあり方	
	 報告 4	「ミクロデータを活用した政策評価のあり方」
	 報告 5	「途上国開発分野におけるエビデンスの活用」
	 報告 6	「経産省における EBPMの取り組み」
	 Q&A
パネルディスカッション	「エビデンスに基づく政策立案を推進するには

スピーカー / パネリスト等
中島	厚志（RIETI 理事長）
山口	一男（RIETI	VF	/	シカゴ大学	ラルフ・ルイス記念特別社会学教授）
内山	融（東京大学大学院総合文化研究科	教授）
小林	庸平（RIETI	CF	/	三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング経済政策部	
主任研究員）
津田	広和（RIETI	CF	/	横浜市財政局財政部財政課	財政担当課長）
大竹	文雄（大阪大学社会経済研究所	教授）
青柳	恵太郎（株式会社メトリクスワークコンサルタンツ	代表取締役）
三浦	聡（RIETI	CF	/	METI 大臣官房	政策評価広報課長）
中室	牧子（慶應義塾大学総合政策学部	准教授）
矢野	誠（RIETI 所長・CRO	/	京都大学経済研究所	教授）

京都大学経済研究所シンポジウムシリーズⅡ：豊かさを育むエビデンス
ベース社会の実現に向けて

第 7 回「明るい社会の未来像」
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18031001/info.html

開催日	 2018/3/10
会場	 京都大学	百周年時計台記念館	百周年記念ホール
主催	 京都大学経済研究所（先端政策分析研究センター（CAPS）、エビ

デンスベース社会構築事業、先端経済理論の国際的共同研究拠点）
共催	 京都大学社会科学統合研究教育ユニット、公益財団法人KIER 経済

研究財団、RIETI
後援	 近畿財務局京都財務事務所

プログラム
開会の挨拶	

スピーカー / パネリスト等
関根	仁博（京都大学経済研究所先端政策分析研究センター（CAPS）准教授）
矢野	誠（RIETI 所長	/	京都大学経済研究所	教授・先端政策分析研究センター長）
義本	博司（文部科学省	高等教育局長）
栗原	和枝（東北大学未来科学技術共同研究センター	教授）
湊	長博（京都大学プロボスト・理事・副学長・医学研究科	教授）
西山	慶彦（京都大学経済研究所	副所長・教授）
溝端	佐登史（京都大学経済研究所	所長・教授）
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METI	JPO-RIETI 国際シンポジウム

標準必須特許を巡る紛争解決に向けて -Licensing 5G SEPs-
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18031301/info.html

開催日	 2018/3/13
会場	 紀尾井カンファレンス・メインルーム
主催	 RIETI、特許庁（JPO）
参加者数	 239 名

プログラム
開会挨拶	
基調講演「SEP	ライセンスの円滑化に向けて	〜日本特許庁のアプローチ〜」
特別講演 1「近年の SEPを取り巻く環境の変化と各国の動向」	
特別講演 2「SEPを巡る紛争解決のための国際仲裁の現状と課題」	
パネルディスカッション 1「SEPの望ましいライセンス交渉のあり方」
パネルディスカッション 2「5G時代における SEPを巡る異業種間の紛争防
止に向けて」	
パネルディスカッション 3「FRAND条件を満たすライセンス料算定の考え
方」	
パネルディスカッション 4「SEPを巡る紛争解決手段としての国際仲裁の
活用のあり方」	

スピーカー / パネリスト等
岸本	吉生（RIETI 理事）
宗像	直子（特許庁	長官）
デビッド・カッポス（元米国特許商標庁（USPTO）長官）
ランドール・レーダー（元連邦巡回控訴裁判所（CAFC）首席判事）
ハインツ・ゴダール（Boehmert	&	Boehmert	シニアパートナー	/	独特許
弁護士）
鈴木	將文（RIETI	FF	/	名古屋大学大学院法学研究科	教授）
長澤	健一（キヤノン株式会社	常務執行役員知的財産法務本部長）
グスタフ・ブリスマルク（エリクソン	最高知的財産責任者・知的財産権&
ライセンス総責任者）

クリスチャン・ロヤウ（欧州電気通信標準化機構（ETSI）法務部長）
遠藤	嘉浩（本田技研工業株式会社	知的財産・標準化統括部二輪・パワープ
ロダクツ事業知的財産部長）
マックス・オロフソン（AVANCI	ライセンス部長）
イルッカ・ラーナスト（ノキア	最高特許ビジネス責任者・副社長）
ダン・ラング（CISCO	知財担当副社長）
長岡	貞男（RIETI	FF	/	東京経済大学	教授）
高橋	弘史（パナソニック	IP	マネジメント株式会社イノベーション知財部知
財開発 1課	課長）
ジョン・ハン（クアルコム	上席副社長・ライセンス事業本部長）
李大男（ファーウェイ	IP ライセンス・取引担当副部長）
BJワトラス（アップル	副社長・最高知的財産法務部門責任者）
玉井	克哉（東京大学先端科学技術研究センター教授）
片山	英二（阿部・井窪・片山法律事務所	弁護士・弁理士）
クラウス・グラビンスキー（ドイツ連邦最高裁判所	判事）
蒋志培（元中国最高人民法院知的財産権法廷	裁判長）

第 1部	
	 講演 1	「新時代の競争政策」
	 講演 2	「社会とともにある大学」
	 講演 3	「3D臓器モデルが変える未来の診断」
第 2部	
	 講演	「明るい未来の構築に向けてー経済学者からのメッセージ」
	 パネル討論	「明るい社会の未来像」
閉会の挨拶	 	

スピーカー / パネリスト等
小嶋	大造（京都大学経済研究所先端政策分析研究センター（CAPS）准教授）
湊	長博（京都大学プロボスト・理事・副学長・医学研究科	特命教授）
杉本	和行（公正取引委員会	委員長）
常磐	豊（文部科学省	生涯学習政策局長）
竹田	正俊（株式会社クロスエフェクト	代表取締役）
矢野	誠（RIETI 所長	/	京都大学経済研究所	教授・先端政策分析研究センター長）
中島	厚志（RIETI 理事長）
土井	俊範（財務総合政策研究所	所長）
横山	広美（東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構（Kavli	
IPMU）教授）
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RIETI-ANUシンポジウム

日本と豪州―不確実性の時代にアジア太平洋地域のリーダー
を目指して
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18031501/info.html

開催日	 2018/3/15
会場	 グランドハイアット東京	3 階グランドボールルームウェスト
主催	 RIETI、オーストラリア国立大学（ANU）
参加者数	 180 名

プログラム
開会挨拶	
特別講演	
基調講演	
パネルディスカッション―将来のアジア太平洋全体の質の高い貿易投資ルー
ルを目指して―	 	

スピーカー / パネリスト等
岸本	吉生（RIETI 理事）
Simon	NEWNHAM（Ambassador	for	Asia	Pacific	Economic	
Cooperation	(APEC),	Foreign	Affairs	and	Trade,	Australian	
Government）
田中	繁広（METI	通商政策局長）
Peter	DRYSDALE（Emeritus	Professor	of	Economics,	ANU）
浦田	秀次郎（RIETI	FF	/	早稲田大学大学院アジア太平洋研究科	教授）
Shiro	ARMSTRONG（Director,	Australia-Japan	Research	Centre,	
ANU）
福永	哲郎（METI 通商政策局	参事官）
Michael	MUGLISTON（Visiting	Fellow,	ANU）
菅原	淳一（みずほ総合研究所株式会社調査本部政策調査部	主席研究員）
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国際セミナー
	 	Death versus Destruction in the Economics of 
Catastrophes 
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17051701/info.html	
開催日	 2017/5/17
会場	 RIETI 国際セミナー室	

スピーカー等	
ARATA	Yoshiyuki	(F,	RIETI)	
Robert	S.	PINDYCK	(Bank	of	Tokyo-Mitsubishi	Professor	of	
Economics	and	Finance	Sloan	School	of	Management,	
Massachusetts	Institute	of	Technology)	

	 	 	
ワークショップ	
	日本の労働市場政策に向けて―女性・教育・貧困・災害―
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17052201/info.html	
開催日	 2017/5/22	
会場	 RIETI 国際セミナー室	

プログラム	
あいさつ	
趣旨説明	
生活保護の労働供給への影響	
大規模災害の労働市場への影響	
教師の質の生徒の学力への影響	論文①	
教師の質の生徒の学力への影響	論文②	
家族政策と女性の能力活用	
閉会	

スピーカー等	
矢野	誠（RIETI 所長・CRO	/	京都大学経済研究所	教授）	
川口	大司（東京大学大学院経済学研究科	教授	/	RIETI	FF）	
勇上	和史（神戸大学大学院経済学研究科	准教授）	
近藤	絢子（東京大学社会科学研究所	准教授）	
田中	隆一（東京大学社会科学研究所	准教授）	
井上	敦（政策研究大学院大学	科学技術政策プログラム専門職）	
安達	佳弘（厚生労働省	労働経済調査官）	
酒光	一章（厚生労働省	総合政策・政策評価審議官）	
中井	雅之（厚生労働省職業安定局	雇用政策課長）	
風間	直樹（東洋経済新報社	記者）	
藤井	宏一（厚生労働省	最低賃金制度研究官）	
波積	大樹（厚生労働省職業能力開発局	能力開発課長）	
中村	真理子（厚生労働省世帯統計室	政策統括官（統計・情報政策担当））
	
	 	

RIETI 特別 BBLセミナー
2017 年版中小企業白書及び小規模企業白書 
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17052401/info.html	
開催日	 2017/5/24
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 105 名	

スピーカー等

伊奈	友子		
(METI 中小企業庁事業環境部	調査室長 )	
池内	健太	(RIETI	F)	
	 	

ワークショップ
	Recent Developments in Spatial Economics 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17060601/info.html
開催日	 2017/6/6	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
共催	 東京大学	

プログラム	
開会挨拶	
Session	Ⅰ	
"Measuring	the	Cost	of	Congestion	in	a	Highly	Congested	City:	Bogotá"
"Environmental	Policies	in	City	Systems"
Session	Ⅱ	
"Building	the	City:	Urban	transition	and	institutional	frictions"
"Building	Specialization,	Anchor	Tenants	and	Agglomeration	Economies"
閉会挨拶	

スピーカー等
矢野	誠（RIETI 所長・CRO）	
田渕	隆俊（RIETI	FF	/	東京大学）	
Gilles	Duranton（University	of	Pennsylvania）	
森岡	拓郎（政策研究大学院大学）	
Michael	Pflüger（University	of	Würzburg）	
大城	淳（沖縄大学）	
金本	良嗣（OCCTO）	
J.	Vernon	Henderson（LSE）	
山本	和博（大阪大学）	
Stuart	Rosenthal（Syracuse	University）	
佐藤	泰裕（東京大学）	

	 	 	
国際セミナー	
	Urban Spatial Structure on Residential and 
Commercial Buildings  
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17060701/info.html	
開催日	 2017/6/7	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI
	プログラム	
開会挨拶	

発信活動  |  ワークショップ・セミナー ＊講師等は登壇順で記載しています。
＊講師等の肩書きについては、開催当時の名称で記載しています。
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"Spatial	patterns	of	business	activity	in	and	across	tall	commercial	
buildings	in	urban	areas"	
"Housing	demand,	urban	change,	and	infrastructure	in	the	US"

スピーカー等	
田渕	隆俊（RIETI	FF	/	東京大学）	
Stuart	Rosenthal（Syracuse	University）	
Gilles	Duranton（University	of	Pennsylvania）	
	 	 	

RIETI 特別 BBLセミナー
	 	
2017 年版ものづくり白書－ IoT 社会における製造業の課題
と政府の取組 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17062201/info.html	
開催日	 2017/6/22	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 105 名	

スピーカー等	
徳増	伸二	
(METI 大臣官房	参事官（デジタル化・産
業システム担当）（併）製造産業局	もの
づくり政策審議室長）)	
五十里	寛		
(RIETI	SF・研究コーディネーター（研究
調整担当）)	
	 	

	
RIETI 特別 BBLセミナー
	 	
通商白書 2017 の概要について：如何に自由貿易を持続的に
進めていくか 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17070701/info.html	
開催日	 2017/7/7	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 97 名
	
スピーカー等	
石川	靖		
(METI 通商政策局	企画調査室長 )		
齊藤	有希子	(RIETI	SF)	
	 	

第 19回 RIETI ハイライトセミナー	
	 	
大きな不確実さを抱える経済・市場の現状と展望－政策不確
実性指標をもとに
	 	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17071101/info.html	
開催日	 2017/7/11	
会場	 RIETI 国際セミナー室	

主催	 RIETI	
参加者数	 70 名	

スピーカー等	
伊藤	新	(RIETI	F)	
深尾	光洋	(RIETI	SRA	/	武蔵野大学経済	
学部	教授 )	
中島	厚志	(RIETI 理事長 )	
	 	

	
ワークショップ	
	
日本の雇用システムの再構築
	 	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17073101/info.html	
開催日	 2017/7/31	
会場	 RIETI 国際セミナー室	

プログラム	
第一部　＜報告＞	
新時代の日本的経営』の何が新しかったのか？　―人事方針（HR	Policy）
変化の分析
Lifetime	Employment	in	Japan
時間外労働の上限規制導入と残された課題
ディスカッション
第二部　＜発表およびディスカッション＞	
その他参加者による発表
ディスカッション

スピーカー等	
梅崎	修（法政大学キャリアデザイン学部キャリアデザイン学科	教授）
小野	浩（一橋大学大学院国際企業戦略研究科	教授）	
島田	陽一（早稲田大学法学部法務研究科	教授）	
鶴	光太郎（RIETI	PD・FF）	
	 	 	

Workshop	 	

The Fourth Asia KLEMS Conference 

Date	 2017/7/31-8/1	
Venue	 Sano	Shoin	Hall,	Hitotsubashi	University	(7/31),		

RIETI's	seminar	room	(8/1)	
Host	 Hitotsubashi	Institute	for	Advanced	Study	(HIAS)	
Co-hosts	Grant-in-Aid	for	Scientific	Research	(S)	Grant	Number	

16H06322	Project	“Service	Sector	Productivity	in	Japan	
(SSPJ):	Determinants	and	Policies,”,	RIETI,	Japan	Productivity	
Center	(JPC),	Grant-in-Aid	for	Scientific	Research	(B)	Grant	
Number	15H03351	Project	“Study	on	the	Import	of	
Comprehensive	Social	Infrastructure	on	the	Market	
Economy,”	Gakushuin	University.	

Program	
7/31		
Opening	Session	

Welcome	Remarks
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Invited	Keynote	Speech	“Japan-U.S.	Productivity	Comparisons”
Session	1.	Reviews	of	Productivity	in	China,	India,	and	Japan

1.	China	“How	Do	China	and	India	Compare	on	Growth	and	
Productivity	Performance	in	the	Post-Reform	Era	1981-2011?”
2.	India	1.		“What	is	New	about	India’s	Economic	Growth	1980-
2015:	The	Industry	Perspective?"	
				India	2.	“Aggregate-level	Productivity	Growth	in	Indian	
Economy:	An	Analysis	Incorporating	Breakup	of	Formal	and	
Informal	Segments	of	Industries	in	the	KLEMS	Approach”
3.	Japan	“Quality	of	Consumer	Services:	US-Japan	Comparison	
Based	on	a	Survey	of	the	Willingness	to	Pay”

Session	2.	Reviews	of	Productivity	in	the	United	States,	Japan,	
Korea,	and	Taiwan	

4.	United	States	“Sharing	Economy	in	Japan	and	the	United	States”
5.	Korea	“Estimates	of	Total	Factor	Productivity	and	Ex-post	
Rates	of	Return	by	Industries	in	Korea	(1980-2014)”
6.	Taiwan	1.	“The	Intelligent	Investment,	Capital	Input	and	TFP	of	Service	
Sectors	in	Taiwan	during	1990-2015	and	International	Comparison”	
			Taiwan	2.	“Productivity	Growth	and	Resource	Reallocation	
Effects	in	Taiwan:	1981-2015”

Session	3.	Reviews	of	Productivity	in	Russia	and	Indonesia	
7.	Russia	“Sources	of	Long	Run	Growth	of	the	Russian	Economy	
before	and	after	the	global	financial	crisis”
8.	Indonesia	“Trend	of	the	total	factor	productivity	growth	of	the	
Indonesian	economic	sectors”
9.	General	Discussion

8/1	
Opening	Remarks	
Session	4.	Reviews	of	Productivity	in	Malaysia,	Pakistan,	and	Thailand

10.	Malaysia	“Estimation	of	Time-Series	Supply	and	Use	Tables	to	
Support	Analysis	of	Productivity	Growth	in	Malaysia”
11.	Pakistan
12.	Thailand	“Productivity	and	Structural	Changes	in	Thailand”
13.	General	Discussion

Speakers/Moderators	
Koichi	Tadenuma	(Hitotsubashi	University)	
Dale	W.	Jorgenson	(Harvard	University)	
Koji	Nomura	(Keio	University)	
Jon	D.	Samuels	(U.S.	Bureau	of	Economic	Analysis)	
Tomohiko	Inui	(Gakushuin	University)	
Harry	X.	Wu	(Hitotsubashi	University)	
K.L.	Krishna	(Delhi	School	of	Economics)	
K.L.	Krishna		(Madras	Institute	of	Development	Studies)	
Deb	Kusum	Das	(Ramjas	College,	University	of	Delhi)	
Abdul	Azeez	Erumban	(The	Conference	Board,	Brussels)	
Pilu	Chandra	Das	(Kidderpore	College,	Kolkata)	
Bishwanath	Goldar	(Institute	of	Economic	Growth)	
Suresh	Chand	Aggarwal	(University	of	Delhi)	
Kyoji	Fukao	(Hitotsubashi	University)	
Kenta	Ikeuchi	(RIETI)	
Miho	Takizawa	(Toyo	University)	
Kosaraju	Leela	Krishna	(Madras	Institute	of	Development	Studies)
Wendy	Li	(U.S.	Bureau	of	Economic	Analysis)	
Makoto	Nirei	(University	of	Tokyo)	
Kazufumi	Yamana	(Kanagawa	University)		
Hak	K.	Pyo	(Seoul	National	University)	
Hyunbae	Chun	(Sogang	University)	

Keunhee	Rhee	(Korea	Labor	Institute)	
Chi-Yuan	Liang	(National	Central	University	&	CIER)	
Ruei-He	Jheng	(CIER)	
Tsu-tan	Fu	(National	Chiayi	University)	
Chi-ting	Lee	(National	Chiayi	University)	
Yih-ming	Lin	(National	Chiayi	University)	
Mun	S.	Ho	(Harvard	University)	
Ilya	B.	Voskoboynikov	(National	Research	University	Higher	School	
of	Economics)	
Maman	Setiawan	(Center	for	Economics	and	Development	Studies,	
Universitas	Padjadjaran)	
Guntur	Sugiyarto	(Asian	Development	Bank)	
Masayuki	Morikawa	(RIETI)	
M.	Yusof	Saari	(Universiti	Putra	Malaysia)	
Mazlina	Shafi’I	(Malaysia	Productivity	Corporation)	
Rosmiza	Rosly	(Malaysia	Productivity	Corporation)	
Abid	Aman	Burki	(Lahore	University	of	Management	Sciences)
Surapol	Srihuang	(National	Economic	and	Social	Development	
Board,	Thailand)	

国際ワークショップ	 	

Accounting for Micro and Macro Patterns of Trade
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17080201/info.html	
Date	 2017/8/2	
Venue	 RIETI's	seminar	room	
Host	 RIETI	

Speakers/Moderators	
David	E.	WEINSTEIN	(Carl	S.	Shoup	Professor	of	the	Japanese	
Economy,	Columbia	University	/	Director	for	Research,	Center	on	
Japanese	Economy	and	Business)	
SAITO	Yukiko	(SF,	RIETI)	
	 	 	

RIETI 特別セミナー	
	
米国の税制改革をめぐる動き
	 	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17082101/info.html	
開催日	 2017/8/21	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 62 名
	
プログラム	
開会挨拶	
講演：米国の税制改革をめぐる動き	
ディスカッション
	
スピーカー等	
矢野	誠（RIETI 所長・CRO）	
アラン・J・アゥアバック（カリフォルニア大学バークレー校	教授）
佐藤	主光（RIETI	FF	/	一橋大学経済学研究科、国際・公共政策大学院	教授）
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セミナー	
	
Re-examining the Impact of the China Trade Shock 
on the US Labor Market: A Value-Chain Perspective
開催日	 2017/9/5	
会場	 RIETI 国際セミナー室	

スピーカー等	
張	紅詠（RIETI	F）	
魏	尚進（Professor	of	Finance	and	Economics,	and	NT	Wang	Chair	in	
Chinese	Business	and	Economy,	Columbia	University）

	
	
AJRC	and	RIETI	Workshop	 	

AJRC and RIETI Workshop on Economic and 
Financial Analysis of Commodity Markets
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17091401/info.html
Date	 2017/9/14-15	
Venue	 Griffin	Room,	Crawford	building,	Australian	National	

University	(ANU)	
Hosts	 Australia-Japan	Research	Centre	(AJRC),	RIETI	

Program	
Opening	Remarks	
Session	1:	Electricity	Markets		
Session	2:	Economic	Issues	in	Commodity	Markets		
Session	3:	Financial	Issues	in	Commodity	Markets	
Session	4:	Financial	Issues	in	Commodity	Markets	
Closing	Remarks		

Speakers/Moderators
Shiro	ARMSTRONG	(ANU)
David	STERN	(ANU)
YAMADA	Yuji	(University	of	Tsukuba)
Zsuzsanna	CSEREKLYEI	(ANU)
Paul	BURKE	(ANU)
ASAI	Kentaro	(ANU)
OKIMOTO	Tatsuyoshi	(RIETI	/	ANU)
Luke	MEEHAN	(Independent	Competition	and	Regulatory	
Commission)
Frank	JOTZO	(ANU)
HARADA	Kimie	(Chuo	University)
NAKAJIMA	Katsushi	(Ritsumeikan	Asia	Pacific	University)
Joaquin	VESPIGNANI	(University	of	Tasmania)
IWATSUBO	Ken	(Kobe	University)
Antje	BERNDT	(ANU)
Katja	IGNATIEVA	(University	of	New	South	Wales)
OHASHI	Kazuhiko	(RIETI	/	Hitotsubashi	University)
KANAMURA	Takashi	(Kyoto	University)
	 	 	

RIETI 特別 BBLセミナー	 	

連邦議会選挙後のドイツ―政治・経済政策の方向性
	 	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17100301/info.html	
開催日	 2017/10/3	

会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 87 名
	スピーカー等	
ヴォルフガング・ティーフェンゼー	
（テューリンゲン州	経済・科学・デジタル	
社会大臣）	
ハンス・カール・フォン・ヴェアテルン	
（駐日ドイツ連邦共和国	大使）
南	亮（METI 通商政策局	欧州課長）	
	

TIER-RIETI-KIET	Workshop	
	Trade Issues and Policies under the New 
Protectionism
	 	
https://www.rieti.go.jp/en/events/17101901/info.html	
Date	 2017/10/19	
Venue 	Sheraton	Grand	Incheon	Hotel	(Orchid	Room)
	Program	
Opening	Remarks	
Welcoming	Remarks	
Session	1	TIER	Session	

Presentation	1:	Advancing	Japan-Korea-Taiwan	Economic	
Cooperation	through	Sports	Development
Presentation	2:	The	Future	of	TPP	and	RCEP

Session	2	RIETI	Session	
Presentation	3:	Change	of	Japan	Energy	Policy?
Presentation	4:	Overseas	Activities	of	Japanese	Companies

Session	3	KIET	Session	
Presentation	5:	Korea's	Export	Strategy	and	Implication	for	
US-Korea	Bilateral	Trade
Presentation	6:	Economic	Complexity	and	Export	Diversification	
in	East	Asia

Closing	Remarks	

Speakers/Moderators	 	
Byoung-Gyu	YU	(President,	KIET)
Chien-Fu	LIN	(President,	TIER)
NAKAJIMA	Atsushi	(Chairman,	RIETI)
Chen	HO	(Director	of	Int'l	Affairs	Dept.,	TIER)
IKARI	Hiroshi	(SF,	RIETI)
Darson	CHIU	(Research	Fellow,	TIER)
Jooyoung	YANG	(Associate	Research	Fellow,	KIET)
FUJI	Kazuhiko	(SF,	RIETI)
Jaehan	CHO	(Research	Fellow,	KIET)
	 	

	
国際セミナー	
	
Incidence of Social Security Contributions: Evidence 
from France
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17112701/info.html	
開催日	 2017/11/27	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI
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スピーカー等	
中島	厚志	(RIETI 理事長 )
殷	婷	(RIETI	F)
アントワーヌ・ボジオ	(Director	of	the	Institut	des	politiques	publiques	
(IPP)	,	Associate	Researcher	at	the	Paris	School	of	Economics	(PSE))
	 	 	

RIETI-IWEP-CESSA	Joint	Workshop
	 	
Issues over Currency and Exchange Rate: Empirical 
Studies on China and Japan 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17120101/info.html	
開催日	 2017/12/1	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI、中国社会科学院	世界経済・政治研究所（CASS/IWEP）、横

浜国立大学アジア経済社会研究センター（CESSA）	

プログラム	
Opening	Remarks	
Session	1

Paper	1:	Real	Exchange	Rate	Movements	and	Markup	Dispersion	
within	China's	Manufacturing	Industries
Paper	2:	Factor	Decomposition	of	Japan's	Trade	Balance

Session	2	
Paper	3:	The	Effect	of	the	Firms'	Effective	Exchange	Rates	
Changes	on	Profits
Paper	4:	What	Determines	Safe	Haven	Currency?

Session	3	
Paper	5:	Two-sided	Heterogeneity	and	Exchange	Rate	Passthrough
Paper	6:	Exchange	Rate	Pass-Through	and	Export	Competitiveness

Closing	Remarks	

スピーカー等	 	
NAKAJIMA	Atsushi	(Chairman,	RIETI)
SUN	Jie	(Senior	Research	Fellow,	Chief	Editor	of	World	Economy,	
Institute	of	World	Economics	and	Politics	(IWEP),	CASS)
OGAWA	Eiji（Professor,	Hitotsubashi	University	/	RIETI	FF）
MAO	Risheng（Senior	Research	Fellow,	Institute	of	World	Economics	
and	Politics	(IWEP),	Chinese	Academy	of	Social	Sciences	(CASS)）
IWAISAKO	Tokuo（Professor,	Hitotsubashi	University	/	RIETI	Project	
Member）
SASAKI	Yuri（Professor,	Meiji	Gakuin	University	/	RIETI	Project	
Member）
YANG	Panpan（Assistant	Research	Fellow,	Institute	of	World	
Economics	and	Politics	(IWEP),	Chinese	Academy	of	Social	Sciences	
(CASS)）
SHIMIZU	Junko（Professor,	Gakushuin	University）
WU	Guoding（Assistant	Research	Fellow,	Institute	of	World	
Economics	and	Politics	(IWEP),	Chinese	Academy	of	Social	Sciences	
(CASS)）
Nagendra	SHRESTHA（Associate	Professor,	Yokohama	National	
University	/	RIETI	Project	Member）
MASUJIMA	Yuki（Lead	Economist,	Bloomberg	LP	/	RIETI	Project	
Member）
DONG	Weijia（Assistant	Research	Fellow,	Institute	of	World	
Economics	and	Politics	(IWEP),	Chinese	Academy	of	Social	Sciences	
(CASS)）

XU	Jianwei（Associate	Professor,	Beijing	Normal	University）
SHIOJI	Etsuro（Professor,	Hitotsubashi	University	/	RIETI	Project	
Member
SATO	Kiyotaka（Professor,	Yokohama	National	University/	RIETI	
Project	Member）
XU	Qiyuan（Senior	Research	Fellow,	Department	of	Global	
Macroeconomy,	Institute	of	World	Economics	and	Politics	(IWEP),	
Chinese	Academy	of	Social	Sciences	(CASS))
	 	 	

RIETI 政策セミナー	
	
標準と知的財産：最新動向と戦略ー世界の動きをにらみ日本
がとるべき戦略を考える
	 	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17120801/info.html	
開催日	 2017/12/8	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 64 名
	
プログラム	
開会挨拶	
講演 1：Standards	and	IP	–	From	the	viewpoint	of	economics	–
講演 2：パテントプールのダイナミックな効果：光ディスク産業の世代間競

争からのエヴィデンス	
講演 3：FRAND	as	Private	Law	and	Public	Law	
講演 4：標準必須特許権の行使に関する法的課題―国際比較を踏まえた日本

の対応	
パネルディスカッション
	
スピーカー等	 	
矢野	誠（RIETI 所長・CRO	/	京都大学経済研究所	教授）
Anne	LAYNE-FARRAR（Vice	President,	Charles	River	Associates）
真保	智行（関東学院大学	准教授）
Jorge	L.	CONTRERAS（Professor,	University	of	Utah	S.J.	Quinney	
College	of	Law）
鈴木	將文（RIETI	FF	/	名古屋大学大学院法学研究科	教授）
Dina	KALLAY（Head	of	Antitrust	(IPR,	Americas	&	Asia-Pacific),	
Ericsson）
長野	寿一（名古屋大学	教授	/	元 METI	国際標準化戦略官）
福岡	則子（パナソニック IP マネジメント株式会社ライセンス部	担当部長）
三村	哲也（株式会社NTTドコモ知的財産部	渉外担当部長）
長岡	貞男（RIETI	FF	/ 東京経済大学	教授）
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国際ワークショップ	
	
Hitotsubashi-RIETI International Workshop on Real 
Estate and the Macro Economy 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/17121401/info.html	
Date	 2017/12/14-15	
Venue	 RIETI's	seminar	room	
Hosts	 Hitotsubashi	University,	RIETI	

Program 
Opening	Remarks	
Session	1	

"Disentangling	the	Effect	of	Housing	on	Household	Stock	
Holdings:	Evidence	from	Japanese	micro	data"
"Housing	Wealth	Effects	in	Japan:	Evidence	based	on	household	
micro	data"

Session	2	
"Decompositions	of	Spatially	Varying	Quantile	Distribution	
Estimates:	The	Rise	and	Fall	of	Tokyo	House	Prices"
"Change	in	the	Distribution	of	Sale/Rental	Prices:	Comparison	of	
Beijing	and	Tokyo"

Session	3	
"Depreciation	in	Commercial	Property"
"Weekly	Hedonic	House	Price	Indices	and	the	Rolling	Time	
Dummy	Method:	An	Application	to	Sydney	and	Tokyo"
"Alternative	Land	Price	Indexes	for	Commercial	Properties	in	Tokyo"

Session	4	
"Collateral	Channel	versus	Bank	Lending	Channel:	Evidence	from	
a	massive	earthquake"
"Aging	and	Property	Prices:	Evidence	from	diverse	economies"
"Recurrent	Bubbles,	Economic	Fluctuations,	and	Growth"

Concluding	Remarks	

Speakers/Moderators
NAKAJIMA	Atsushi	(Chairman,	RIETI)	
UESUGI	Iichiro	(FF,	RIETI	/	Hitotsubashi	University)	
HOSONO	Kaoru	(FF,	RIETI	/	Gakushuin	University)	
ONO	Arito	(Chuo	University)	
SEKO	Miki	(Musashino	University	and	Keio	University)	
HORI	Masahiro	(Cabinet	Office)	
YOSHIDA	Jiro	(Pennsylvania	State	University)	
MIYAKAWA	Daisuke	(Hitotsubashi	University)	
Dan	MCMILLEN	(University	of	Illinois,	Urbana-Champaign)	
MUTO	Sachio	(CF,	RIETI	/	Urban	Renaissance	Agency)	
Xiangyu	GUO	(National	University	of	Singapore)	
MIYOSHI	Yoshiyuki	(CF,	RIETI	/	Ministry	of	Land,	Infrastructure,	
Transport,	and	Tourism)	
UCHIDA	Hirofumi	(Kobe	University)	
Robert	HILL	(Institute	of	Economics,	University	of	Graz)	
ABE	Naohito	(Hitotsubashi	University)	
SHIMIZU	Chihiro	(Nihon	University)	
Seow	Eng	ONG	(National	University	of	Singapore)	
INOUE	Tomoo	(Seikei	University)	
YUKUTAKE	Norifumi	(Nihon	University)	
JINNAI	Ryo	(Hitotsubashi	University)	
SAKURAGAWA	Masaya	(Keio	University)	

	 	 	
RIETI 特別 BBLセミナー	
	
フランスの欧州改革への新たな意志 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18020701/info.html	
開催日	 2018/2/7	
会場	 RIETI 国際セミナー室	
主催	 RIETI	
参加者数	 84 名
	
スピーカー等	
ローラン・ピック（駐日フランス大使）	
南	亮（METI 通商政策局	欧州課長）	

	

CEPR-RIETI ワークショップ	
	
Science and Innovation 
	
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18022601/info.html	
Date	 2018/2/26	
Venue	 National	Institute	of	Economic	and	Social	Research	(NIESR)
Hosts	 CEPR,	RIETI,	NIESR	

Program	
Session	1	
Opening	Remarks

Presentation:	"Do	Grace	Periods	Promote	Knowledge	Spillover?	
Evidence	from	Japan"
Response
General	Discussion

Session	2	
Presentation:	"Measuring	Science	Intensity	of	Industry	Using	
Linked	Dataset	of	Science,	Technology	and	Industry"
Response
General	Discussion

Session	3	
Presentation:	"The	Impact	of	Entrepreneurial	Human	Capital	on	
Initial	Funding:	Evidence	from	Japan"
Response
General	Discussion

Session	4	
Panel	Discussion

Concluding	Remarks
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Speakers/Moderators	
NAKAJIMA	Atsushi	(Chairman,	RIETI)
Richard	BALDWIN	(President,	CEPR	/	Professor,	Graduate	Institute,	
Geneva)	
Jagjit	CHADHA	(Director,	NIESR)	
NAGAOKA	Sadao	(RIETI	/	Tokyo	Keizai	University)	
Alfonso	GAMBARDELLA	(CEPR	/	Università	Bocconi)	
IKEUCHI	Kenta	(RIETI)	
Dietmar	HARHOFF	(CEPR	/	Ludwig-Maximilians-Universität	
München)	
HONJO	Yuji	(RIETI	/	Chuo	University)	
Mark	SCHANKERMAN	(CEPR	/	London	School	of	Economics)
Roger	FARMER	(CEPR	/	NIESR	/	UCLA)	
	

ワークショップ	
	
Dynamics of Inter-firm Network and Macro 
Fluctuation
	 	
Date	 2018/2/26	
Venue	 RIETI's	seminar	room	
Host	 RIETI	

Program 
Opening	Remarks	
Introduction	
"Firm-to-firm	Trade	in	Sticky	Production	Networks”	
"Imperfect	Competition	and	the	Transmission	of	Shocks:	The	
network	matters"		
"The	Dynamics	of	Inter-firm	Networks	and	Firm	Growth"	

Speakers/Moderators	 	
YANO	Makoto	(RIETI)
SAITO	Yukiko	(RIETI)
Kevin	LIM	(University	of	Toronto)
Konstantin	KUCHERYAVYY	(The	University	of	Tokyo)
Ayumu	Ken	KIKKAWA	(University	of	Chicago)
Michal	FABINGER	(The	University	of	Tokyo)
FUJII	Daisuke	(RIETI	/	University	of	California	Los	Angeles)
ITO	Tadashi	(Gakushuin	University)
	 	 	

WINPEC-RIETI	Workshop	
	
2018 International Workshop on the World and Asian 
Economy　-The 5th Tokyo Network Workshop- 
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18030201/info.html	
Date	 2018/3/2	
Venue	 Room	402	(Building	No.	26,	Okuma	Memorial	Tower)	
Host	 Waseda	Institute	of	Political	Economy	(WINPEC)	
Co-host	RIETI
	
Program	
Opening	Remarks	
"Exchange	Rate	Movements,	Japanese	Firm	Export,	and	the	Role	of	
R&D	and	Global	Outsourcing"	

"Propagation	of	Shocks	by	Natural	Disasters	through	Global	Supply	
Chains"	
"The	Global	Production	Line	Position	of	Chinese	Firms"	
"Propagation	of	Financial	Constraints	in	the	Global	Production	
Network"	
"Firm	Expectations	and	Investment:	Evidence	from	the	China-Japan	
islands	dispute"	
"Global	Production	Sharing	and	the	Evolution	of	Industrial	
Capabilities:	Does	production	sharing	warp	the	product	space?"
Concluding	Remarks	

Speakers/Moderators	
TODO	Yasuyuki	(RIETI	/	Waseda	University)	
INUI	Tomohiko	(RIETI	/	Gakushuin	University)	
KASHIWAGI	Yuzuka	(Waseda	University)	
YU	Zhihong	(University	of	Nottingham)	
ZHANG	Hongyong	(RIETI)	
Russell	THOMSON	(Centre	for	Transformative	Innovation,	Swinburne	
University	of	Technology)	
	

	 	
国際ワークショップ	
	
Long-term Growth and Secular Stagnation  
https://www.rieti.go.jp/jp/events/18033001/info.html	
Date	 2018/3/30	
Venue	 RIETI's	seminar	room	

Program 
Opening	Remarks	
Keynote	Speech:	"World	Trade	in	Services:	Evidence	from	A	New	
Dataset"	
Session	1	

Presentation:	"The	State	and	China's	Productivity	Deceleration:	
Firm-level	Evidence"
Presentation:	"Why	is	Agricultural	Productivity	So	Low	in	Poor	
Countries?	The	Case	of	India"

Session	2	
Presentation:	"Secular	Stagnation	under	the	Fear	of	a	
Government	Debt	Crisis"
Presentation:	"Industrial	Revolutions	and	Global	Imbalances"

Session	3	
Presentation:	"Sovereign	Debt	Overhang,	Expenditure	Portfolio,	
and	Debt	Restructurings"
Presentation:	"Recurrent	Bubbles,	Economic	Fluctuations,	and	
Growth"

Closing	Remarks	

Speakers/Moderators
NAKAJIMA	Atsushi	(Chairman,	RIETI)	
Chris	PAPAGEOGIOU	(Division	Chief,	International	Monetary	Fund	(IMF))
KOBAYASHI	Keiichiro	(RIETI	/	Keio	University)	
Bin	Grace	LI	(IMF)	
Oksana	LEUKHINA	(Federal	Reserve	Bank	of	St.	Louis	/	McMaster	
University)	
ASONUMA	Tamon	(IMF)	
UEDA	Kenichi	(The	University	of	Tokyo)	
JINNAI	Ryo	(Hitotsubashi	University)	
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昼休みに開かれるBBL（Brown	Bag	Lunch）セミナーは 2017年度は 38回開催され、この 17年間では 1,100 回を数えます。
国内外の有識者を講師として招き、さまざまな政策について産官学の垣根を越えてフランクな議論が行われています。
https://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/

2017/4/6 原因と結果の経済学 スピーカー :	中室 牧子（慶應義塾大学総合政策学部	准教授	兼
																		政策・メディア研究科	委員）

2017/4/27 熊本地震など、なぜ地震が相次ぐのか？熱エネルギーが地
震を起こすという「熱移送説」とは スピーカー :	角田 史雄（埼玉大学	名誉教授）

2017/5/12 大過剰―ヒト・モノ・カネ・エネルギーが世界を飲み込む スピーカー :	中島 厚志（RIETI	理事長）

2017/5/16 世界経済見通し―勢いを得ている世界経済の今後の行方
は？

スピーカー :	柏瀬 健一郎（RIETI	CF	/	国際通貨基金（IMF）
																		アジア太平洋地域事務所（OAP）シニアエコノミスト）

2017/5/17 Energy	Markets:	What	to	do	when	forecasting	is	
useless

スピーカー :	ロバート・S・ピンダイク（マサチューセッツ
																		工科大学スローン経営大学院	教授）

2017/5/19 最近の世界エネルギー事情とトランプ政権誕生 スピーカー :	髙井 裕之（住友商事株式会社	執行役員	/	住友
																		商事グローバルリサーチ株式会社	代表取締役社長）

2017/5/24 2017 年版中小企業白書及び小規模企業白書 スピーカー :	伊奈 友子（METI中小企業庁事業環境部	調査室長）

2017/5/25 シェアリング・エコノミーと税制 スピーカー :	森信 茂樹（中央大学法科大学院	教授）

2017/6/2 不安な個人、立ちすくむ国家〜モデル無き時代をどう前向
きに生き抜くか〜

スピーカー :	上田 圭一郎（METI 大臣官房秘書課	課長補佐）
　　　　　　須賀 千鶴（METI 経済産業政策局産業資金課	課
																		長補佐）
　　　　　　宮下 誠一（METI通商政策局通商戦略室	室長補佐）
コメンテータ兼モデレータ :	森川 正之（RIETI 理事・副所長）

2017/6/8 IoT、AI 等の技術革新とグローバル化する電子商取引の課
題とあるべき将来像

スピーカー :	柴野 相雄（TMI 総合法律事務所	弁護士	/	慶應義
																		塾大学法科大学院	非常勤教員）

2017/6/16 子ども格差の経済学ー塾や習い事に行ける子・行けない子 スピーカー :	橘木 俊詔（京都女子大学	客員教授）

2017/6/22 2017 年版ものづくり白書－ IoT 社会における製造業の課
題と政府の取組

スピーカー :	徳増 伸二（METI 大臣官房	参事官（デジタル化・
																		産業システム担当）
																	（併）製造産業局	ものづくり政策審議室長）

2017/6/29 投資としての社会保障 スピーカー :	松元 崇（株式会社第一生命経済研究所	特別顧問）

2017/7/6 日本の人事を科学する―因果推論に基づくデータ活用 スピーカー :	大湾 秀雄（RIETI	FF	/	東京大学社会科学研究所
																		教授）

2017/7/7 通商白書 2017の概要について：如何に自由貿易を持続
的に進めていくか スピーカー :	石川 靖（METI 通商政策局	企画調査室長）

2017/7/12 経済と教育の対話―システムから見た政策の失敗 スピーカー :	熊平 美香（未来教育会議実行委員会	代表）

2017/7/13 衰退の法則：日本企業を蝕むサイレントキラーの正体 スピーカー :	小城 武彦（株式会社日本人材機構	代表取締役社長）

2017/7/14 指数から読み解く日本の政策不確実性の特徴
スピーカー :	伊藤 新（RIETI	F）
																		見明 奈央子（国際通貨基金（IMF）アジア太平洋
																		地域事務所	エコノミスト）

2017/7/27 消費者向け製品の IoT から始まる生活価値共創型のサービ
ス－製造業が始めた健康サービス、コーヒー豆の EC

スピーカー :	持丸 正明（国立研究開発法人産業技術総合研究所
																		人間情報研究部門長）

2017/8/30 Brexit:	Recent	Developments--The	EEA	Option スピーカー :	カール・バウデンバッハー（欧州自由貿易連合
																		（EFTA）裁判所	長官）

発信活動  |  BBL セミナー
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※講師等の肩書きについては、開催当時の名称で記載しています。
※以下は 2017年 4月〜 2018年 3月に開催されたものです。

2017/9/1 平成 29年度経済財政白書について スピーカー :	茨木 秀行（内閣府	参事官（経済財政分析―総括
																		担当））

2017/9/15 アジア経済の展望とアジア開発銀行の役割 スピーカー :	中尾 武彦（アジア開発銀行（ADB）	総裁・理事会
																		議長）

2017/10/3 連邦議会選挙後のドイツ―政治・経済政策の方向性

スピーカー :	ヴォルフガング・ティーフェンゼー（テューリン
																		ゲン州	経済・科学・デジタル社会大臣）
																		ハンス・カール・フォン・ヴェアテルン（駐日ド
																		イツ連邦共和国	大使）

2017/10/4 内外経済と金融政策：低金利はいつまで続くのか スピーカー :	門間 一夫（みずほ総合研究所株式会社	エグゼク
																		ティブエコノミスト）

2017/11/16 日本版GPS『みちびき』（準天頂衛星システム）が実現す
る高精度衛星測位データ利用社会と新しい宇宙利用の展望

スピーカー :	三本松 進（野村総合研究所未来創発センター戦略
																		企画室	主席研究員）
コメンテータ・モデレータ :	靏田 将範（METI 製造産業局	宇宙
																																							産業室長）

2017/11/22 基礎的財政収支黒字化目標はいつ達成するか：「中長期試
算」を解剖する スピーカー :	土居 丈朗（慶應義塾大学経済学部	教授）

2017/12/5 IMF 世界経済見通し「持続的成長を求めて―短期的回復、
長期的課題」

スピーカー :	鷲見 周久（国際通貨基金（IMF）アジア太平洋地
																		域事務所	所長）

2017/12/6 産業を individual にする―超小型デバイス製造システム
「ミニマルファブ」の開発

スピーカー :	原 史朗（国立研究開発法人産業技術総合研究所
																		ナノエレクトロニクス研究部門	首席研究員兼
																		ミニマルシステム	グループ長）

2017/12/13 外食産業の持続的成長に向けて スピーカー :	菊地 唯夫（ロイヤルホールディングス株式会社
																		代表取締役会長（兼）CEO）

2018/1/10 常温セラミックスコーティングによるプロセスイノベー
ション

スピーカー :	明渡 純（特定国立研究開発法人産業技術総合研究
																		所	先進コーティング技術研究センター長）

2018/1/12 日中関係をゆさぶる 3つのジレンマ スピーカー :	阿南 友亮（東北大学大学院法学研究科	教授）

2018/2/7 フランスの欧州改革への新たな意志 スピーカー :	ローラン・ピック（駐日フランス大使）

2018/2/27 America	Responds	to	Change:	Implications	for	
globalization	and	the	future	of	work

スピーカー :	Bruce STOKES（ピュー・リサーチ・センター国
																		際経済世論調査部ディレクター）

2018/3/7 Going	Digital	--	Insights	and	policy	implications	from	
OECD	work	on	digital	transformation

スピーカー :	Dirk PILAT	(OECD科学技術・イノベーション局
																		次長 )

2018/3/8 災害後の人口移動から見る復興の状況 スピーカー :	奥村 誠	( 東北大学教授（災害科学国際研究所・
																		東北アジア研究センター）

2018/3/16 二期目に入った習近平体制－経済政策のゆくえ

スピーカー :	孟 健軍（RIETI	VF	/	清華大学公共管理学院産業
																		発展・環境ガバナンス研究センター	(CIDEG)	
																	シニアフェロー）
コメンテータ :	関 志雄	(RIETI	CF	/	株式会社野村資本市場研究
																					所シニアフェロー )

2018/3/27 復興の空間経済学―人口減少時代の地域再生 スピーカー :	浜口 伸明（RIETI	FF・PD	/	神戸大学経済経営研
																		究所	教授）

2018/3/29 消費増税前後の経済変動はなぜ生じるのか スピーカー :	森信 茂樹（東京財団政策研究所	研究主幹	/	中央
																		大学法科大学院	特任教授）
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氏名 関心分野
所長・CRO
矢野	誠 経済動学、法と経済学、市場組織学

シニアリサーチアドバイザー（SRA）
深尾	光洋 国際金融論、金融論、コーポレート・ガバナンス

根津	利三郎 科学技術、情報技術、産業政策、通商政策

プログラムディレクター（PD）

深尾	京司　　（併）ファカルティフェロー 国際経済学、マクロ経済学、アジアにおける貿易・直接投資、イノベーションと全要素
生産性：産業・企業レベルデータによる分析、生産性の国際比較等

浜口	伸明　　（併）ファカルティフェロー 空間経済学、ブラジル地域研究

小林	慶一郎　（併）ファカルティフェロー 内生的経済成長理論、一般均衡理論、景気循環論、不良債権問題、国債管理・財政再建
問題、政治経済システムの経済学的分析等

長岡	貞男　　（併）ファカルティフェロー イノベーション、産業組織

大橋	弘　　　（併）ファカルティフェロー 産業組織論、貿易政策

武田	晴人　　（併）ファカルティフェロー 日本経済史

冨浦	英一　　（併）ファカルティフェロー 国際経済学（特に貿易関連の計量実証分析）

鶴	光太郎　　（併）ファカルティフェロー 比較制度分析、組織と制度の経済学、労働市場制度

副所長（VP）
森川	正之 経済政策、産業構造、生産性、労働市場

上席研究員（SF）

藤	和彦
原油・天然ガス動向が国際経済及び国際情勢に与える影響、超高齢化が日本に与える影
響（コミュニティ論を含む）、中国政治経済、米国政治経済、ロシアとのエネルギー協力

（サハリン・天然ガスパイプライン事業）

林	茂　　　（併）国際・広報ディレクター                                                        －

五十里	寛　（併）研究コーディネーター（研究調整担当）			開発金融、設備投資

岩本	晃一 再生可能エネルギー、IoT/Industrie4.0、地域経済、ドイツ経済、中国経済

小西	葉子 計量経済学

中田	啓之 ミクロ経済学理論、金融経済学

小田	圭一郎 銀行理論

齊藤	有希子 産業組織、空間経済、ネットワーク分析

関沢	洋一　（併）研究調整副ディレクター（政策史担当）
																					（併）研究コーディネーター（政策史担当）　感情が経済態度に及ぼす影響、メンタルヘルス

田村	傑 科学技術・イノベーション政策研究

THORBECKE,	Willem 金融経済学、財政経済学、国際経済学

冨田	秀昭 R&D・特許等に関する実証分析、イノベーション、地球温暖化問題、金融

山下	一仁 食料・農業政策、中山間地域問題、WTO 農業交渉、貿易と環境、貿易と食品の安全性

研究員（F）
荒木	祥太 労働経済学、応用ミクロ計量経済学

荒田	禎之 マクロ経済学、異質的経済主体モデル、確率過程

藤井	大輔 国際貿易、企業ダイナミクスとマクロ経済、サプライチェーンと企業ネットワーク、都
市経済学

フェローリスト
（名字アルファベット順、2017 年 4 月～ 2018 年 3 月）
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氏名 関心分野
池内	健太 研究開発・イノベーション・生産性の実証分析

伊藤	新 マクロ経済学、経済統計

伊藤	公一朗 環境・エネルギー経済学

戒能	一成 制度設計工学、計量経済学、空間経済学、定量的政策評価、経済活動の持続可能性評価

近藤	恵介 空間経済学、開発経済学、労働経済学、応用計量経済学（ミクロ計量経済学、空間計量
経済学、ベイズ計量経済学）

劉	洋 労働経済学、移民とマクロ経済、賃金、人的資本、労働市場

千賀	達朗 マクロ経済学（マクロファイナンス、企業動学、不確実性）

殷	婷	 マクロ経済、家計経済、中国経済、労働経済

張	紅詠 国際経済学、開発経済学、中国経済

リサーチアソシエイト（RAs）
後藤	康雄 産業組織論、中小企業研究、金融

伊藤	萬里 国際経済学、R&D・イノベーション

加藤	篤行 経済成長、生産性分析、貿易と経済発展

河村	徳士 日本経済史、小運送業史、産業保安

清田	耕造 国際経済学、開発経済学、産業組織論

中田	大悟 マクロ経済学、内生的経済成長論、社会保障の経済分析、シミュレーション分析、わが
国における持続可能な賦課方式年金制度の構築方法、男女共同参画社会

田中	鮎夢 国際貿易、文化経済学

友原	章典 国際経済学、労働経済学、公共経済学

塚田	尚稔 イノベーションの経済分析、産業組織論

渡辺	努 マクロ経済学、国際金融、企業金融

山内	勇 イノベーション、研究開発マネジメント、知的財産制度

横尾	英史 環境経済学

ファカルティフェロー（FF）
青山	秀明 素粒子論、物理学一般、数理言語学、経済物理学

中馬	宏之 産業経済論、産業組織論、労働経済学、半導体産業の競争力に関連した経済・経営分析、
ICT/AI の発展が社会に与えるインパクト

藤原	一平 マクロ経済学、金融経済学、国際金融

古川	雄一                                                        －

樋口	美雄 労働経済学、計量経済学

本庄	裕司 アントレプレナーシップ・中小企業論、企業経済学

細野	薫 金融システム、金融政策、企業動学

乾	友彦 生産性分析、国際経済学、医療経済学、教育経済学、中国経済

石川	城太 国際貿易理論

川口	大司 労働経済学、応用計量経済学

川濵	昇 独占禁止法・競争政策、金融・資本市場規制、法と経済学、競争政策と知財政策のインター
フェイス、消費者保護規制

川瀬	剛志 国際経済法、通商政策
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氏名 関心分野
北尾	早霧 マクロ経済学、財政・社会保障政策

権	赫旭 生産性分析、産業組織論

牧原	出 オーラル・ヒストリー・プロジェクトと政治史、比較行政学研究、司法政治研究、先端
公共政策研究

馬奈木	俊介 経済学、都市計画、環境経済学、資源経済学

宮川	努 設備投資を中心とした企業行動、産業構造の分析、アジア経済の動向

宮島	英昭 日本経済史研究、企業金融、コ－ポレ－ト・ガバナンス、日本経済論

森	知也 都市・地域経済学、空間経済学

元橋	一之 応用ミクロ経済学、経済統計、計量経済学、生産性国際比較、情報技術の経済分析、技
術革新と経済成長、イノベーションシステム論、産業連関分析

中村	良平 都市経済学、地域経済学、公共政策

縄田	和満 計量経済学、統計学、医療経済学・政策分析、労働経済学

西村	和雄 非線形経済動学、教育経済学、神経経済学

野村	浩二 資本の測定、生産性分析、国民経済計算システム、エネルギー・環境、日本経済

小川	英治 国際通貨・国際金融

大橋	和彦 ファイナンス（商品市場、証券創造と金融仲介、J-REIT 等）

岡崎	哲二 経済史、経済発展論、比較制度分析

小塩	隆士 公共経済学

大湾	秀雄 労働経済学、組織経済学、産業組織論

佐藤	主光                                                        －

鈴木	將文 知的財産法、国際経済法

田渕	隆俊 都市経済学、空間経済学

田中	誠 エネルギー、環境、産業組織

戸堂	康之 国際経済学、開発経済学、応用ミクロ計量経済学

徳井	丞次 マクロ経済学、国際金融、日本経済の実証分析

植杉	威一郎 企業金融、中小企業、日本経済、金融市場（特に短期金融市場）

宇南山	卓 家計行動・応用計量経済学・指数理論

浦田	秀次郎 国際経済学、開発経済学

後	房雄 政治学、行政学、NPO 論

渡部	俊也 技術経営

山本	勲 労働経済学・応用ミクロ経済学

家森	信善 金融システム、地域金融、中小企業金融

吉川	洋　　（併）シニアアドバイザー ケインズ経済学的なマクロ経済理論、日本経済、日本経済の潜在成長率、マクロ経済学
への統計力学的アプローチ

コンサルティングフェロー（CF）
阿部	尚行 サービス政策、マクロ経済政策、地域経済政策

安橋	正人 産業経済学、応用ミクロ経済学、応用計量経済学、イノベーション、アジア経済

安藤	晴彦 新エネルギー・３R や異業種交流・ベンチャー企業に関するイノベーション、アーキテ
クチャや知的財産制度と産業競争力
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青栁	智恵 INTERNATIONAL ECONOMICS; INTERNATIONAL DEVELOPMENT; STRUCTURAL REFORMS IN 
JAPAN (LABOR MARKET, INCOME EQUALITY AND CORPORATE GOVERNANCE REFORM)

有馬	純 エネルギー気候変動問題

浅井	祐哉 企業金融

筑紫	正宏 エネルギー政策、競争法、租税法

海老原	史明 安全保障、経済成長、環境エネルギー経済、行政評価

榎本	俊一 為替変動と産業競争力（国内空洞化）、企業のグローバル展開と人的資源管理、内需成長
率と企業収益の関係

江藤	学 技術マネジメント、イノベーション、技術移転、知財と標準化

藤井	敏彦 企業の社会的責任、ロビイング、ＷＴＯ体制、通商ルールを含むルール全般、政策形成論

藤岡	雅美 医療・公衆衛生政策、子育て政策

福永	開 マクロ経済学、産業組織論、労働経済学

福永	佳史 国際経済法、ASEAN 経済統合、東アジア経済統合

福岡	功慶 産業政策、医療政策、エネルギー政策、スタートアップ政策

福山	光博 グローバリゼーション研究、東アジア地域統合、比較制度分析、日本型政治経済モデル、
公共政策の歴史と思想

Giovanni	Ganelli 国際経済学、財政政策、日本の構造改革

濱	賢太郎 政策評価、因果推論

原	圭史郎 フューチャーデザイン、技術イノベーション・技術政策、環境・エネルギー政策、製造
産業競争力

橋本	真吾 産業構造分析、財政分析（国の債務管理等）、社会保障

秦	茂則 研究開発・技術イノベーション政策、マクロ経済、技術評価、自動車産業、気候変動、
地域経済、事業再生、復興

早藤	昌浩 貿易政策、国際経済学、国際経済法、経済史、環境経済学

林	良造 情報産業政策、医療政策、サイバーセキュリティ政策、東アジア経済統合、政策決定過程

久永	忠 通商政策、国際貿易論、経済成長論

菱沼	剛 知的財産制度、国際取引、各国比較制度、国際機構、国際経済法

細谷	祐二 産業集積とイノベーション、中小企業論、地域産業政策、グローバル・ニッチトップ企
業研究

池田	陽子 イノベーション政策（新規産業創出等）、ルールメーキング（標準化含む）、欧州との比
較研究

井上	誠一郎 景気動向、経済政策、財政・金融

石毛	博行 国際経済、産業、中小企業

石井	芳明 ベンチャー企業政策、中小企業政策、産業組織論、イノベーション政策

五十棲	浩二 人材育成、少子高齢化・社会保障、社会・規制と技術の関係

伊藤	公二 貿易、国際金融、中小企業

柏瀬	健一郎 経済成長論、国際経済開発論、少子・高齢化の経済学、マクロ・プルーデンシャル・ポリシー

加藤	肇 国際経済学、産業組織論、社会保障制度

川﨑	研一 経済モデル分析（マクロ計量モデル、応用一般均衡モデル）、貿易・投資の自由化・円滑
化、規制改革、景気循環、経済見通し、マクロ経済政策の効果

木原	隆司 国際経済学、開発経済学、経済政策論
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喜多見	富太郎 地方自治体改革、「新しい公共」論、アウトソーシング法制

小林	庸平 公共経済学、応用計量経済学、税・財政・社会保障

児玉	直美 経済成長論、労働経済学

小池	孝英 財政金融政策、人口減少下の政策効果、財政リスク管理、将来の不確実性と景気変動、
エビデンスに基づく政策、経済分析と行政機構

米谷	三以 通商法、投資法その他国際経済法、国際行政法、競争法

栗田	宗樹 イノベーション、社会保障

沓澤	隆司 都市経済学、住宅・不動産価格分析、MBS・REIT 分析、地域経済論

関	志雄 中国政治経済全般、特に景気動向、金融・為替政策、格差などの構造問題

松田	尚子 起業論、ベンチャー企業論、人工知能

松永	明 経済成長論、国際貿易、産業政策

美甘	哲秀 食料・エネルギーの需給動向、市況分析、安全保障論、世界のマクロ経済

三木	健 企業論、企業戦略、環境、安全等ＣＳＲ、知財戦略

三浦	聡 商品市場論、産業組織政策、米国政治経済

三善	由幸 財政学、都市・地域経済学、マクロ経済学、住宅政策、インフラ政策

務川	慧 経済成長論、公共政策論、財政金融政策、国際関係論

武藤	祥郎 都市経済学、交通経済学、住宅・不動産経済

長町	大輔 社会資本整備、マクロ経済理論、経済成長論

中富	道隆 通商法・通商政策、国際経済、産業政策、知的財産

中沢	則夫 国際関係論、経済思想、証券分析、労働経済

南部	友成 社会保障、企業税制、通商政策

奈須野	太 雇用・人材政策、企業法制、地球温暖化問題

西田	明生 マクロ経済学、財政学、労働経済学

西垣	淳子 統治機構論、IoT、デザイン政策、ＷＬＢ政策

西岡	隆 社会保障（年金財政の考え方、公的・私的年金の在り方、地域包括ケア等）

野原	諭 財政の持続可能性、マクロ経済運営

野崎	祐子 応用ミクロ経済学、労働経済学、教育経済学、社会保障論、

小滝	一彦 人的資本と生産性、不動産と金融

小川	誠 労働経済、労務管理、ワークライフバランス、ダイバーシティ

小黒	一正 政治経済学、公共経済学（財政・社会保障）、経済成長論

及川	景太 マクロ経済学、国際マクロ経済学、計量経済学、国際貿易、ファイナンス、時系列分析

岡田	吉美 知的財産権制度（特に特許制度）、イノベーションマネジメント、知識普及、政策・施策
効果の計量経済分析

奥田	岳慶 国際経済、社会保障政策

坂田	一郎 イノベーション政策、経済成長論、技術マネジメント、地域クラスター、開発経済

佐藤	仁志 国際経済学（貿易）、応用ミクロ経済学

関口	訓央 災害からの復興分析、サプライチェーン分析、貿易動向、物価動向

清水	幹治 国際マクロ、貿易投資、社会保障・税、国際経済法、企業再生、個人情報保護、スポー
ツ政策、文化振興政策
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氏名 関心分野

清村	和貴 中小企業の成長要因及び取引間ネットワーク、中小企業の資本政策及び企業統治、中小
企業金融（直接金融）、中小企業の事業システム及び経営戦略

白石	重明 公共政策論、国際経済、サービス経済・産業、エネルギー、技術と経済・産業

末政	憲司 経済成長、社会保障、医療経済

須賀	千鶴 途上国支援、気候変動、イノベーション政策、クール・ジャパン戦略、コーポレートガ
バナンス、FinTech、ベンチャー政策、教育・社会保障制度

杉山	晴治 地域産業振興、企業の生産性向上、情報産業政策、企業立地政策

住田	孝之 企業経営、イノベーション、非財務情報（無形資産等）、エネルギーを含む国際戦略、規
制と責任、消費インテリジェンス

高村	静 人的資源管理、組織行動、男女共同参画、少子化、能力開発、キャリア形成

竹上	嗣郎
産業技術行政（産学連携、医工連携、研究開発マネジメント）、資源エネルギー行政（新
エネルギー、石油・天然ガス開発）、安全保障貿易管理行政（輸出管理、技術情報管理）、
地域経済産業行政（地域産業振興、企業立地、国際展開）

田村	暁彦 インターナショナル・ポリティカル・エコノミー、グローバル・ガバナンス、国際経済法、
EU 統合、東アジア統合、企業の社会的責任、中国政治経済

谷	みどり 消費者政策、環境政策、エネルギー政策、男女共同参画

谷澤	厚志 通商政策、交渉学

田代	毅 経済成長、国際金融、金融危機

富原	早夏 社会保障、行動経済学、組織の経済学、通商政策

土本	一郎 コンペティティブ・インテリジェンス、リスクマネジメント、危機管理

津田	広和 エビデンスに基づく政策、行動経済、Entrepreneurship、地方経済

鶴田	仁 関税政策、国際貿易法、国際貿易論

上田	圭一郎 社会保障政策、人的資本論、経済成長論

植木	貴之 社会保障政策、ヘルスケア産業政策、公共経済学、ソーシャルファイナンス、Fintech

上丸	敦仁 イノベーション政策，行動経済学，開発経済学，エビデンス・ベースド・ポリシー

上野	透 中小企業政策、地域活性化政策、観光政策、起業家教育等

宇野	雄哉 公共経済学

山田	圭吾 働き方改革、人材育成論、情報産業政策、経営戦略論、気候変動対策、エネルギー環境
経済学

山田	正人 ワーク・ライフ・バランス、男女共同参画、雇用法制、知的財産政策、少子化、消費者法、
地域経済

八代	尚光 国際経済、技術進歩とイノベーション、中国経済、マクロ経済、経済政策

吉田	雅彦 オープンイノベーション、ネットワーク、クラスター、フィールドワーク

吉田	亮平 マクロ経済学、日本経済、金融政策、社会保障政策

吉屋	拓之 国際経済（金融・通貨安定、経済開発、国際経済秩序）、経済成長、社会保障（格差・分
配政策）、人材・働き方・雇用制度

客員研究員（VF）
孟	健軍	（MENG	Jianjun） 開発経済、産業開発、環境政策

沖本	竜義 金融計量経済学、実証ファイナンス、応用マクロ経済学、計量経済学

山口	一男
量的データの分析方法論（イベントヒストリー分析、カテゴリカルデータ分析）；家族と
就業、ワーク・ライフ・バランス；合理的・意図的社会行為の理論；ライフコースと職
業キャリア；社会階層化と社会的不平等；現代日本社会；社会的ネットワーク、社会交換、
社会伝播；薬物乱用の疫病学
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プログラムディレクター

9 つの研究プログラムそれぞれにプログラムディレクター（PD）を置き、それぞれの研究分野における研究指導の徹底、政策形成への貢献、研
究プログラム間の連携などにより、全体として効率的で実質的な研究活動を実施しています。

プログラムディレクター 研究プログラム

小林	慶一郎 慶應義塾大学経済学部	教授 マクロ経済と少子高齢化

冨浦	英一 一橋大学大学院経済学研究科	教授 貿易投資

浜口	伸明 神戸大学経済経営研究所	教授 地域経済

長岡	貞男 東京経済大学経済学部	教授 イノベーション

大橋	弘 東京大学大学院経済学研究科	教授 産業フロンティア

深尾	京司 一橋大学経済研究所	教授 産業・企業生産性向上

鶴	光太郎 慶應義塾大学大学院商学研究科	教授 人的資本

矢野	誠（代行） RIETI	所長・CRO 法と経済

武田	晴人 東京大学	名誉教授 政策史・政策評価

シニアアドバイザー、シニアリサーチアドバイザー

シニアアドバイザー（SA）、シニアリサーチアドバイザー（SRA）は、研究所運営並びに研究活動に対して横断的、包括的な助言を与えています。

シニアアドバイザー
吉川 洋	 立正大学経済学部	教授
若杉 隆平	 新潟県立大学大学院国際地域学研究科	教授、京都大学	名誉教授、横浜国立大学	名誉教授

シニアリサーチアドバイザー
根津 利三郎	 前	（株）富士通総研エグゼクティブ・フェロー
深尾 光洋	 武蔵野大学経済学部	教授

独立行政法人の評価制度について

独立行政法人通則法の一部改正法（平成 26年法律第 66号）が平成
27年 4月 1日に施行され、独立行政法人の新たな目標・評価の仕
組みが導入されました。
RIETI では、評価の実効性を確保する観点から、以下の外部有識者
の知見を活用しています。

小野 俊彦	 経済同友会	監査役
小笠原 直	 監査法人アヴァンティア	代表社員・公認会計士
古城 佳子	 東京大学総合文化研究科	教授
黒田 昌裕	 慶應義塾大学	名誉教授
須田美矢子	 一般財団法人キヤノングローバル戦略研究所	特別顧問

外部諮問委員会

本委員会は、大学、研究機関等の外部専門家からなり、研究所の研
究活動の充実を図るため、研究の進捗状況や効率性、施策への反映
度等の検証を行っています。

黒田 昌裕	 慶應義塾大学	名誉教授
デール・W・ジョルゲンソン　　ハーバード大学	教授
橘木 俊詔	 京都大学	名誉教授、京都女子大学	客員教授
福井 俊彦	 一般財団法人キヤノングローバル戦略研究所	理事長
リチャード・E・ボールドウィン　高等国際問題・開発研究所	教授
吉野 直行	 アジア開発銀行研究所	所長、慶應義塾大学	名誉教授

（敬称略、2018年 3月末時点）

（50音順	敬称略、2018年 3月末時点）

（敬称略、2018年 3月末時点）
（50音順	敬称略、2018年 3月末時点）
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